
局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

方向性1 1

健康福祉局 障害企画課 障害者に対する虐待相談窓口

の周知

市民全体を対象とした、様々な手法（ホー

ムページ、リーフレット等）を用いた、障

害者虐待に関する各種相談機関や相談ダイ

ヤルの周知

障害者虐待防止・差別解消相談ダイヤル周

知カードを増刷し、窓口に設置。

引き続き、相談ダイヤルの周知に努める。

方向性1 1

健康福祉局 高齢企画課 高齢者に対する虐待相談窓口

の周知

市民全体を対象とし、リーフレットを用い

た、高齢者虐待に関する各種相談機関の周

知

各区、包括支援センターにリーフレットを

配布し、高齢者に対する虐待相談窓口の周

知を行った。

事業概要通り実施することができた。ま

た、現在市民向けアンケートを包括へ依頼

中である。

方向性1 1

子供未来局 子供家庭支援課 児童に対する虐待相談窓口の

周知

市民全体を対象とした、様々な手法（ホー

ムページ、リーフレット等）を用いた、児

童虐待に関する各種相談機関や相談ダイヤ

ルの周知

児童相談所短縮ダイヤル「189」や虐待通

告の義務付け等を広く一般の方に認知して

いただくため、街頭にて啓発活動を行っ

た。

日時：平成30年11月30日

場所：JR仙台駅東西自由通路

内容：県・市・県警・法務局の4者で実

施、コットンバッグやポケットティッシュ

等を配布した。

配布予定数量を配りきれたことや、メディ

ア露出も多かったことから、一般市民の方

に相談ダイヤルや通告義務等を知っていた

だく良い機会となった。

方向性1 2

健康福祉局 障害者支援課 自殺予防週間（9月）及び自殺

対策強化月間（3月）の推進

自殺予防週間、自殺対策強化月間に合わせ

た啓発グッズ、リーフレット等を配布して

います

期間に合わせ啓発用のポスターの掲示や

リーフレットの配布を行った。

市民の方々への啓発を図りつつ、職員間に

おける認識も高めることができた。

方向性1 2

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

自殺予防週間（9月）及び自殺

対策強化月間（3月）の推進

自殺予防週間である9月及び自殺対策強化

月間である3月に合わせて、ポスターの作

成や、相談会等を実施しています。

自殺予防週間（9月）にポスターを作成

し、380か所の関係機関に446枚送付しま

した。

また、9月と3月に、「生活困りごとと、こ

ころの健康相談会」を実施し、弁護士と精

神科医師、保健師や臨床心理士、精神保健

福祉士が21件の相談に応じた。

ポスターによる普及啓発を実施したことに

より、相談希求行動やゲートキーパーにつ

いての知識を広めることができました。

「生活困りごとと、こころの健康相談会」

では、自死の要因となる様々な問題に、法

律相談と、こころの健康相談を併せて包括

的に対応したことにより、相談者の悩みを

解決する一助となった。

方向性1 2

健康福祉局 健康政策課 自殺予防週間（9月）及び自殺

対策強化月間（3月）の推進

自殺予防週間、自殺対策強化月間に合わせ

た啓発グッズ、リーフレット等を配布して

います

市内の相談先一覧を記載したリーフレット

を作成し、仙台市各窓口や各種イベント等

を通じ市民に配布。（※ 配布数は、次行に

含めて把握しているため不明）

・「誰かに話してみませんか？」リーフ

レット

・「声がけからはじめよう」リーフレット

※ 年度末（H31.3月）作成のため配布少

・「誰かに話してみませんか？」相談窓口

一覧付き絆創膏

市の窓口に留まらず、各種イベント等を通

じ、様々な層の市民に相談先を周知するこ

とができた。

方向性1 2

青葉区 家庭健康課 心の健康づくり啓発 9月の自殺予防週間や3月の自殺対策強化月

間において、区役所内の健康づくり情報

コーナーを活用し、各種リーフレットの配

布、パネル展示等を行なっています。

3月自殺対策強化月間にパネル展示を実

施。（2階、3階入り口）

入口付近の掲示のため、多くの来庁者に啓

発する機会となった。

方向性1 2

青葉区 障害高齢課 普及啓発 期間に合わせ、啓発ポスターの掲示等を行

います。

啓発ポスターの掲示を行った 例年通り実施することができた。

平成30年度関係各課の取組み状況等一覧

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

児童、高齢者、障害者に向け

た虐待相談窓口の周知

市民全体を対象とした、ホー

ムページやリーフレット等に

よる、児童虐待、高齢者虐

待、障害者虐待に関する各種

相談機関や相談ダイヤルの周

知

健康福祉局

子供未来局

自殺予防週間や自殺対策強化

月間における普及啓発活動の

実施

地域や会社、学校等の様々な

場において、自死に関する適

切な理解や、危機的状況にお

いては援助を求めてよいとい

う考え方を浸透させるための

活動の実施

健康福祉局

各区

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

第1回仙台市自殺対策連絡協議会

資料２－2 令和元年９月１１日
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方向性1 2

宮城総合支所 保健福祉課 自殺予防週間（9月）及び自殺

対策強化月間（3月）の推進

期間に合わせ、支所内にポスターやグッズ

等のブースを設け、啓発活動を行います。

自殺予防週間：期間に合わせ、こころの健

康に関するポスターを掲示した。

自殺予防月間：期間に合わせ、支所内にこ

ころの健康に関するポスターやグッズを置

いたブースを設置した。

期間を活用し、来所者を対象に自殺予防に

ついて普及啓発することができた。

方向性1 2

宮城野区 家庭健康課 自殺予防週間（9月）及び自殺

対策強化月間（3月）の推進

自殺予防週間である9月及び自殺対策強化

月間である3月にあわせて、区役所ロビー

でこころの健康に関するパネル展等実施し

ます。また、各事業、地区活動においてこ

ころの健康に関する情報提供をします。

自殺予防週間（9月）と自殺対策強化月間

（3月）に合わせ、パネル・ポスター展

示、リーフレット配布を実施。その他、区

内理美容店・タクシー会社・各種健康教

育・まつり・区内専門学校に啓発グッズや

リーフレットを配布

平成30年度は新たに他事業と連携し、若年

者（専門学校学生）に対し周知することが

できた。今後も他事業との連携等、機会を

捉え、働き盛り世代や若年者へのアプロー

チを引き続き実施していく。

方向性1 2

宮城野区 障害高齢課 自殺予防週間・自殺対策強化

月間での啓発活動

メンタルヘルスに関するパネル・ポスター

掲示、リーフレットなど配布します。

自殺予防週間(9月)・自殺対策強化月間(3

月)での啓発活動

例年通り実施することができた。

方向性1 2

若林区 家庭健康課 自殺予防週間（9月）自殺対策

強化月間（3月）の推進

パネル展や、地域における健康教育など

で、自殺対策に関する正しい知識の普及啓

発を図ります。

区役所で年間2回(計11日間）パネル展と

リーフレット配布（2383部）。イオンス

タイル卸町で啓発イベントを１回開催(3

月）リーフレット配布（1441部）

区役所での啓発の他、大型店舗での啓発に

より、より多くの一般市民に啓発を実施す

ることができた。

方向性1 2

若林区 家庭健康課 復興公営住宅における啓発 自殺予防週間や自殺対策強化月間に合わせ

て、一部復興公営住宅に心のケア、ストレ

ス対処法等をリーフレット配布による情報

の発信を行います。

3月に復興公営住宅や防災集団移転地の訪

問指導時に啓発リーフレット配布

強化月間について意識することで、心の健

康について振り返るきっかけとなった。

方向性1 2

若林区 障害高齢課 自殺予防週間（9月）自殺対策

強化月間（3月）の推進

相談窓口にポスター掲示をし、自殺対策に

関する正しい知識の普及啓発を図ります。

9月の自殺予防週間や3月の自殺対策強化月

間に、相談窓口にポスター掲示を行った。

電話相談窓口等の問合せがあった。継続し

ていきたい。

方向性1 2

太白区 家庭健康課 メンタルヘルスの啓発 自殺予防週間・自殺対策強化月間に合わせ

心の健康や自殺予防に関するパネル展や啓

発物の配布等の普及啓発を実施します。

ララガーデンや区役所でのパネル展示、パ

ンレット設置、啓発ティッシュ配布等を計

7回実施

ララガーデンでパネル展示を行ったことで

若い世代に啓発できた。

方向性1 2

太白区 障害高齢課 理容・美容衛生講習会 理容・美容衛生講習会の中で、ゲートキー

パーの役割、気温的な対応法、ストレスへ

の対応についての講話をした。

2回実施し161名が受講した ゲートキーパーの役割を周知し、地域の身

近なところで気づいてくれる人が増えた。

方向性1 2

秋保総合支所 保健福祉課 自殺対策予防月間（3月） 所内に啓発ポスターを設置。リーフットを

設置し啓発を促す。

3月、所内ポスター、リーフレット設置 来所者が必ず目にする位置に設置。

方向性1 2

泉区 家庭健康課 心の健康づくり啓発事業 9月の自殺予防週間や3月の自殺対策強化月

間において、区役所内の健康づくり情報

コーナーを活用し、啓発用のバッチや各種

リーフレットの配布、パネル展示等を行っ

ています。

9月の自殺予防週間では、商業施設（アリ

オ仙台泉店）での健康づくり啓発イベント

で、心の健康づくりコーナーを設置し、ポ

スターを展示・リーフレットを48部配布し

た。

3月の自殺対策強化月間では、区役所の健

康づくり情報コーナーで、パネルやポス

ターを展示し、リーフレットを33部配布し

た。

こころの健康に関する情報提供と啓発を行

うことで、病気の予防・早期発見・治療に

つなげることの大切さを啓発できた。今後

も継続して実施する。

自殺予防週間や自殺対策強化

月間における普及啓発活動の

実施

地域や会社、学校等の様々な

場において、自死に関する適

切な理解や、危機的状況にお

いては援助を求めてよいとい

う考え方を浸透させるための

活動の実施

健康福祉局

各区
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方向性1 2

泉区 家庭健康課 うつ病等の精神疾患に関する

情報提供

9月の自殺予防週間や3月の自殺対策強化月

間において、うつ病等の精神科疾患や相談

機関が掲載されているリーフレットを設置

しています。

9月の自殺予防週間では、区役所内の健康

情報コーナーに啓発リーフレットを設置し

16部配布した。

うつ病等の精神疾患に関する情報はあらゆ

る世代の市民に周知し病気の早期発見・治

療につなげることが大切であるため、今後

は年間を通じて啓発する。

方向性1 2

泉区 障害高齢課 自死対策強化月間における啓

発活動

自死対策強化月間に所内に啓発ポスターを

設置。他，窓口にリーフレットおよびリー

フレット入りポケットティッシュを設置し

啓発を促す。

自殺対策強化月間に啓発ポスターを設置。

看護系大学9校、自動車学校3校、復興公営

住宅や事業関係で啓発グッズを配布。他、

保険年金課、戸籍住民課、保護課等、自死

リスクが高い客層が多い部署でグッズを設

置して啓発した。

自死ハイリスクな対象を家庭健康課と相談

の上抽出し、その対象に向けた啓発ができ

たといえる。

方向性1 3

健康福祉局 障害者支援課 精神保健福祉ハンドブック等

の作成・配布

障害のある方やその家族が利用できる精神

保健福祉に関する施策や制度、各種サービ

スや社会資源などを紹介する精神保健福祉

ハンドブック等を作成し、区役所や医療機

関、障害者相談支援事業所などで配布しま

す。

平成30年度は、平成29年度の9,000部より

1,000部多い10,000部作成し、区役所や医

療機関、障害者相談支援事業所などで配布

した。

より多くの方々に周知を図ることができ

た。

方向性1 3

健康福祉局 障害者支援課 ひきこもりに関する相談機関

のリーフレット

ひきこもり状態にある本人・その家族が抱

える悩みに関し相談ができる窓口を記載し

たパンフレットの作成

ひきこもりに関連する困りごと一覧から相

談先を探す形式のパンフレットを作成した

（2,000部）。主に、民生委員児童委員、

各区保健福祉センター等に配布した。

困りごとから相談先を探す形式にするな

ど、利用者が使いやすいよう工夫をするこ

とで、適切な相談機関に繋がるきっかけを

提供することができた。

方向性1 3

健康福祉局 障害者支援課 はあとぺーじの作成・公開 障害のある方やその家族が利用できる精神

保健福祉に関する施策や制度、各種サービ

スや社会資源などに関する情報をホーム

ページでお知らせします。

例年と同様、内容を更新し掲載 古い情報が掲載されていることがあり、い

かに最新の情報を更新していくかが課題と

言える。

方向性1 3

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

うつ病やアルコール依存症

等、対象別パンフレットの配

布

精神疾患等の理解促進のリーフレット等を

相談窓口等で配布しています。

若年層のアルコールに関する理解促進や，

飲酒習慣を確認するためのパンフレットを

作成し，相談窓口等で配布した。

アルコール依存症以外の依存症関連問題

（薬物やギャンブル等）についても，相談

窓口を明記したパンフレットを作成してい

く。

方向性1 3

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

広報誌「はあとぽーと通信」

における啓発

精神疾患等に関する正しい理解を促す内容

を盛り込んだ精神保健福祉総合センターの

広報誌を、発行しています。

年２回発行（9月、３月）。区窓口等の関

係機関で配布し、年間約3200部配布し

た。

広報誌を広く配布することにより、精神疾

患等に関して、市民の理解をより広げるこ

とができた。

方向性1 3

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

相談窓口の一元的な情報発信 ホームページやチラシ等により、各分野の

相談窓口情報を一元的にわかりやすく周知

します。

相談機関の情報を一覧にしたチラシを作成

し、8,400枚、216機関に配布し、各種相

談において活用頂きました。また、同様の

情報をホームページで周知した。

チラシやホームページで、相談窓口を周知

することは、悩みを抱えた市民が、適切な

相談機関に繋がるために、有効です。今後

も、情報を適宜更新し、市民に周知してい

く必要がある。

方向性1 3

健康福祉局 健康政策課 相談窓口の周知・啓発 市内の相談窓口一覧を記載したリーフレッ

トにより相談窓口を周知し、利用を啓発し

ています

各区・総合支所等で実施する区民まつりや

各種イベントにおいて、啓発グッズやリー

フレットを作成・配布。

・「誰かに話してみませんか？」リーフ

レット（5,900枚）

・「声がけからはじめよう」リーフレット

（277枚）

※ 年度末（H31.3月）作成のため配布少

・「誰かに話してみませんか？」相談窓口

一覧付き絆創膏（6,710セット）

市の窓口に留まらず、各種イベント等を通

じ、様々な層の市民に相談先を周知するこ

とができた。

自殺予防週間や自殺対策強化

月間における普及啓発活動の

実施

地域や会社、学校等の様々な

場において、自死に関する適

切な理解や、危機的状況にお

いては援助を求めてよいとい

う考え方を浸透させるための

活動の実施

健康福祉局

各区

心の健康に関する適切な理解

の促進、相談窓口の周知

ホームページやリーフレット

等の情報提供ツールを活用し

た、市民向けの心の健康に関

する適切な理解の促進や相談

窓口の周知

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 3

健康福祉局 健康政策課 相談窓口の周知・啓発 (仮)せんだい健康づくり推進会議を通じ

て、市内の相談窓口一覧を記載したリーフ

レットを広く配布し、働き盛り世代に向け

た周知・啓発を行います

会議は開催できなかったが、希望のあった

一部の会議構成団体に対しリーフレットを

配布、団体の各種イベント等を通じ市民に

配布。

・誰かに話してみませんか？」リーフレッ

ト（1,100枚）

各構成団体の窓口や、各種イベント等をを

通じ、様々な層の市民に相談先を周知する

ことができた。

方向性1 3

健康福祉局 健康政策課 相談窓口の周知・啓発 市内の相談窓口一覧を記載したリーフレッ

トを活用し、働き盛り世代に向けた周知・

啓発を行っています。こころの健康チェッ

クウェブサイトにより、市内の相談窓口を

周知します

仙台市HPへの、こころの健康チェックウェ

ブサイト「こころの体温計」の掲載を開始

し、市内の相談窓口を周知した。

※ 年度末（H31.3月）導入開始のため、

30年度分（H31年3月分のみ）のアクセス

件数は不明。

市民が窓口等に出向くことなく、PCやスマ

ホの操作だけで手軽に相談先情報を得てい

ただくことができた。

方向性1 3

青葉区 家庭健康課 心の健康に関する相談窓口の

紹介

悩みや不安があるときに相談できる期間を

掲載したリーフレットを窓口に設置しま

す。健康教育や地域団体訪問時に啓発用

ティッシュを配布。

心の健康づくり関連のリーフ（相談先一覧

の案内込）などを増進係窓口に設置。健康

教育や地域団体訪問時に啓発用ティッシュ

を配布。

引き続き、啓発を行い、幅広い世代へ周知

を図っていく。

方向性1 3

青葉区 障害高齢課 各種リーフレット，ポスター

の設置

所内に各種支援情報に関するリーフレッ

ト，ポスターを設置し支援情報を周知しま

す。

リーフレット、ポスターを設置し周知をは

かった。

例年通り啓発することができた。

方向性1 3

宮城総合支所 保健福祉課 こころの健康相談 こころの健康相談について市政だよりに記

事を掲載し，管内住民に周知する。

毎月の青葉区版市政だよりにおいて、事業

案内を掲載した。

当該事業のみならず相談先の周知の意味合

いもある。

方向性1 3

宮城総合支所 保健福祉課 心の健康に関する相談窓口の

紹介

区役所内の健康づくり情報コーナー等にお

いて、悩みや不安があるときに相談できる

機関を掲載したリーフレットを設置しま

す。

保健福祉課前の情報コーナーにおいて、相

談できる機関の一覧や精神保健福祉に関す

るパンフレット等を設置している。

引き続き、随時更新しながら設置継続でき

るとよい。

方向性1 3

宮城野区 家庭健康課 心の健康に関する相談窓口の

紹介

区役所内の健康づくり情報コーナー等にお

いて、悩みや不安があるときに相談できる

機関を掲載したリーフレットを設置しま

す。

障害高齢課と連携し、9月（自殺予防週

間）と3月（自殺対策強化月間）に合わ

せ、情報コーナーにポスター掲示やリーフ

レット配布を実施。

引き続き、9月（自殺予防週間）と3月（自

殺対策強化月間）に合わせ、情報コーナー

や他事業とも連携しながら、幅広い対象へ

周知を図っていく。

方向性1 3

宮城野区 家庭健康課 「睡眠」を切り口とした働き

盛り世代に対する啓発

仙台市国保特定健診受診者（40.50歳代）

のうち「睡眠で十分に休養がとれていな

い」と回答した方に対し、睡眠に関する

リーフレット・健康相談等の案内を送付し

ます。

該当者257人に対し、睡眠に関するリーフ

レットを送付

今後も継続して実施し、健診結果をもとに

変化を評価する。また、同様の手法で多量

飲酒者へのアプローチについても検討。

方向性1 3

宮城野区 障害高齢課 心の健康に関する相談窓口等

の紹介

心の健康に関する情報等の案内を窓口等で

配布します。

適宜実施 例年通り実施することができた。

方向性1 3

宮城野区 障害高齢課 各種リーフレット，ポスター

の設置

所内に各種支援情報に関するリーフレッ

ト，ポスターを設置し支援情報を周知しま

す。

適宜実施 例年通り実施することができた。

方向性1 3

若林区 家庭健康課 健康情報コーナー 区役所1階の健康情報コーナーに心の健康

に関するリーフレットを設置

3月に心の健康をテーマにリーフレットを

設置

3月のパネル展と併せて実施できた。

心の健康に関する適切な理解

の促進、相談窓口の周知

ホームページやリーフレット

等の情報提供ツールを活用し

た、市民向けの心の健康に関

する適切な理解の促進や相談

窓口の周知

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 3

若林区 障害高齢課 心の健康に関する相談窓口等

の紹介

心の健康に関する情報等の案内を窓口等で

配布します。

心の相談などの相談機会を市政だよりに毎

月掲載した。また、関係機関からのパンフ

レットなどを窓口に設置し、配布。

パンフレットやリーフレットなど、窓口に

設置だけでなく、相談に来た方に適宜お渡

しできるように相談員や保健師に周知でき

るとよい。

方向性1 3

太白区 家庭健康課 心の健康に関連する相談窓口

の周知

心の健康に関する情報や各種相談窓口の情

報を掲載したパンフレットを配布します。

ララガーデンや区役所でのパネル展で啓発

資料を設置し、567部配布した。

商業施設での配布により、幅広い年齢層の

人に啓発できた。

方向性1 3

太白区 障害高齢課 心の健康に関する相談窓口等

の紹介

心の健康に関する情報等の案内を窓口で配

布。

心の相談のちらしを窓口に設置 障害福祉サービス申請時等に周知ができる

方向性1 3

秋保総合支所 保健福祉課 各種リーフレットの設置 所内に各種支援情報に関するリーフレット

を設置し支援情報を周知します。

年間を通し各種リーフレットの設置 手に取りやすく配置。窓口待ち時間を活用

できた。

方向性1 3

泉区 家庭健康課 心の健康に関する相談窓口の

案内

区役所内の健康づくり情報コーナー等にお

いて、悩みや不安があるときに相談できる

機関を掲載したリーフレットを設置してい

ます。

年間を通じて区役所内での健康づくり情報

コーナーでにおいて相談できる機関を掲載

したリーフレット20部配布した。また介護

予防運動サポーター養成研修（５回目）で

対象者31人にゲートキーパーや相談窓口に

ついて啓発した。

様々な場で相談機関を周知し、悩みや不安

があるときに相談できる機関を周知し、本

人や身近な人が気づき、病気の早期発見・

治療につなぐための啓発ができた。今後も

継続して実施する。

方向性1 3

泉区 障害高齢課 各種リーフレット，ポスター

の設置

所内に各種支援情報に関するリーフレッ

ト，ポスターを設置し支援情報を周知す

る。

年間を通じ来庁者の見える位置場所にチラ

シやリーフレットを設置し、支援情報を周

知した。

多くの来庁者に対して啓発を図ることがで

きた。

方向性1 3

泉区 障害高齢課 こころの健康づくりの記事を

市政だよりに掲載

こころの健康相談について市政だよりに記

事を掲載し，区民に周知する。

市政だよりに毎月掲載し、区民に周知し

た。また、新たに市民向けのチラシも作成

したため、それをもって区民や関係機関に

周知した。

市政だよりによる周知と、必要と思われる

方への個別アプローチにより、十分な周知

ができたと考えられる。

方向性1 3

泉区 障害高齢課 対人援助職に対するリーフ

レット入りティッシュの配布

高ストレスと言われる対人援助職に従事す

る各所職員に対して自死啓発のリーフレッ

ト入りティッシュを配布。

区職員、包括職員、障害者支援事業所等に

配布。

30年度は市民に対する啓発を強化したた

め、前年度よりは対人援助従事者に対する

啓発グッズ配布数は少なかった。

方向性1 4

健康福祉局 障害者支援課 精神障害者家族教室（精神障

害・精神疾患に関する理解促

進）

精神障害・精神疾患のある方の家族を対象

に、心理教育の手法を用いた精神障害・精

神疾患に対する適切な理解の促進、支援制

度や相談機関の周知

各区において年間を通じ実施 各区において家族の方の適切な理解を促す

ことができた一方、新規の参加をいかに促

していくかが課題と言える。

方向性1 4

青葉区 障害高齢課 精神障害者家族教室 精神障害者を抱える家族を対象に、精神障

害に関する正しい知識や社会資源の情報提

供等を行うとともに、家族間の交流をはか

ります。

年8回実施。参加者（延99人（実参34

人）。

参加者の興味関心の高いテーマを把握し、

実施することができたため、前年度よりも

参加者数が増加した。

方向性1 4

宮城総合支所 保健福祉課 精神障害者家族教室 精神障害者を抱える家族を対象とした教室

を開催し、正しい知識や社会資源の情報提

供等を行うとともに、家族間の交流の場を

設けます。（年6回：7月～12月）

年6回。延べ参加者：40名 新規参加者が数名いたが、長年参加してい

る家族からのサポーティブなかかわりもあ

り、障害やかかわり方の理解促進につな

がった。

心の健康に関する適切な理解

の促進、相談窓口の周知

ホームページやリーフレット

等の情報提供ツールを活用し

た、市民向けの心の健康に関

する適切な理解の促進や相談

窓口の周知

健康福祉局

各区

精神障害者家族教室（精神障

害・精神疾患に関する理解促

進）の実施

精神障害・精神疾患のある方

の家族を対象とした、心理教

育の手法を用いた精神障害・

精神疾患に対する適切な理解

の促進、支援制度や相談機関

の周知

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 4

宮城野区 障害高齢課 精神保健家族教室 心の病気を持つ方の家族を対象とし、病気

や福祉制度についての勉強や家族間の交流

を行う集いの場です。

年12回実施。 新規参加者を定着するため工夫を行ってい

く。

方向性1 4

若林区 障害高齢課 精神障害者家族交流会 精神疾患に関する正しい知識の普及を図り

ます。

年10回(4月、5月、6月、7月、9月、10

月、11月、12月、1月、2月)開催し、延べ

49人が参加。

参加者が固定化しており、新規の参加者が

増えない状況。積極的な周知を行い、一定

の参加者を集めていく必要あり。

方向性1 4

太白区 障害高齢課 精神保健家族教室（①おしゃ

べりサロン・②家族勉強会）

精神障害者の家族を支援するために、居場

所としての“サロン”と、知識・情報提供の

場としての“勉強会”をそれぞれ行ってい

る。

11回実施。25名、延べ89名が参加 講師を招いた勉強会の回には参加人数が多

い。サロンは少人数でゆっくり話し合いが

できた。

方向性1 4

泉区 障害高齢課 精神障害者家族教室 精神障害者の家族を対象に家族教室を実

施。精神科医の講演や，家族同士の対話を

通して精神疾患に関する理解を深める。

年8回実施。実数38名、延べ数91名。 前年度より参加者は少なかった。参加者の

声より、制度やサービスについて正しい情

報を知りたいというニーズが高い。また、

男性参加者のみで語る場のニーズはある

が、本事業では女性参加者が圧倒的に多い

ため、参加が遠のいている男性もいるよう

である。

方向性1 5

健康福祉局 障害者支援課 東日本大震災に関する相談窓

口等に係る啓発活動の実施

東日本大震災に伴う生活再建や心身の健康

問題に関する相談機関、心身のストレスの

ケアに関する対応についての啓発活動の実

施

各種相談会などの周知については部内や各

区に案内チラシ等の設置を年間を通して

行った。

各区において適切に啓発活動を行い広く市

民の方に周知することができた。

方向性1 5

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

東日本大震災に関する相談窓

口等に係る啓発活動の実施

東日本大震災に伴う生活再建や心身の健康

問題に関する相談機関、心身のストレスの

ケアに関する対応についての啓発活動の実

施

震災に関連する相談機関や震災後の心のケ

アに関する情報を載せたパンフレット類を

相談窓口等で配布している。

相談窓口一覧に震災に関する相談機関を入

れていることで、より多くの人に情報を周

知できました。引き続き継続する必要があ

る。

方向性1 5

青葉区 家庭健康課 相談機関の周知 相談機関のリーフレットを窓口に設置。 相談機関のリーフレットを窓口に設置。 引き続き、必要な方が情報を入手できるよ

う、常時設置していく。

方向性1 5

青葉区 障害高齢課 こころの健康に関する相談窓

口等の紹介

心の健康に関する情報等の案内を行う。

個別支援の中で必要時心の相談などの相談

窓口を周知する。

22回実施。相談件数(延)47件。 例年通り啓発することができた。

方向性1 5

宮城総合支所 保健福祉課 ほっこりほこほこ通信 東日本大震災における被災者を対象に、健

康に関する情報を掲載したお便りを送付し

ます。（年3回：5月、8月、12月）

年3回（5、8、12月）発行。延494世帯に

送付。

内容に対しての反応は乏しいが、ほっこり

健康教室の新規参加者もあり、健康教室の

案内ツールとしては有効。

方向性1 5

宮城野区 家庭健康課 被災地域におけるこころの健

康に関するリーフレット配布

震災ストレスと心のケアに関する普及啓発

および相談先の周知を図るため、津波被害

の大きかった浸水地域の世帯に対し、9月

と3月にリーフレットを全戸配布します。

浸水地域の世帯に対し、9月は睡眠につい

てのリーフレット280部・3月はアルコー

ルと相談窓口の案内についてのリーフレッ

トを290部配布。

浸水地域へのリーフレット全戸配布は継続

して実施していく。県調査の結果や町内会

長等地域からの聞き取りを行いながら、配

布リーフレットの内容を選定していく必要

がある。

方向性1 5

宮城野区 障害高齢課 心理講話

(被災者の心のケア支援事業)

地域包括支援センターの依頼の元、高齢者

の多い被災地において心の健康づくりを

テーマに心理講話を実施します。

年2回実施（9月と12月） 例年通り実施することができた。

精神障害者家族教室（精神障

害・精神疾患に関する理解促

進）の実施

精神障害・精神疾患のある方

の家族を対象とした、心理教

育の手法を用いた精神障害・

精神疾患に対する適切な理解

の促進、支援制度や相談機関

の周知

健康福祉局

各区

東日本大震災に関する相談窓

口等に係る啓発活動の実施

東日本大震災に伴う心身の健

康問題や生活再建に関する相

談機関の周知、心身のストレ

スのケアに関する対応につい

ての啓発活動の実施

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 5

若林区 家庭健康課 被災者支援における相談機関

の周知

浸水地域、防災集団移転団地への戸別訪問

を実施し、健康支援と併せて相談機関一覧

を配布し、周知を図ります。

防災集団移転地４ブロック（六郷・七郷浸

水調査実施地域以外）を全戸訪問（275世

帯）行い、アンケートによる聞き取りと地

域への結果のフィードバックを行った。

地域の課題や特性・住民の地域満足度や介

入必要ケースの拾い上げ等ができた。

方向性1 5

若林区 家庭健康課 被災者へのヘルスアップ通信

の配布

年間６回発行し復興公営住宅や関係機関に

配布。生活習慣病や健康づくりに関する啓

発と併せて、相談窓口の周知を図ります。

年間6回発行。2月号で自殺対策強化月間と

ゲートキーパーについて掲載し啓発。

例年並みに実施。

方向性1 5

若林区 障害高齢課 こころの健康に関する相談窓

口等の紹介

個別支援の中で必要時こころの相談などの

相談窓口を周知する。

個別支援の中で心の相談や医療への受診勧

奨を行った。

個々に応じた案内を行うことで、事業の内

容の理解を得ることができた。

方向性1 5

太白区 家庭健康課 被災地域におけるこころの健

康に関するリーフレット配布

復興公営住宅に暮らす高齢者等に対して、

健康支援と併せて相談機関一覧を配布し、

周知を図ります。

復興公営住宅在住の高齢者等に相談機関一

覧を536部配布した。

居住者の高齢化により、生活上の問題も変

化してきており、多くの世帯に周知でき

た。

方向性1 5

太白区 障害高齢課 こころの健康に関する相談窓

口等の紹介

心の健康に関する情報等の案内を行う。

個別支援の中で必要時心の相談などの相談

窓口を周知する。

災害復興住宅等の個別訪問の際に周知、情

報提供した。

個別訪問で気になる人に周知できた

方向性1 5

泉区 家庭健康課 被災者健康支援事業 年間6回、震災を理由に泉区内の民間賃貸

住宅等のみなし仮設等に居住している方を

対象に、健康づくりに関する情報や相談窓

口の周知を図っています。

健康づくりに関する情報や相談窓口につい

て、年6回（偶数月），計180部の資料を

配布した。

対象者数が減少したことにより、配布数も

減少した。今後は復興公営住宅（市営住

宅）での訪問支援の際にも啓発物を活用

し、より多くの方へ情報を周知していく。

方向性1 5

秋保総合支所 保健福祉課 こころの健康に関する相談窓

口等の紹介

心の健康に関する情報等の案内を行う。

個別支援の中で必要時心の相談などの相談

窓口を周知する。

対象となる案件がなかったため実施なし。 対象案件には適切に対応していく

方向性1 5

泉区 障害高齢課 こころの健康に関する相談窓

口等の紹介

心の健康に関する情報等の案内を行う。

個別支援の中で必要時心の相談などの相談

窓口を周知する。

年間を通じ実施。必要に応じて、個別支援

ケースに対しても、こころの健康相談など

の窓口を情報提供した。

例年通り、多くの人に対して相談窓口や心

身面のストレスケアに関する情報提供をす

ることができた。

方向性1 6

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

高齢者の心の健康に関する啓

発活動の実施

介護予防運動サポーター養成講座を活用し

た、高齢者の心の健康に関する適切な理解

の促進や相談窓口の周知

5区1総合支所で講座実施。講座内の1コマ

を利用して啓発。

地域の高齢者の通いの場を支えるサポー

ターに高齢者の心の健康について伝えるこ

とは重要であり、今後も継続していく。

方向性1 6

青葉区 家庭健康課 介護予防運動サポーター養成

講座・スキルアップ研修

介護予防運動サポーターの講座を活用し、

高齢者のこころの健康に関する啓発を行

う。

(No51に同じ）介護予防サポータースキル

アップ研修２回実施。延べ233人参加。ア

ンガ-マネジメントのミニ講話実施。

地域で高齢者の介護予防推進に尽力してく

れている多くのサポーターに心の健康づく

りについて啓発することができた。

方向性1 6

宮城総合支所 保健福祉課 介護予防自主グループ育成支

援事業

地域の高齢者の介護予防を目的として、介

護予防自主グループを育成・支援していま

す。介護予防自主グループは、介護予防に

とどまらず、社会参加の場や見守り合う体

制など広く「地域づくり」として大きな役

割をはたしています。

・サポーター養成研修の実施（修了者6

名）。

・サポータースキルアップ研修の実施（全

3回、延66名）。

・青葉区合同でのサポーターまつり（管内

12名）。

スキルアップ研修では、地域における介護

予防について考えてもらえるようグループ

ワークを実施したが、視野を広げることが

難しい参加者もいた。研修に不参加のグ

ループが一定数いることから、研修に対す

るニーズ把握が課題。

方向性1 6

宮城野区 家庭健康課 介護予防運動サポーター養成

講座・スキルアップ研修

地域で主体的に介護予防に取り組むサポー

ターの養成講座（6月）やスキルアップ講

座（9月）の場を活用し、高齢者の心の健

康に関する啓発や相談窓口について周知し

ます。

6月の介護予防運動サポーター養成講座で

高齢者の心の健康について啓発（33人参

加）。

これまで研修では、運動についての内容が

主であったが、地域の健康づくりの一役を

担ってもらえるよう、フレイル予防と関連

させ、高齢者のこころの健康づくりについ

ても啓発していく必要がある。

高齢者の心の健康に関する啓

発活動の実施

介護予防運動サポーター養成

講座を活用した、高齢者の心

の健康に関する適切な理解の

促進や相談窓口の周知

健康福祉局

各区

東日本大震災に関する相談窓

口等に係る啓発活動の実施

東日本大震災に伴う心身の健

康問題や生活再建に関する相

談機関の周知、心身のストレ

スのケアに関する対応につい

ての啓発活動の実施

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 6

若林区 家庭健康課 介護予防運度サポーター養成

講座・スキルアップ研修

介護予防運動サポーター養成講座におい

て、高齢者の心の健康に関する啓発を行っ

ています。

５～６月にかけて高齢者の心身の特徴につ

いての講話を行った。対象者実35名

自分自身だけではなく周囲への関心や声か

え等ゲートキーパー的な要素も含めた啓発

が実施できたが、踏み込んだ内容について

はできなかった。

方向性1 6

太白区 家庭健康課 介護予防運動サポーター養成

講座・スキルアップ研修

地域で主体的に介護予防に取り組むサポー

ターの養成講座やスキルアップ講座の場を

活用し、高齢者の心の健康に関する啓発を

行っています。

サポーター養成講座：５回　35名参加。ス

キルアップ講座：計7回　延３６２名参

加。

活動のバリエーションを広げ、参加者同士

の交流もできた。ベテランにとっては自己

効力感のアップにつながった。

方向性1 6

泉区 家庭健康課 介護予防運動サポート養成講

座・スキルアップ研修

地域で主体的に介護予防に取り組むサポー

ターの養成講座やスキルアップ講座の場を

活用し、高齢者の心の健康に関する啓発や

相談窓口について周知します。

・サポーター養成研修

　2クール実施（1クール５～７回）、実

35人、延175人、サポーター34人養成

・スキルアップ研修

5回実施。実156人、延218人

地域包括支援センターと連携し新たに4か

所自主グループを立ち上げた。サポーター

が参加しやすい日程や会場の確保が課題。

方向性1 6

秋保総合支所 保健福祉課 介護予防運動サポートスキル

アップ研修

地域で主体的に介護予防に取り組むサポー

ターのスキルアップ講座の場を活用し、高

齢者の心の健康に関する啓発や相談窓口に

ついて周知を行っています。

スキルアップ講座参加者延27名に周知 地域の支え手に情報の周知ができた。

方向性1 7

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

認知症に関する理解促進活動

の実施

講演会などによる、認知症に関する適切な

理解の促進や相談機関の周知

認知症ケアパス（全市版・個人版）を作成

し包括支援センターや病院、薬局等へ配

布。

認知症の正しい理解を普及するとともに、

認知症と診断された本人やその家族の不安

を和らげ、必要な相談機関につながるよう

さらなる周知を図る。

方向性1 7

青葉区 障害高齢課 認知症公開講座 専門的立場の方を講師に迎え理解を深める 年2回実施。第1回目8月グループホーム管

理者より「認知症の人との関わりについ

て」講話。36名参加。第2回目11月Drより

「認知症について」講話。43名参加。

認知症について広く周知する機会となり、

2回とも認知症についての知識を学べた

等、満足度も高かった。次年度も継続して

開催予定。

方向性1 7

宮城野区 障害高齢課 認知症高齢者家族ほっと一息

相談会

家族交流会や講演会などによる、認知症に

関する適切な理解の促進や相談機関の周知

年8回実施。内2回は講話 ピアカウンセリングの機能が果たせてい

る。参加者のニーズを事業に活かしてい

く。

方向性1 7

若林区 障害高齢課 認知症の介護講座と相談会 公益社団法人「認知症の人と家族の会」宮

城県支部と共催で、認知症サポート医によ

る講話および相談会を開催します。

年1回実施（10月）開催し、16名が参加。 区役所外での開催だったため、区役所まで

来ることが難しい地域の住民が参加、認知

症に対する適切な知識を提供できた。

方向性1 7

太白区 障害高齢課 区民協働街づくり事業

認知症と暮らす地域づくり事

業

認知症をテーマに地域での支え愛の大切さ

を理解することを目的に、平成２６年度か

ら開催。地域に包括支援センターと共催で

事業を開催し、医師の講話や寸劇、相談機

関の周知等を行っている。

①長町、②郡山、③富沢地区で実施。全部

で356人の地域住民が参加した。

3年前の事業実施では、地域の役員を中心

とした参加だったが、今回はより広く児童

が参加する取り組みなど、対象を広げ実施

した。

方向性1 7

泉区 障害高齢課 認知症サポーターステップ

アップ講座

認知症サポーターを対象にした研修の実

施。認知症に関する適切な理解の促進や、

サポーターが地域資源とつながり活動して

いくことを推進する。

ボランティア体験を含む全5回コースの講

座を区内2地区で実施。参加者数は各エリ

アで20名弱程。

両地区ともに貴重な人材を発掘、育成する

ことができた。支え合いに関心のある住民

が活動に結びつくように他地区での開催も

継続する必要あり。参加者の次年度のフォ

ローについては包括と共に検討していく。

方向性1 8

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

被災者向け介護予防・コミュ

ニティ形成事業

復興公営住宅の入居者等を対象に、運動教

室を通じて新たな交流の場を提供するとと

もに、身体能力の維持改善を図り、生活不

活発病や閉じこもりを予防します。

実施箇所数　4区7か所

運動教室実施回数　47回

参加者数　延781名

平成29年度と比較し、教室開催数に増減は

ないが、参加者数が大幅に増加している。

運動教室の実施を通してコミュニティの形

成と、活性化を図ることが出来ている。

高齢者の心の健康に関する啓

発活動の実施

介護予防運動サポーター養成

講座を活用した、高齢者の心

の健康に関する適切な理解の

促進や相談窓口の周知

健康福祉局

各区

認知症に関する理解促進活動

の実施

講演会等による、認知症に関

する適切な理解の促進や相談

機関の周知

健康福祉局

各区

被災者向け介護予防・コミュ

ニティ形成事業（閉じこもり

予防に関する啓発）の実施

復興公営住宅の入居者等を対

象とした、運動教室を通じた

新たな交流の場の提供、生活

不活発病や閉じこもりの予防

支援の実施

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 8

青葉区 家庭健康課 シニア世代の健康づくり講座 復興公営住宅等住民に対し、閉じこもり予

防・介護予防を目的に健康や運動を切り口

とした支援を提供します。

健康教育を1回実施(14人参加）。シニア世

代の健康づくり講座1コース（８回）実

施。

他区内に７か所ある復興住宅のサロン、運

動自主グループなどに出向き状況把握、支

援者支援を行った。

シニア世代の健康づくり講座では自主活動

が開始でき、被災者はじめ住宅住民の通い

の場ができた。

方向性1 8

宮城野区 家庭健康課 被災者健康教育 復興公営住宅等に暮らしている住民に対

し、閉じこもり予防・生活不活発病予防、

コミュニティ形成支援を目的に健康や運動

を切り口とした支援を提供します。

復興公営住宅4か所・浸水地域2か所・防災

集団移転地区1か所で運動教室を開催。区

参加時の参加延人数は482人。内3か所

は、運動教室終了後も自主的な活動を継続

している。

自主的な活動につながった運動教室もあっ

たが、既存町内会に比べ、コミュニティが

希薄化していたり、住民の高齢化等あり、

世話役が少ない状況にある。他の運動グ

ループの世話役や地域事業所から協力を得

る等、継続して運動教室を開催できる方法

を検討していく必要がある。

方向性1 8

若林区 家庭健康課 被災者向け介護予防・コミュ

ニティ形成事業

復興公営住宅や防災集団移転団地で暮らす

住民に対し、閉じこもり予防、生活不活発

病予防、コミュニティ形成支援を目的に、

健康、運動を切り口とした支援を提供しま

す。

中倉市営住宅にて６回　延べ98人 特に復興公営住宅の高齢化率が高く、キー

パーソンの発掘・育成が課題。また、支援

が長くなることで支援者への依存も強くな

り自主化が難しい所もある。

方向性1 8

太白区 家庭健康課 被災者向けコミュニティ形成

事業

復興公営住宅等に暮らしている住民に対

し、閉じこもり予防・生活不活発病予防、

コミュニティ形成支援を目的に閉じこもり

予防、孤立防止等のために運動や健康づく

りを切り口とした健康教室を自実施しま

す。

あすと長町、茂庭第2復興公営住宅で実

施。19回、322人参加。

運動を取り入れた教室を実施し、閉じこも

り予防、孤立防止及びコミュニティの形成

支援を実施することができた。

方向性1 8

泉区 家庭健康課 復興公営住宅交流支援事業 運動と交流を目的に活動しているグループ

が、主体的に継続して活動できるよう支援

しています。孤立しがちな男性被災者の交

流会を実施しています。

男性入居者交流事業として泉中央南市営住

宅に入居している男性を対象に、男の手習

い教室（そば打ち教室を9月に2回開催し実

6名　延8人が参加。料理教室を2月に1回

開催し実５名が参加）を開催した。

泉中央南・上谷刈地区連絡会を通じて集

まった関係機関や町内会と連携・協働し実

施した。周知にはチラシを使用し、そのチ

ラシを活用して継続支援の方だけでなく、

普段お会いできない方に訪問し、生活や健

康面の情報を収集することができた。この

事業は、今後も各機関と連携し、企画を検

討していく。

方向性1 9

健康福祉局 健康政策課 各種健康教育 地域や地区組織、関係団体、職域等と連携

をとりながら、健康づくり及び生活習慣病

等の疾病予防を目的として実施しています

161回、延べ3360人。 心身の健康の保持増進について啓発するこ

とができた。

方向性1 9

青葉区 家庭健康課 うつ病等の啓発 地域の住民や支援者に対して、うつ病等の

健康教育を実施しています。

No55と同じ。1回開催、12人参加。 参加者に睡眠とこころの健康についての理

解を促すことができた。

方向性1 9

宮城総合支所 保健福祉課 地区健康教育 地域住民や団体からの依頼に基づき、スト

レスやこころの健康に関する講話を行いま

す。

町内会等からの依頼に基づき，栄養，歯と

口の健康，生活習慣病予防等の健康教育を

実施（7件）

地区担当保健師が健康教育に同行し，地域

の方との顔の見える関係づくりを強化し

た。

方向性1 9

宮城野区 家庭健康課 健康生活講座 自分に合った健康づくりを実践する市民が

増えることを目的として健康生活講座を年

6回程度開催します。栄養・運動・休養等

生活習慣病の予防や心の健康づくりに関す

る内容の講座を実施します。

年5回開催し、延95名が参加。栄養・運

動・歯科についての内容を取り上げた。

これまで栄養・運動・歯科等の生活習慣病

予防を中心に取り上げてきたが、こころの

健康づくりについても取り上げ、普及啓発

を図っていく。

被災者向け介護予防・コミュ

ニティ形成事業（閉じこもり

予防に関する啓発）の実施

復興公営住宅の入居者等を対

象とした、運動教室を通じた

新たな交流の場の提供、生活

不活発病や閉じこもりの予防

支援の実施

健康福祉局

各区

地区健康教育（健康問題・健

康保持に関する理解促進）の

実施

地域住民・団体、企業等を対

象とした、自死の要因となり

得る健康問題や心身の健康保

持に関する適切な理解の促進

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 9

宮城野区 家庭健康課 働き盛り世代に対する健康情

報の発信

区内の理美容、タクシー事業所等（約80か

所）に対し、毎月、健康情報（リーフレッ

ト）を送付します。9月、3月に心の健康や

自死予防に関する情報提供を行います。

区内理美容店・タクシー事業所等計75か所

に送付。5月に睡眠について・2月にこころ

の健康についてのリーフレットを送付。

事業所1か所から相談あり、新規送付先が1

か所追加となった。今後も引き続き、啓発

に力を入れ、送付先を増やしていく。ま

た、保健福祉センター内の他課にも協力を

依頼し、他課の情報についても一緒に発信

していく。

方向性1 9

宮城野区 家庭健康課 地区健康まつりにおける健康

づくり啓発

10月に区内2か所の健康まつりにおいて、

主にストレス、睡眠、アルコール関連問題

に関するパネル展示・リーフレット等の配

付を実施し、心の健康に関する普及啓発を

図ります。

10月に岩切市民センターまつり・高砂市民

センターまつりでストレス・睡眠・アル

コール関連問題に関するパネル展示・リー

フレットを配布。岩切市民センターまつり

では190名、高砂市民センターまつりでは

200名の来場者があった。

引き続き、健康まつりを通してこころの健

康づくりについての普及啓発を図ってい

く。また、幅広い世代へ普及啓発行えるよ

う、まつり事務局とレイアウトについて検

討を行っていく。

方向性1 9

若林区 家庭健康課 市民まつりにおける啓発 区民まつりと同時に開催される「健康づく

りフェスティバル」や地域の市民センター

まつりにおいて、精神疾患や心の健康に関

する知識の普及啓発を図ります。

健康づくりフェスティバル参加者延1601

名。六郷保健センターまつり参加者延814

名。七郷保健センター参加者延2135名。

健康づくりフェスティバルでは、こころの

健康づくりコーナーをなくし、運動に特化

した方向にシフトして実施したため、一般

の健康づくりの普及啓発の中で心の健康づ

くりについても啓発していく。

方向性1 9

若林区 家庭健康課 健康づくり寸劇による啓発 地域において「アルコールと心の健康につ

いて」をテーマとした寸劇を区民協働で上

演し、こころの健康に関する正しい知識の

普及啓発を図ります。

３月の自殺対策強化月間に合わせ、１回上

演

例年通り、依頼に応じて実施できた。

方向性1 9

太白区 家庭健康課 心の健康講座の開催 メンタルヘルスの意識の向上や知識の普及

を図るため、心の健康に関する講座を開催

します。

2回延161名参加。 参加者は身体をリラックスさせることがこ

ころのリラックスにつながることを理解で

きた。1回は衛生課と協働し理美容講習会

で実施したことにより、ゲートキーパーの

理解を深める機会となった。

方向性1 9

秋保総合支所 保健福祉課 市民向け講座による啓発 市民向けにこころの健康に関する講演を実

施する。

年1回実施(1月)　。23名参加した。 ストレス対処の基本が周知できた。

方向性1 9

泉区 家庭健康課 地域健康教育 地域住民や地域の活動団体に対し、心の健

康づくりに関する講座を実施しています。

10月に泉警察署の職員63人にストレス解

消に関する講話を健康増進センターと共に

実施した。

今年度は心の健康づくりに関する講座は1

度のみであった。令和元年度は、地域から

の依頼のほか、他事業において啓発し、あ

らゆる方へ心の健康づくりに関する情報を

啓発する。

方向性1 10

健康福祉局 健康政策課 喫煙や薬物乱用に関する啓発

活動

市立小中学校を対象とした、喫煙や薬物に

よる健康への影響に関する適切な理解の促

進

21校・1,618人

※ 学校における健康教育として実施してい

る講話・研修として把握した数。

思春期の男女及びその保護者に対し、新進

の健康やその発達について、正しい知識の

普及・啓発を行うことができた。

方向性1 10

青葉区 家庭健康課 喫煙(薬物乱用)防止教育 喫煙や薬物の健康影響について正しい知識

の普及啓発を行い、希望のあった小中学校

で喫煙防止教育を行っています。

実施０件。 健康教育について周知していく必要があ

る。

方向性1 10

宮城総合支所 保健福祉課 喫煙防止教育 学校からの依頼に基づき、喫煙と健康の関

連等について普及啓発を行います。

実施なし 学校からの依頼に基づき実施していく。

地区健康教育（健康問題・健

康保持に関する理解促進）の

実施

地域住民・団体、企業等を対

象とした、自死の要因となり

得る健康問題や心身の健康保

持に関する適切な理解の促進

健康福祉局

各区

喫煙や薬物乱用に関する啓発

活動

市立小中学校を対象とした、

喫煙や薬物による健康への影

響に関する適切な理解の促進

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 10

宮城野区 家庭健康課 喫煙(薬物乱用)防止教育 喫煙や薬物の健康影響について正しい知識

の普及啓発を行い、希望のあった小中学校

で喫煙防止教育を行っています。

実施なし 学校保健委員会等、学校・児童館との関係

づくりを行いながら、喫煙防止教育に対す

るニーズ把握を行っていく必要があると感

じている。

方向性1 10

若林区 家庭健康課 喫煙(薬物乱用)防止教育 喫煙や薬物の健康影響について正しい知識

の普及啓発を行い、希望のあった小中学校

で喫煙防止教育を行っています。

５校（小学校３、中学校２）合計509名に

実施

学校からの依頼に合わせて実施し、喫煙に

ついてだけでなく薬物乱用防止の内容も併

せて実施することができた。

方向性1 10

太白区 家庭健康課 喫煙(薬物乱用)防止教育・パ

ネル展等による啓発

喫煙や薬物の健康影響について正しい知識

の普及啓発を行い、希望のあった小中学校

で喫煙防止教育を行っています。ララガー

デンや区役所ロビーでのパネル展やリーフ

レットの配布。母子保健係と連携して乳幼

児健診での啓発。

児童館での防煙教育７か所。大学での防煙

教育２回。大学文化祭でのブース設置のよ

る啓発。

ララガーデンでのパネル展を実施し、リー

フレットを配布101枚した。また、区役所

でもパネル展を実施し、リーフレット53枚

配布するなどの、啓発を実施した。児童館

での防煙教育7か所で実施し340人参加。

大学での防煙教育は2回実施し、延235人

参加。小学校は3か所で実施し227人参

加。

大学の健康教育ではたばこの害を知り、

吸ってみたいという関心が薄れたとの学生

のアンケートの感想もあり、ライフサイク

ルの時期を絞った防煙教育も重要と感じま

した。今後も専門学校などに働きかけてい

きたい。

方向性1 10

秋保総合支所 保健福祉課 薬物乱用防止の啓発活動 健康のつどいにて、薬物乱用防止リーフ

レット等の設置による薬の正しい知識の普

及啓発を行っている。

健康づくりイベント、地区まつり等でリー

フレット設置

幅広い住民への周知となっている。

方向性1 10

泉区 家庭健康課 防煙教育 小学生を対象にたばこの害について、全児

童館・センターにおいて3年間で一巡する

よう計画し実施しています。

区内7児童館・児童センターで主に夏休み

期間に実施。参加児童数実数366名。

児童の反応は良好でたばこの知識の習得及

び吸わないという意識付けができた。加熱

式たばこ等新型たばこの最新情報をも情報

提供。地域や学校との連携が課題。

方向性1 11

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

自殺未遂者等ハイリスク者向

け普及啓発リーフレット

自殺未遂をした人等に対して、相談機関・

窓口を周知するリーフレットを作成し、消

防、医療機関、相談支援機関等を通じて、

配布しています。

自殺未遂をした人等のハイリスク者に対し

て、相談機関の1つとして、こころの絆セ

ンターを紹介するリーフレットを作成し、

市内の各交番・駐在所（56か所）、消防署

（6か所）、救急告示病院（27か所）に

500枚配布した。

リーフレットを見て、電話相談に繋がるハ

イリスク者もおり、リーフレットの配布は

有効です。今後も、ハイリスク者支援の1

つとして、リーフレットの作成と配布を継

続する必要がある。

方向性1 11

市立病院 総合サポートセ

ンター

自殺未遂者に対して相談先に

関するパンフレットの配布

自殺企図・自傷行為で当院救命救急セン

ターを受診した患者に対して、相談支援を

行い、必要に応じて相談機関等のパンフ

レットを配布します。

精神科医師や精神医療相談室が介入した場

合、必要に応じて相談機関一覧のパンフ

レットを配布した。

精神科医師や精神医療相談室が介入しない

場合でも、必要な方にはパンフレットを配

布できるようにする。

方向性1 12

子供未来局 子供保健福祉課 子育てサポートブックを活用

した啓発

子育て世代を対象に、出産や育児、各種相

談窓口など、子育てに関する情報を集めた

冊子（子育てサポートブック）を活用し

た、相談窓口その他各種支援情報の周知

年間を通し各区家庭健康課及び総合支所保

健福祉課で母子健康手帳交付時に配布し

た。

本市で実施している様々な子育て情報を周

知することができた。

方向性1 12

青葉区 家庭健康課 子育て支援に関する情報提供 子育てサポートブックの配布及び幼児健康

診査・教室等において、相談窓口等その他

各種支援情報の周知を行っています。

母子手帳交付時に配布し啓発：1612件。

他、転入時幼児のいる世帯に配布。

配布時にそれぞれ必要な項目について説

明。また、母子手帳交付時に必要時産後う

つについて伝え、啓発につなげている。

方向性1 12

宮城総合支所 保健福祉課 子育て支援に関する情報提供 子育てサポートブックの配布及び幼児健康

診査・教室等において、相談窓口等その他

各種支援情報の周知を行っています。

子育てサポートブック及びその他リーフ

レット等をを母子手帳交付時等に配布して

いる。

母子手帳交付の機会を活用し、相談先を広

く周知することができている。

自殺未遂により救急搬送され

た方の心情を踏まえた、相談

機関・窓口の利用を促すリー

フレットの作成及び配布

健康福祉局

市立病院

子育てサポートブックを活用

した啓発

子育て世代を対象とした、出

産や育児、各種相談窓口等、

子育てに関する情報を集めた

冊子（子育てサポートブッ

ク）の活用による、相談窓口

その他各種支援情報の周知

喫煙や薬物乱用に関する啓発

活動

市立小中学校を対象とした、

喫煙や薬物による健康への影

響に関する適切な理解の促進

健康福祉局

各区

自殺未遂者等ハイリスク者向

けリーフレットによる啓発

子供未来局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 12

宮城野区 家庭健康課 子育て支援に関する情報提供 子育てサポートブックの配布及び幼児健康

診査・教室等において相談窓口等その他各

種支援情報の周知を行います。

年間を通じ以下の件数を配布。

・妊娠届出：1.772件

・妊婦転入届出：101件

・乳幼児転入届出：540件

妊船届出や転入手続等の機会を利用して周

知することが出来た。

方向性1 12

若林区 家庭健康課 子育て支援に関する情報提供 子育てサポートブックの配布及び幼児健康

診査・教室等において相談窓口等その他各

種支援情報の周知を行っています。

子育てサポートブックを母子健康手帳交付

時1,272名、転入妊婦・乳幼児366名へ配

布。

区内の子育て情報ブック（わっぴー）を

4,500部作成し配布。

子育てに必要な情報を集め情報提供するこ

とができた。

方向性1 12

太白区 家庭健康課 子育て支援に関する情報提供 子育てサポートブックの配布及び幼児健康

診査・教室等において相談窓口等その他各

種支援情報の周知を行っています。

窓口相談及び幼児健康診査・教室等で周知

した。

子育て支援に関する情報提供を必要な方へ

周知できた。

方向性1 12

秋保総合支所 保健福祉課 子育て支援に関する情報提供 子育てサポートブックの配布及び幼児健康

診査・教室等において相談窓口等その他各

種支援情報の周知を行っています。

母子保健事業対象に配布 定期的な情報提供になっている。

方向性1 12

泉区 家庭健康課 子育て支援に関する情報提供 子育てサポートブックの配布及び幼児健康

診査・教室等において相談窓口等その他各

種支援情報の周知を行っています。

子育てサポートブックは、母子健康手帳交

付や転入手続きの際に配布。他の情報は、

幼児健診等でそれぞれの時期に必要な情報

の周知を行った。

時期に合わせて必要な情報を周知すること

が出来ており、今後も継続していく。

方向性1 13

子供未来局 子供保健福祉課 健全母性育成事業による啓発

活動

助産師や保健師の学校訪問による、授業の

一環としての思春期のこころと身体の発達

や生命の誕生等に関する健康教育の実施

18校、生徒2,011人、保護者75人 アンケートから思春期のこころとからだの

変化や命の大切さについて学べたと感想が

聞かれている。

方向性1 13

青葉区 家庭健康課 健全母性育成事業 助産師や保健師が学校に出向き、授業の一

環として、生命の誕生や思春期のこころと

身体の発達及び健康管理等についての健康

教育を実施しています。

市内中学校（1校）にて、204名に思春期

のこころとからだの発達や生命の誕生等に

関する健康教育を実施。

生徒のアンケートは、命の大切さを感じ

取ったものだった。生命や性に関して正し

い知識が必要な時期であり専門家からの情

報を伝える機会は有用である。

方向性1 13

宮城総合支所 保健福祉課 健全母性育成事業 助産師や保健師が学校に出向き、授業の一

環として、生命の誕生や思春期のこころと

身体の発達及び健康管理等についての健康

教育を実施する。

思春期健康教育実績：小学校1校、参加児

童6名。

学校保健・地域保健連絡会議（思春期保健

分野）：参加機関数：教育機関12校、医療

機関2か所。

思春期健康教育については学校からの依頼

に基づくため計画的な実施は難しいが、管

内学校や産科医療機関の連絡会を通じて連

携強化を図ることができている。

方向性1 13

宮城野区 家庭健康課 健全母性育成事業 助産師や保健師が学校に出向き、授業の一

環として、生命の誕生や思春期のこころと

身体の発達及び健康管理等についての健康

教育を実施する。

・助産師会委託に同行し講話

　中学校２校：計２７４名参加

・管理課家庭健康課共催

　高校１部２部：計６８名参加

３０年度は、新たに１校依頼有。高校生へ

の健康教育では、自分の将来について考え

ることが難しい者もおり、より早い段階で

の教育機会が必要。

方向性1 13

若林区 家庭健康課 健全母性育成事業 助産師や保健師が学校に出向き、授業の一

環として、生命の誕生や思春期のこころと

身体の発達及び健康管理等についての健康

教育を実施する。

7校　延べ727名へ実施 講話に対する生徒の反応は良く、アンケー

ト結果でも命の大切さについて実感した内

容のものが多かった。

方向性1 13

太白区 家庭健康課 健全母性育成事業 助産師や保健師が学校に出向き、授業の一

環として、生命の誕生や思春期のこころと

身体の発達及び健康管理等についての健康

教育を実施する。また、児童自立支援施設

と共催で思春期教育を行っています。

中学校等において3回実施し、264名参

加。

命の大切さ、思春期のこころとからだの発

達等を周知できた。

子育てサポートブックを活用

した啓発

子育て世代を対象とした、出

産や育児、各種相談窓口等、

子育てに関する情報を集めた

冊子（子育てサポートブッ

ク）の活用による、相談窓口

その他各種支援情報の周知

子供未来局

各区

健全母性育成事業による啓発

活動の実施

助産師や保健師の学校訪問に

よる、思春期のこころとから

だの発達や生命の誕生等に関

する健康教育の実施

子供未来局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 13

泉区 家庭健康課 健全母性育成事業 助産師や保健師が学校に出向き、授業の一

環として、生命の誕生や思春期のこころと

身体の発達及び健康管理等について健康教

育を実施する。

3回実施。

参加者数

　生徒243人　保護者55人

生徒の感想から自分や他者の命の大切さを

実感したと評価。学校等と情報共有し健康

教育を継続していく。

方向性1 13

秋保総合支所 保健福祉課 健全母性育成事業 助産師や保健師が学校に出向き、授業の一

環として、生命の誕生や思春期のこころと

身体の発達及び健康管理等についての健康

教育を実施する。また、児童自立支援施設

と共催で思春期教育を行っています。

依頼なく平成30年度の実施なし 地域の実情に応じ適切に実施してまいりた

い

方向性1 14

人権に関する啓発活動の実施 プロスポーツ組織と連携した

スポーツイベントによる、人

権に関する適切な理解の促進

と人権相談窓口の周知

市民局 市民局 区政課 人権啓発と相談窓口の周知 プロスポーツ組織と連携して人権擁護に関

する内容を含んだスポーツイベントを開催

し、人権啓発及び人権相談窓口の周知を行

います。

平成30年5月23日(水)東北楽天ゴールデン

イーグルス公式戦（観客数25,376人）に

おいて、啓発ブースの設置、スタジアム内

ビジョンへの広告掲出を実施した。

球場へ来場した幅広い年齢層の方々に人権

相談窓口を周知することができた。

方向性1 15

多様な性のあり方についての

啓発活動の実施

ホームページ等を活用した、

多様な性のあり方に関する適

切な理解の促進や啓発活動の

実施

市民局 市民局 男女共同参画課 多様な性のあり方についての

理解の促進

多様な性のあり方についての理解促進のた

め、仙台市ホームページ等による周知啓発

を行います。

市民協働事業提案制度を活用した「にじい

ろ協働事業」において、市民団体と協働で

啓発イベントや理解促進に向けた広報紙の

作成を行い、市ホームページにおいて広く

PRを行った。

市民団体の持つノウハウを活かし、多様な

性のあり方について効果的な啓発を行うこ

とができた。

方向性1 16

健康福祉局 障害企画課 ココロン・カフェ 障害のある人もない人も暮らしやすい社会

の実現を目指し、誰もが参加できるワーク

ショップを開催し、各回ごとに設定した

テーマについて話し合い、障害理解の促進

を図ります。

年6回開催し、延べ102人が参加した。 参加者が縮小及び固定化している傾向が課

題となっている。

方向性1 16

健康福祉局 障害企画課 市民協働啓発イベントTAP 障害のある人もない人も参加できるワーク

ショップ等を開催し、表現活動を通した交

流を行いながら障害理解促進・障害者差別

解消の促進を図ります。

・市民協働による啓発事業「TAP3」を開

催。年間5回、延べ650人参加。

・商業施設やオープンスペースでの開催に

より、普段障害のある方と関わりの少ない

市民に対してのアピールができた。特に、

家族連れ、子どもの参加が多く、訴求対象

が想定以上に広がっている。

方向性1 16

健康福祉局 障害企画課 障害者差別解消条例 平成28年4月の差別解消法の施行に合わ

せ、障害のある人もない人も暮らしやすい

社会の実現を目指し仙台市独自の条例を制

定し、その周知に取り組みます。

差別解消法の施行と同時期の平成28年4月

に仙台市独自条例を制定後、障害者差別解

消に関する各種啓発事業や研修等の実施を

通して、条例に掲げる理念の浸透・理解促

進に取り組んだ。

引き続き障害者差別解消関連事業や障害者

差別解消相談等の取り組みを進める。

方向性1 16

健康福祉局 障害者支援課 精神障害者地域社会交流促進

事業（スピーカーズビュー

ロー）

精神障害者自身が自らの疾病体験を語るこ

と（スピーカーズビューロー）で、精神障

害者に対する偏見の是正や無関心の払拭を

目指す活動を行っています。

年間26回開催し、延1,395名の聴講者へ向

けて講演を行った。

開催回数は前年度と変わらなかったもの

の、開催場所は固定化されてきており、新

規開拓も必要である。

方向性1 17

障害者就労促進事業による障

害者の就労環境についての理

解促進

「障害者雇用促進セミナー」

や「障害のある方の雇用促進

フォーラム」による障害のあ

る方の安定した雇用に向けた

就労環境についての理解促進

健康福祉局 健康福祉局 障害企画課 障害者職業能力開発促進 障害者の安定した雇用が実現される就労環

境づくりを目的に、障害者雇用促進セミ

ナーや障害のある方の雇用促進フォーラム

を実施する。

雇用促進セミナーを年3回開催し計196名

が参加した。障害のある方の雇用促進

フォーラムを1回開催し108名が参加し

た。

雇用促進セミナー・雇用促進フォーラムを

通じた障害理解のある就労環境づくりに努

めていく。

健康福祉局

健全母性育成事業による啓発

活動の実施

助産師や保健師の学校訪問に

よる、思春期のこころとから

だの発達や生命の誕生等に関

する健康教育の実施

子供未来局

各区

障害者差別解消関連事業の実

施

障害理解のための啓発事業

「ココロン・カフェ」や市民

協働啓発イベント「ＴＡＰ

（Together Action

Project）」等による障害理解

の促進
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 18

ＳＮＳを活用した相談窓口の

設置やその普及の検討

勤務問題や経済・生活問題等

の解消・解決に向けた、ＳＮ

Ｓ活用による相談窓口の開設

及びその普及の検討

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 SNSを活用した相談窓口の設

置やその普及の検討

勤務問題や経済・生活問題等の解消・解決

に向けたSNS活用による相談窓口の開設及

びその普及の検討

令和元年度からの実施に向け、先進地の事

例や厚生労働省が行ったモデル事業につい

て、情報収集を行った。

対象者への効果的な周知や適切な相談体制

について検討を行った。

方向性1 19

大学生向けの自死に関する適

切な理解の普及啓発

福祉・看護系の大学生を中心

に作成した啓発用グッズ（ク

リアファイル等）を用いた、

身近な学生が仲間の立場から

他の学生に向けて行う啓発活

動や、自死の予防に関するパ

ネル展示による啓発活動の実

施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

若年層を対象とした普及啓発

活動事業

市内周辺の福祉・看護系の大学生を中心と

したボランティアサークルによる、ピアエ

デュケーションによる啓発活動や検討会を

実施します。また、大学図書館で、自殺対

策に係る著書やパネルの展示による啓発活

動を実施します。

・大学生を中心としたボランティアサーク

ル「はあとケアサークル　YELL」の検討会

を年12回（延参加人数57名）実施し、若

年層向けの普及啓発活動の内容を話し合っ

た。

・「はあとケアサークル　YELL」のメン

バーが、市内近郊の大学で、こころの健康

についての啓発活動を５回、281名に対し

て実施した。

・大学図書館で自殺対策に係る著書やパネ

ルの展示を１大学で実施した。

大学生の意見を反映した普及啓発を実施す

ることで、こころの健康についての知識を

広めることができました。福祉や看護系の

大学に限らず、活動や対象を広げた普及啓

発を実施する必要がある。

方向性1 20

ホームページ等を活用した相

談窓口の周知

ホームページ等を活用した、

自殺未遂者等ハイリスク者を

含めた市民向けの自死に関連

する様々な困りごとや悩みに

ついての相談機関の周知

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

自殺対策に関するホームペー

ジの作成

自殺対策事業に関する情報提供を行いま

す。

ホームページで、自殺予防対策に関する事

業や、相談窓口の周知を図った。

自殺対策に関する事業や相談窓口を、ホー

ムページを活用し周知することは、市民に

とって効果的であると考える。

方向性1 21

仙台市自殺対策推進センター

（仙台市こころの絆セン

ター）のリーフレット等によ

る啓発

自殺未遂者等ハイリスク者に

対する電話相談窓口に関する

リーフレット等の作成及び配

布

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

仙台市こころの絆センター電

話相談

相談機関窓口を周知するリーフレットを作

成し、区役所等を通じて配布しています。

若年層や自殺未遂者等ハイリスク者等、対

象に応じた複数のリーフレットやチラシを

作成し、区役所や消防、交番、大学等に配

布を依頼し、相談機関窓口等を周知した。

リーフレットやチラシで、相談窓口を周知

することは、悩みを抱えている市民にとっ

て効果的であると考える。

方向性1 22

アルコール・薬物問題に関す

る普及啓発活動の実施

主に高校生を対象とした、授

業形式によるアルコール・薬

物問題に関する適切な理解の

促進

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

アルコール・薬物問題の高校

生に対する啓発

市内の高校において、アルコール・薬物問

題に関する正しい理解を図る講義と依存症

の方からのメッセージ、ストレスを抱えた

際の対処法等の啓発を実施しています。

２校で、全4回、アルコールと薬物問題に

関する講話を自助グループと連携し、実施

した。

アルコールや薬物は危険であるということ

だけでなく、ストレスへの適切な対処法

や、セルフケアの必要性について伝える機

会になった。

方向性1 23

ひきこもりに関する理解促進

活動の実施

講演会等による、ひきこもり

に関する適切な理解の促進や

相談機関の周知

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

ひきこもりに関する講演会 市民のひきこもりに関する理解の促進を図

る講演会を実施しています。

平成30年5月12日講演会を実施し、247名

の参加があった。

【演題】ひきこもりからの回復-安全と安

心の先へつなぐ-

【講師】浜松市精神保健福祉センター　所

長　二宮貴志　氏

アンケート結果「新たにわかったことが

あった」との回答が多く、本講演会は参加

者にとってひきこもりについての理解を深

める機会となったと思われます。今後も市

民が参加しやすい日程や会場の工夫が求め

られる。

方向性1 24

発達障害者の家族教室・家族

サロン（発達障害に関する理

解促進）の実施

発達障害のある方の家族を対

象とした、ピアサポートの手

法を用いた発達障害に関する

適切な理解の促進、支援制度

や相談機関の周知

健康福祉局 健康福祉局 北部・南部発達

相談支援セン

ター

家族教室・家族サロン 当事者の家族同士が集う場を提供すること

により、ピアサポートや家族支援を行いま

す。

家族教室

　20回実施、延べ184名参加

家族サロン

　17回実施、延べ150名参加

障害児者の家族にとっての貴重な情報交換

の場や交流の場となっている。
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方向性1 25

地域支え合い活動推進のため

の講演会の実施

市民を対象とした、講演会等

による、高齢者が住み慣れた

地域で暮らし続けるための住

民同士の支え合い活動に関す

る機運の醸成

健康福祉局 健康福祉局 高齢企画課 地域における支え合い体制づ

くり推進

地域における様々な主体による支え合い体

制づくりを推進するため、区単位及び市全

域で、市民を対象とした研修会等を開催

し、機運の醸成を図ります。

区単位及び市全域で、市民を対象とした研

修会等を開催した。

地域における支えあいの機運醸成を進める

ことができた。

方向性1 26

高齢者虐待防止に関する啓発 介護サービス事業者等を対象

とした、高齢者虐待防止等に

ついての集団指導の実施

健康福祉局 健康福祉局 介護事業支援課 介護サービス事業者集団指導 介護サービス事業者等に対して、前年度の

実地指導の結果等を参考に、高齢者虐待防

止、身体拘束廃止に係る取り組み状況等に

ついて集団指導を実施する。

平成30年5月~6月に全9回開催

参加数：施設サービス　約600

　　　　居宅サービス 約1,200

例年通り、大半の事業所が参加している集

団指導の場において、高齢者虐待防止に係

る指導を実施することができた。

方向性1 27

企業向けの健康づくり推進の

取組み

各健康保険組合等の保険者や

商工会議所等と連携した、健

康づくりに関する普及啓発活

動の実施

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 相談窓口の周知・啓発 (仮)せんだい健康づくり推進会議を通じ

て、働き盛り世代に向けた周知・啓発を行

います

会議は開催できなかったが、希望のあった

一部の会議構成団体に対しリーフレットを

配布、団体の各種イベント等を通じ市民に

配布。

・誰かに話してみませんか？」リーフレッ

ト（1,100枚）（再掲）

各構成団体の窓口や、各種イベント等をを

通じ、様々な層の市民に相談先を周知する

ことができた。（再掲）

方向性1 28

宮城労働局等の外部相談支援

機関の利用促進に向けた周知

事業所へのメンタルヘルス向

上のための情報提供と、従業

員数が少ない事業所を対象と

した、勤務問題等に係る外部

相談支援機関の利用を促すた

めの周知

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 宮城労働局等との連携 宮城労働局の所管する事業の周知や、宮城

県地域両立支援推進チームへ参画していま

す

（仮）せんだい健康づくり推進会議を開催

出来なかったため、会議の構成団体である

宮城労働局や宮城県地域両立支援推進セン

ターと連携する機会がなく、周知・参画に

は至らなかった。

（仮）せんだい健康づくり推進会議を開催

し、各関係団体との連携体制を作る必要が

ある。

方向性1 29

がん予防に関する普及啓発活

動の実施

企業等と連携した、がん予防

に関する理解の促進やがん検

診の受診率向上に向けた啓発

活動の実施

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 がん予防啓発 企業等と連携し、がん予防の啓発や受診率

向上に向けた取り組みを行っています。ま

た、ピンクリボン仙台推進委員会において

啓発活動を行っています

協定締結企業による市民健診の啓発（ポス

ター381枚、申込案内7,188枚）

ピンクリボン仙台推進委員会で講演会を実

施（10月）し、約90名参加した。

被扶養者や働き盛り世代に対し啓発できる

機会であることから、協定締結企業に対

し、引き続き啓発の協力依頼を行う。

ピンクリボンの啓発活動は、引き続き推進

委員会で企画・実施する。

方向性1 30

市民医学講座の実施 市民を対象とした、様々な病

気に対する基礎的な予防法や

治療法、健康づくり等につい

ての普及啓発の実施

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 市民医学講座 様々な病気に対する基礎的な予防法や治療

法、健康づくりなどについて市民へ普及啓

発を行っています

12回開催し、延べ1,690人が参加した。 市民の関心の高いテーマを取り上げ、子ど

もからお年寄りまで幅広く医学に関する普

及啓発を行うことができた。

方向性1 31

薬物乱用防止に関する啓発活

動の実施

広く市民を対象とした、リー

フレットやホームページ等の

情報提供ツールによる、薬物

乱用に関する適切な理解の促

進

健康福祉局 健康福祉局 健康安全課 薬物乱用防止の啓発活動 区民まつり等のイベントにて、薬物乱用防

止リーフレット付きポケットティッシュの

配布やパネル展示・クイズ等による薬の正

しい知識の普及啓発を行っている。また、

ホームページで、薬物の正しい知識と乱用

防止について、普及啓発を図っている。

市内各区民まつりやＰＴＡフェスティバ

ル、薬物乱用防止・防煙キャンペーン等９

つのイベントに参加して、薬物乱用防止の

啓発を行った（年間を通して、リーフレッ

ト及び絆創膏を各約1,900枚配布した）。

仙台市薬剤師会や仙台地区薬物乱用防止指

導員協議会等各関係団体と連携して啓発活

動を行っている。今後も継続的に、より効

果的・効率的に啓発を行っていく。
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方向性1 32

いじめに関する市民向けの啓

発活動の実施

広く市民を対象とした、いじ

めの定義や社会全体でいじめ

防止に取り組むことの重要性

について理解を広めるための

様々な手法を用いた啓発活動

の実施

子供未来局 子供未来局 いじめ対策推進

室

いじめ防止のための周知・啓

発

いじめの定義や社会全体での取組みの重要

性について理解を広めるため、広く市民に

向けた広報啓発物（小冊子、リーフレット

等）の作成・配布や広告（新聞広告、地下

鉄広告等）の掲載を行う。

啓発チラシ2,000部を作成し、イベント等

で配布した。また、啓発ポスター1,000

部、懸垂幕・横断幕計8枚を作成した（令

和元年度に掲出）。

いじめの定義や社会全体での取組みの重要

性について、市民に周知を図った。今後、

様々な方策により、さらなる周知を図って

いく必要がある。

方向性1 33

いじめに関する相談支援の仕

組みづくりと相談窓口の周知

主に児童生徒や保護者を対象

とした、いじめに関する相談

支援の効果を高める仕組みづ

くりと、リーフレットやホー

ムページ等による相談窓口の

周知

子供未来局 子供未来局 いじめ対策推進

室

リーフレット「子どもたちの

笑顔のために」の配布や相談

支援の仕組みづくり

いじめの定義についての啓発やいじめに係

る相談窓口の周知を図るリーフレットを作

成し、児童生徒や保護者などに配布する。

また、相談支援の効果を高めるための仕組

みづくりを行う。

相談窓口リーフレット1.8万部を作成し、

イベント等で配布したほか、市立学校に配

布した。また、改訂版を10万部作成した

（平成31年4月に市立学校の全ての児童生

徒・保護者に配布するとともに、出先を含

めた庁舎及び市民利用施設において配架し

た）。

相談窓口について、児童生徒や保護者に周

知を図った。また、引き続き相談支援の仕

組みについて検討を進める。

方向性1 34

子どもの権利に関する意識啓

発

新中学生の保護者へのパンフ

レットの配布を通じた、思春

期の子どもたちの権利侵害の

防止及び健全育成に関する啓

発

子供未来局 子供未来局 総務課 パンフレット「子どもを見つ

めて」の配布

市内の新中学生の保護者に啓発パンフレッ

トを配布し、思春期の子どもたちの権利侵

害の防止及び健全育成を図る。

パンフレット「子どもを見つめて」を

12,000部作成し、市内の新中学生の保護

者へ各中学校を通じて配布した。

中学校の子どもを持つ保護者への意識啓発

を通じて、思春期を迎えた子どもたちの権

利侵害の防止及び健全育成を図ることがで

きた。

方向性1 35

児童虐待対応講演会の実施 子どもに関わる関係機関の職

員等を対象とした、児童虐待

防止や子どもの権利擁護につ

いての普及啓発の実施

子供未来局 子供未来局 子供家庭支援課 児童虐待対応講演会 主任児童委員、幼稚園・保育所・児童館職

員、学校関係者、行政職員、その他一般の

方々を対象に児童虐待防止に資する講演会

を年１回開催している。

日時：平成30年12月4日

場所：イズミティ21

テーマ：子どもの貧困と虐待～地域におけ

る支援を進めるために～

講師：子どもの虹情報研修センター研究部

長　川松亮

参加者数：253名

具体的な事例や参加者が実践に活かせる内

容が多く、児童虐待や子どもの貧困に対す

る対応力の向上につながった。

方向性1 36

中小企業の表彰制度の実施 地域貢献・社会的課題解決と

従業員のワーク・ライフ・バ

ランス推進等も含む魅力的な

職場環境づくりに優れた取組

みを行う中小企業の表彰

経済局 経済局 経済企画課 仙台「四方よし」企業大賞 社会的課題解決と魅力的な職場環境づくり

の優れた取組みを行う中小企業を表彰する

ことで、当該取組みを後押しするとともに

地域に波及させ啓発を図る。

表彰企業を決定し、啓発活動として、PRイ

ベント（3月、82名参加）開催、制度紹介

のリーフレット作成・配布（2,000部）等

を実施。

新たにPRイベント開催やリーフレット作

成・配布を実施し、制度の認知度を高める

ことができた。

方向性1 37

青葉区 家庭健康課 若い世代の健康づくり事業 区内専門学校において、メンタルヘルス健

康教育を学校と連携して実施しています。

区内の専門学校に訪問し、学生と教員に健

康づくりや相談窓口の情報提供を実施して

います。区内の専門学校に通う学生を対象

に、こころの健康の標語等の作品を募集し

ています。

専門学校訪問時に啓発を行う。健康教育と

しての実施はなし。専門学校の訪問件数は

26校中22校実施。標語等の作品は60点の

応募有。

専門学校側の課題としてメンタルヘルスの

問題は例年多いので、啓発は継続し、内容

によっては障害高齢課との連携も継続す

る。健康づくりの情報は授業等で活用して

いる学校がある。

方向性1 37

宮城野区 家庭健康課 専門学生を対象とした啓発 区内6校の専門学校を訪問し、学生を対象

とした健康づくりや相談窓口を掲載した

リーフレット、ティッシュ等の配布を実施

します。

区内４校の専門学校を訪問し、こころの健

康づくりに関する相談窓口等を掲載した

リーフレット・ティッシュを配布。

実習もあり授業がタイトなため、健康づく

りに対する優先順位や教職員の関心が低く

なっていると考えられる。学校訪問を行い

ながら、学校のニーズを聞き取りながら、

健康づくりについての普及啓発を継続して

いく。

学生・青年期層向けの心の健

康づくりや相談窓口の啓発

学生や青年期層を対象とし

た、心の健康に関する適切な

理解促進のための健康教育の

実施や相談窓口周知に関する

リーフレット配布

青葉区

宮城野区

太白区

泉区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）
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令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 37

太白区 家庭健康課 学生を対象とした啓発 管内の大学の新入生に対し，健康的な食生

活・歯と口の健康・防煙・心のケアについ

ての講話を実施しています。

大学で２回実施し235名参加。 大学では数年継続して実施しており、生活

習慣病予防と併せて実施した。

方向性1 37

泉区 家庭健康課 学生を対象とした啓発 ３月の自殺対策強化月間に、区内8校の専

門学校や大学を訪問し、学生を対象とした

心の健康づくりや相談窓口を掲載したリー

フレット、ティッシュ等の配布を依頼して

います。

3月の自殺対策強化月間に区内大学5校・専

門学校4校、のびすく泉中央に啓発絆創膏

を480部設置した。

重点対象である若年者に啓発することがで

きた。今後も同様に啓発していく。

方向性1 37

泉区 家庭健康課 青年期層を対象とした啓発 3月の春休み期間に青年期層の利用が多い

自動車学校を訪問し、青年期向けの心の健

康づくりや相談窓口を掲載したリーフレッ

ト、ティッシュ等の配布を依頼していま

す。

3月の自殺対策強化月間に、区内自動車学

校３校に啓発チラシ入りポケットティッ

シュを３００部設置した。

重点対象である若年者の利用が多い自動車

学校で啓発することができた。今後も同様

に啓発していく。

方向性1 38

道徳教育の充実 道徳教育を要とした、学校の

教育活動全体を通じた命を大

切にする心や思いやりの心の

醸成

教育局 教育局 教育指導課 道徳教育の充実 命を大切にする心や思いやりの心，善悪を

判断する力等を育むため，「特別の教科

道徳」を要として，学校の教育活動全体を

通じた道徳教育を実施します。

「命と心を守り育む」道徳教育の充実に向

け，小学校は，新学習指導要領に則した道

徳教育の全体計画，道徳科の授業の年間指

導計画の作成，中学校は，新学習指導要領

に則した道徳教育の全体計画，教科化を見

据えた道徳の授業改善等に取り組んだ。

小中学校ともに，「命と心を守り育む」道

徳教育を推進し，生命尊重の精神や公正，

公平な態度を育むための指導の充実が図ら

れた。

道徳教育に関する情報発信や命の大切さに

関する道徳の授業を公開することで地域や

保護者の理解が深まった。

方向性1 39

命を大切する教育の推進 全市立学校における「命を大

切にする教育」を通じた、い

じめ防止に関する理解の促進

教育局 教育局 教育指導課 命を大切にする教育への取組 市立学校全クラスにおいて「命を大切にす

る教育」につながる授業を，道徳科，特別

活動等を中心に，各校のカリキュラムデザ

インに位置付け，意図的・継続的に実施し

ます。

市立学校の年間指導計画の中に「命を大切

にする教育」の授業を位置付け，年間を通

じて事業推進に当たった。

市立学校の全学級において，「命を大切に

する教育」につながる授業を道徳科を中心

に実施することができた。各校においてカ

リキュラムマネジメントをさらに推進する

ことで，深まりが期待できる。

方向性1 40

教職員向け人権教育研修の実

施

教職員を対象とした、セク

シュアル・マイノリティ等、

多様性を認め合うための適切

な理解の促進

教育局 教育局 教育指導課 人権教育研修 教職員向けに、性的マイノリティに対する

正しい理解を深め、児童生徒が安心して学

校生活を送ることができる環境づくりにつ

いて研修を行います。

10月16日に教育センターにおいて，「人

権教育研修」を実施し，約50人が参加し

た。

ＬＧＢＴに対する正しい理解を広めること

ができた。さらに受講者が増えることで，

全市的に理解が深まっていくと考えられ

る。

方向性1 41

人権教育によるセクシュア

ル・マイノリティへの理解促

進

児童生徒を対象とした、人権

教育資料「みとめあう心」の

活用によるセクシュアル・マ

イノリティに対する適切な理

解の促進

教育局 教育局 教育指導課 人権教育資料「みとめあう

心」の活用

児童生徒が発達の段階に応じて、人権の意

義・内容や重要性について理解し、自分の

大切さとともに他の人の大切さ・多様性を

認めることができるように育成します。

市内の全小学５年生，中学１年生に人権教

育「みとめあう心」を配付し，年間を通し

て主に道徳科の教材として活用した。

各学校において，「みとめあう心」を年間

計画に位置付け，活用推進が図られてお

り，着実に効果を上げている。

方向性1 42

自分づくり教育の推進 全市立学校における「たくま

しく生きる力育成プログラ

ム」等を通じた、学習意欲や

社会性の向上、自立に必要な

態度や能力の育成

教育局 教育局 学びの連携推進

室

自分づくり教育の推進 自ら学ぶ意欲を持ち，人や社会との関わり

を大切にしながら，将来の社会的・職業的

自立に必要な態度や能力を育みます。

各学校悉皆で小学校3回，中学校2回の授業

研究会を実施し，実践の浸透を図った。平

成31年3月に「たくましく生きる力育成プ

ログラム」の授業プラン集を発行し，平成

31年度から使用できるように，全学級担任

に配付した。

授業プラン集の改訂に当たって，学級担任

に対し児童生徒の実態に合ったプランにつ

いて調査し，児童生徒の指導に生かせるも

のとなった。児童生徒の社会的自立に必要

となる知恵や態度を身に付ける上で，今後

も重要な事業と位置付けられる。

学生・青年期層向けの心の健

康づくりや相談窓口の啓発

学生や青年期層を対象とし

た、心の健康に関する適切な

理解促進のための健康教育の

実施や相談窓口周知に関する

リーフレット配布

青葉区

宮城野区

太白区

泉区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性
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資料２－2 令和元年９月１１日

方向性1 43

いじめ防止「きずな」サミッ

トの開催

全市立小中学校・中等教育学

校の児童生徒による意見交

換・グループワークを通じ

た、いじめ防止に向けた機運

醸成

教育局 教育局 教育相談課 いじめ防止「きずな」サミッ

トの開催

全市立小・中・中等教育学校の代表が一同

に会し，児童生徒が意見交換を行い，いじ

め防止に向けた機運を醸成します。

12月に実施

全市立小・中学校代表184名参加

全体への授業を通していじめを生まない人

間関係づくりを考えさせることができた。

方向性1 44

いじめ防止「きずな」キャン

ペーンの実施

全市立学校における命の大切

さやいじめについて考える授

業を通した、命を大切にする

心と思いやりを大切にする心

の醸成

教育局 教育局 教育相談課 いじめ防止「きずな」キャン

ペーン

5月と11月に仙台市立学校で実施している

「いじめ防止『きずな』キャンペーン」の

中で，「命を大切にする心と思いやりを大

切にする心の醸成」を目的とした，心を育

む活動を実施します。

5月・11月に全市立学校で実施 児童生徒が主体となって積極的にいじめ防

止活動に取り組むことにより，いじめ防止

に対する意識を高めることができた。

方向性1 45

いじめストップリーダー研修

による啓発活動の実施

全市立中学校・中等教育学校

代表生徒の合宿研修を通じ

た、生徒による主体的ないじ

め防止活動の推進

教育局 教育局 教育相談課 いじめストップリーダー研修

の実施

生徒による主体的ないじめ防止活動を推進

するため，全市立中の代表が一同に会した

合宿研修を実施します。

全市立中学校代表128名参加 生徒が主体となって積極的にいじめ防止に

ついて考えることにより，いじめ防止に対

する意識を高めることができた。

方向性1 46

いじめ防止「学校・家庭・地

域連携シート」による啓発活

動の実施

いじめの防止と早期発見を目

的とした、家庭・地域向けパ

ンフレットによる理解の促進

教育局 教育局 教育相談課 いじめ防止「学校・家庭・地

域連携シート」の作成・配布

いじめの早期発見に関する家庭・地域向け

パンフレット（いじめ防止「学校・家庭・

地域連携シート」）を作成・配布し，家庭

等との連携により，いじめの防止と早期発

見を図ります。

5月に全市立学校の児童生徒および学校関

係者等に配布

今後もいじめ防止について学校だけでなく

保護者や地域とともに考える必要がある。

方向性2 47

健康福祉局 障害者支援課 アディクション関連問題研修

の実施

各区保健福祉センター職員を対象とした、

アルコールや薬物等依存関連問題への適切

な対応を学ぶ研修の実施

各種相談会などの周知については部内や各

区に案内チラシ等の設置を年間を通して

行った。

各区において研修会を実施し人材の育成に

努めることができた

方向性2 47

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

アディクション関連問題研修

の実施

各区保健福祉センター職員を対象とした、

アルコールや薬物等依存関連問題への適切

な対応を学ぶ研修の実施

宮城県精神保健福祉センターとの共催事業

として、基礎編・実践編の2部構成で実施

し，基礎編は67名，実践編は43名の参加

があった。

アルコール関連問題に関する理解や家族支

援について、区の障害高齢課や家庭健康

課、地域包括支援センター等、支援に携わ

る職員の人材育成の機会となった。

方向性2 47

青葉区 障害高齢課 アルコール研修会 アルコール問題について基本的な知識と対

応を学ぶための研修を実施します。

実施なし 被災者支援の実情に応じ適切な支援が提供

できるよう適宜を検討してまいりたい。

方向性2 47

宮城野区 障害高齢課 アルコール研修会 アルコール問題について基本的な知識と対

応を学ぶための研修を実施します。

11月実施 参加者が興味を持てるテーマの設定を行っ

ていけるとよい。

方向性2 47

宮城野区 障害高齢課 アルコール事業 被災地において増加傾向にあるアルコール

問題について、個別相談や支援者向けの研

修などを行います。

11月実施 参加者が興味を持てるテーマの設定を行っ

ていけるとよい。

アディクション関連問題研修

の実施

各区保健福祉センター職員を

対象とした、東日本大震災の

被災者等に見られるアルコー

ルや薬物等依存関連問題への

適切な対応を学ぶ研修の実施

健康福祉局

各区
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方向性2 47

若林区 障害高齢課 アルコール問題関連事例検討

会

事例検討を通し、支援の向上を図ります。 年4回実施（8月・10月・12月・2月）し、

41名が参加した。

これまで参加のなかった部署からの事例提

供もあった。今後もアルコール関連問題に

対応する職員の能力向上に努める必要があ

る。

方向性2 47

太白区 障害高齢課 被災者等のアルコール問題支援検討会区職員や包括支援センター等の関連施設職

員を対象。被災者等のアルコール問題支援

の一環として、対応困難事例に対しての検

討会を行う。

実施なし 検討が必要な事例があった際に実施する予

定としていたが、なかったため未実施で

あった。引き続き、必要に応じ実施を検討

していきたい。

方向性2 47

泉区 障害高齢課 アディクション関連問題研修 アディクション関連問題についての研修を

実施し，適切な理解を深めるとともに支援

の在り方について検討する。

支援者向け研修会を年3回（基礎講座、応

用講座、個別事例検討）実施。各々参加者

は36名、14名、10名。

研修自体は大変好評であったが、例年通

り、障害者福祉分野の職員参加率や課題意

識は、高齢者支援分野の職員より、比較的

弱い。来年度も引き続き実施予定。

方向性2 48

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

災害後メンタルヘルス研修 市内で、被災者支援に関わる市職員、外郭

団体職員、民間支援団体職員を対象に、災

害後のメンタルヘルス支援の対応を学ぶた

めの研修を実施します。

平成30年12月6日に実施し、市内福祉・教

育・行政関係者58名の参加があった。

【講師】岩手医科大学神経精神医学講座

大塚耕太郎教授

【テーマ】大規模災害被災地のこころのケ

アにおける長期的な課題【内容】講師によ

る講演と事例についてのグループワーク

心のケアにおける長期的な被災者支援の在

り方について学び、参加者の支援力の向上

に繋がった。

方向性2 48

青葉区 障害高齢課 アルコール研修会 アルコール問題について基本的な知識と対

応を学ぶための研修を実施します。

実施なし 被災者支援の実情に応じ適切な支援が提供

できるよう適宜を検討してまいりたい。

方向性2 48

宮城野区 障害高齢課 アルコール事業 被災地において増加傾向にあるアルコール

問題について、個別相談や支援者向けの研

修などを行います。

11月実施 参加者が興味を持てるテーマの設定を行っ

ていけるとよい。

方向性2 48

若林区 障害高齢課 アルコール関連問題等事例検

討会

アルコール関連問題等の事例検討を実施す

ることで支援の質の維持向上に取り組み、

また関係機関で共有することで地域におけ

る支援ネットワークの構築を行なう。

年4回実施（8月・10月・12月・2月）し、

41名が参加した。

これまで参加のなかった部署からの事例提

供もあった。今後もアルコール関連問題に

対応する職員の能力向上に努める必要があ

る。

方向性2 48

太白区 障害高齢課 被災者等のアルコール問題支援検討会区職員や包括支援センター等の関連施設職

員を対象。被災者等のアルコール問題支援

の一環として、対応困難事例に対しての検

討会を行う。

実施なし 検討が必要な事例があった際に実施する予

定としていたが、なかったため未実施で

あった。引き続き、必要に応じ実施を検討

していきたい。

方向性2 48

泉区 障害高齢課 アディクション関連問題研修 アディクション関連問題についての研修を

実施し，適切な理解を深めるとともに支援

の在り方について検討する。

支援者向け研修会を年3回（基礎講座、応

用講座、個別事例検討）実施。各々参加者

は36名、14名、10名。

研修自体は大変好評であったが、例年通

り、障害者福祉分野の職員参加率や課題意

識は、高齢者支援分野の職員より、比較的

弱い。来年度も引き続き実施予定。

アディクション関連問題研修

の実施

各区保健福祉センター職員を

対象とした、東日本大震災の

被災者等に見られるアルコー

ルや薬物等依存関連問題への

適切な対応を学ぶ研修の実施

健康福祉局

各区

災害後メンタルヘルス研修の

実施

被災者支援に関わる関係機関

の職員を対象とした、災害後

のメンタルヘルス支援やコ

ミュニティづくり支援に関す

る研修の実施

健康福祉局
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性2 49

健康福祉局 障害者支援課 こころの健康づくり（区精神

保健指導医関係）

こころの健康づくりの際に、精神科医など

が相談対応業務に従事する職員に対し今後

の支援について助言を提供している。

（こころの健康づくりの実施状況）

各区・総合支所において、精神科医等によ

る精神保健福祉相談を実施した（延167

回、延316人）。

より適切な相談対応の実施及び、職員の技

能向上に寄与している。

方向性2 49

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

相談対応業務従事職員への専

門的助言の提供

相談対応業務に従事する職員が、専門家か

ら支援困難ケースに関する助言を得ること

による支援力の向上

地域総合支援事業（アウトリーチ協働支援

事業）において、各区保健福祉センター・

各総合支所等の関係機関と協働で、対象者

103名に対して、訪問393回、ケア会議へ

の参加139回、電話相談41回の支援を行っ

た。地域精神保健福祉活動連絡会議（10

回）を開催し、地域精神保健福祉活動の質

の向上を図っている。また、各区保健福祉

センター・各総合支所等の震災後心のケア

レビューに参加し助言を提供した。

各区保健福祉センター・各総合支援事業所

等の協働による技術支援も地域精神保健福

祉活動連絡会議も、複数の支援者が関わる

ことや第三者が事例検討に参画することで

見立てや支援の幅を広げられ、支援力の向

上の一助となっている。

方向性2 49

青葉区 家庭健康課 震災後こころのケアケースカ

ンファレンス

個別支援を行っている被災者等について、

精神科医などの専門職の助言を元に、今後

の支援について話し合います。

年5回実施、検討件数は9件。 ケース検討を行うことで、支援方針を立て

ることができ、また、支援者のスキルアッ

プにつながった。

方向性2 49

青葉区 障害高齢課 震災後こころのケアケースカ

ンファレンス

個別支援を行っている被災者等について、

精神科医などの専門職の助言を元に、今後

の支援について話し合います。

年5回実施、検討件数は9件。 ケース検討を行うことで、支援方針を立て

ることができ、また、支援者のスキルアッ

プにつながった。

方向性2 49

宮城総合支所 保健福祉課 震災レビュー

(被災者の心のケア支援事業)

個別支援を行っている被災者について、精

神科医などの専門職の助言を元に、今後の

支援について話し合います。

年4回実施。継続支援ケース：実35世帯。 はあとぽーと仙台及び看護協会と定期的に

レビューを実施することにより、ケースの

見立てや支援の方向性について係内で共通

認識を持つことができた。

方向性2 49

宮城総合支所 保健福祉課 こころの健康相談 職員が指導医から困難事例について助言指

導を得たり、事例検討を実施します。

年12回開催。30件利用。個別の事例検討

およびカンファレンスにおけるスーパーバ

イズを実施した。

より適切な相談対応の実施及び、職員の技

能向上に寄与している。

方向性2 49

宮城野区 家庭健康課 各種相談窓口の相談員等への

専門的助言

家庭健康課の相談員等を対象とし、困難

ケースへの支援のための専門家による助言

が得られる場を年2回程度設定します。

年2回（12・3月）実施し、延

べ38名（講師2名含む）参加。

困難ケースの処遇検討に参考と

なる助言を得られ、また、職員の育成にも

資するものだった。

方向性2 49

宮城野区 障害高齢課 震災レビュー

(被災者の心のケア支援事業)

個別支援を行っている被災者について、精

神科医などの専門職の助言を元に、今後の

支援について話し合います。

9回実施 包括など地域の支援者も活用できる場にな

るとよい。

方向性2 49

若林区 家庭健康課 各種相談窓口の相談員等への

専門的助言

家庭健康課の相談員等を対象とし、困難

ケースへの支援のための専門家による助言

が得られる場を年1～2回程度設定します。

０回 専門家による助言が必要な困難ケースを発

見した場合には速やかに開催する。

相談対応業務従事職員への専

門的助言の提供

相談対応業務に従事する職員

を対象とした、困難ケースに

対する支援力向上に向けての

専門家からの助言の提供

健康福祉局
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性2 49

若林区 障害高齢課 震災レビュー

(被災者の心のケア支援事業)

個別支援を行っている被災者について、精

神科医などの専門職の助言を元に、今後の

支援について話し合います。

年4回実施（6月・8月・10月・2月）し、

29名が参加した。

多問題ケースが多く職員の疲弊もある中、

適切に対応するため今後も専門職の助言を

求める必要がある。

方向性2 49

太白区 家庭健康課 各種相談窓口の相談員等への

専門的助言

家庭健康課の相談員等を対象とし、困難

ケースへの支援のための専門家による助言

が得られる場を年1～2回程度設定します。

専門的助言会議を平成30年9月20日に開催

した。

処遇困難世帯１事例に対して、弁護士等か

ら助言いただきながら、対応した。

方向性2 49

太白区 障害高齢課 震災レビュー

(被災者の心のケア支援事業)

個別支援を行っている被災者について、精

神科医などの専門職の助言を元に、今後の

支援について話し合います。

２回実施した 支援方針の確認と共有を行うことができた

方向性2 49

秋保総合支所 保健福祉課 こころの健康相談 職員が指導医から困難事例について助言指

導を得たり、事例検討を実施します。

1回/年。2件 1回/年、必要時随時実施が必要。

方向性2 49

泉区 家庭健康課 各種相談窓口の相談員等への

専門的助言

家庭健康課の相談員等を対象とし、困難

ケースへの支援のための専門家による助言

が得られる場を年2回程度設定します。

弁護士によるSVを1回開催した 困難ケースへの対応の参考になり、職員の

能力向上につながった。

方向性2 49

泉区 障害高齢課 こころの健康相談 職員が指導医から困難事例について助言指

導を得たり、事例検討を実施します。

区職員、包括職員、障害者相談支援事業所

職員等、相談従事者にもこころの健康相談

を情報提供し、困難事例について助言指導

を受ける機会があることを周知した。

区職員からの相談や，区職員・包括支援セ

ンター職員も参加してのケースカンファレ

ンスの場として活用されたのが6件あっ

た。同行訪問も1件実施。

方向性2 50

健康福祉局 障害者支援課 精神障害者家族教室（心理教

育による家族の対応力向上）

精神障害・精神疾患のある方の家族を対象

に、精神障害に対する適切な知識の獲得や

対応力向上に向けた心理教育の実施

各区において年間を通じ実施 各区において家族の方の適切な理解を促す

ことができた一方、新規の参加をいかに促

していくかが課題と言える。

方向性2 50

青葉区 障害高齢課 精神障害者家族のつどい 講師を迎え、家族に精神障害に関する正し

い知識や社会資源を周知する。家族同士が

話をする機会を持つことで、感情を表出す

る機会となり、こころの健康を保つことが

できる。

年8回実施。参加者（延99人（実参34

人）。

参加者の興味関心の高いテーマを把握し、

実施することができたため、前年度よりも

参加者数が増加した。

方向性2 50

宮城総合支所 保健福祉課 精神障害者家族教室 精神障害者を抱える家族を対象とした教室

を開催し、正しい知識や社会資源の情報提

供等を行うとともに、家族間の交流の場を

設けます。（年6回：7月～12月）

年6回。延べ参加者：40名 H30年度に初めてグループワークを実施。

家族同士の活発な意見交換の場となった。

精神障害者家族教室（心理教

育による家族の対応力向上）

の実施

精神障害・精神疾患のある方

の家族を対象に、精神障害に

対する適切な知識の獲得や対

応力向上に向けた心理教育の

実施

健康福祉局
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相談対応業務従事職員への専

門的助言の提供

相談対応業務に従事する職員

を対象とした、困難ケースに

対する支援力向上に向けての

専門家からの助言の提供

健康福祉局
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性2 50

宮城野区 障害高齢課 精神保健家族教室 精神障害者の家族を対象とした教室です。

講話を通して家族が疾患や福祉制度・社会

資源を学びます。また，グループワークを

通して家族が支え合う集いの場です。

年12回実施。 新規参加者を定着するため工夫を行ってい

く。

方向性2 50

若林区 障害高齢課 精神障害者家族交流会 研修や交流を図りながら、家族に対する支

援を行います。

年10回(4月、5月、6月、7月、9月、10

月、11月、12月、1月、2月)開催し、延べ

49人が参加。

参加者が固定化しており、新規の参加者が

増えない状況。積極的な周知を行い、一定

の参加者を集めていく必要あり。

方向性2 50

太白区 障害高齢課 精神保健家族教室（①おしゃ

べりサロン・②家族勉強会）

精神障害者の家族を支援するために、居場

所としての“サロン”と、知識・情報提供の

場としての“勉強会”をそれぞれ行ってい

る。

11回実施。25名、延べ89名が参加 講師を招いた勉強会の回には参加人数が多

い。サロンは少人数でゆっくり話し合いが

できた。

方向性2 50

泉区 障害高齢課 精神障害者家族教室 精神障害者の家族を対象に家族教室を実

施。精神科医の講演や，家族同士の対話を

通して精神疾患に関する理解を深める。

年8回実施。実数38名、延べ数91名。 前年度より参加者は少なかった。参加者の

声より、制度やサービスについて正しい情

報を知りたいというニーズが高い。また、

男性参加者のみで語る場のニーズはある

が、本事業では女性参加者が圧倒的に多い

ため、参加が遠のいている男性もいるよう

である。

方向性2 50

泉区 障害高齢課 精神障害者家族教室における

当事者講演

精神障害者家族教室において，市内の大学

を拠点とする当事者団体等へ講演を依頼

し，当事者による講演を行う。

当事者講演の実施は1回。参加者は15名、

うち新規は1名。体験談の紹介や、家族の

対応や病気の付き合い方について当事者目

線で話していただいた。

当事者の経験や考えをよく聞くことで、自

分の家族との関係づくりの参考になったと

いう声が多くあり、参加者の満足度が高

かった。

方向性2 51

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

地域住民や団体向けゲート

キーパー養成研修

地域住民や相談員等の資質の向上を目的

に、研修の実施や講師派遣を行います。

講師依頼があった2団体、105名に対し

て、ゲートキーパー養成を行った。

自死の危険を示すサインに気づき、適切な

対応を図ることができる「ゲートキー

パー」の役割を担う人材を養成することが

できた。

方向性2 51

青葉区 家庭健康課 介護予防運動サポーターへの

周知

理美容師等へのゲートキー

パーの啓発

地域で活動する介護予防運動サポーターの

スキルアップ養成講座の場を活用し、心の

健康づくりに関することを周知する。

理美容師講習会の中でゲートキーパーの必

要性や役割について周知する。

介護予防運動サポーターのスキルアップ養

成講座を2回実施、計233人参加。

理美容師講習会の中でゲートキーパーの講

話を2回実施、106人参加。

介護予防運動サポーターに、心の健康の必

要性を、理美容師にゲートキーパーの必要

性や役割を啓発できた。

方向性2 51

宮城総合支所 保健福祉課 ゲートキーパー養成研修 地区健康教育においてストレスやこころの

健康に関する講話を行う際、ゲートキー

パー研修の要素を盛り込み、ゲートキー

パーの養成に努めます。

1回、参加人数6名 落合復興公営住宅のサロンにて、アルコー

ル依存症についての知識や被災者のこころ

のケアに関する講話を実施。サロン参加者

は、住宅内のキーパーソンとなりうる方が

多いため、講話によって住宅内の支え合い

活動の促進につながった。

方向性2 51

宮城野区 障害高齢課 ゲートキーパー養成研修 相談員や民生委員など地域の支援者を対象

にゲートキーパーとしての役割や具体的対

応を学ぶための研修を実施します。

実施なし 人員・予算不足のため実施の予定なし。市

民からの要望もなし。

方向性2 51

若林区 家庭健康課 ゲートキーパーの啓発養成 心の健康に関する健康講座や地区健康教育

等でゲートキーパーの必要性や役割につい

て啓発を行っています。

事業名「理美容業者への衛生講習における

講話」「地区健康教育」の中で、ゲート

キーパーについて啓発した。

心の健康に関する講話の中に、ゲートキー

パーの内容を組み込んだ形で実施できた。

引き続きゲートキーパーについて啓発し浸

透させていきたい。

地域住民や団体向けゲート

キーパー養成研修の実施

地域住民や相談員等を対象と

した、悩みを抱えている方へ

の基本的対応についての研修

の実施

健康福祉局

各区

精神障害者家族教室（心理教

育による家族の対応力向上）

の実施

精神障害・精神疾患のある方

の家族を対象に、精神障害に

対する適切な知識の獲得や対

応力向上に向けた心理教育の

実施

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性2 51

若林区 家庭健康課 理美容業者への衛生講習にお

ける講話

衛生講習会で健康講話としてこころの健康

とゲートキーパーについて啓発します。

2回（11月、1月）開催。参加者数　延156

名

地域のキーパーソンとなる方に対し、意識

づけを行うことができた。

方向性2 51

太白区 家庭健康課 区民へのゲートキーパーの啓

発と養成

心の健康講座や地域で開催する健康教育等

の中でゲートキーパーの役割と対応につい

て講話を実施します。

区役所やララガーデンでのパネル展、啓発

用ティッシュの配布を行った。また、大学

への健康教育の実施２回延235名参加。職

域への健康教育３回延６８名参加。区民対

象のこころの健康講座の実施１回延22名参

加。

商業施設を利用したことで幅広い年代に啓

発できた。

方向性2 51

太白区 障害高齢課 太白区こころささえちゃん事

業

理容・美容衛生講習会の中で，ゲートキー

パーを養成し，身近なところで心の悩みを

抱える人に気づき，必要な時に適切な支援

に繋げられる人が地域の中で増えること

で，自殺に追い込まれる前に支援を受けら

れる人が増える。

理美容衛生講習会（２回）の中でゲート

キーパーの役割、基本的な対応法、ストレ

スへの対応についての講話をおこなった。

161名受講した。

基本的に大切な内容を伝えることができた

方向性2 51

太白区 家庭健康課 理美容師等へのゲートキー

パーの啓発と養成

理美容師講習会の中でゲートキーパーの役

割と対応について講話を実施します。

衛生課、障害高齢課と連携して、理美容講

習会にてゲートキーパー講座を実施。161

名参加。また、啓発用絆創膏を配布。

1,000個

今後も他課と連携して実施予定。

方向性2 51

泉区 家庭健康課 介護予防運動サポーターへの

周知

地域で主体的に介護予防に取り組むサポー

ターのスキルアップ養成講座の場を活用

し、心の健康づくりに関することや、ゲー

トキーパーの必要性や役割について周知す

る。

介護予防運動サポーター養成研修（6月、

第5回目）でゲートキーパーについて啓

発：参加者31人

地域で自主グループを運営するサポーター

に対しても機会を捉え周知することが必

要。

方向性2 52

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

認知症高齢者等の家族交流会 認知症の人の介護に携わっている家族など

を対象とした交流会を開催します。

各区役所にて年37回実施。

参加者延302名。

地域の相談体制が整備されつつあるが、家

族だけで介護問題を抱えている現状は続い

ており、適切な情報提供や支援ができるよ

う、今後も職員の育成が必要である。

方向性2 52

青葉区 障害高齢課 認知症高齢者の家族会 日頃の介護の様子や経験などを語り合い負

担の軽減をはかる

6回実施。35人（実人数）参加。1回あた

り6～11人参加し、自由に悩みや思いを話

してもらう場とした。

毎回新規参加者がおり「思いを語り、思い

を聞く」なかで「自分だけではない」と感

じてもらう場が大切であると感じている。

次年度も継続して実施。

方向性2 52

宮城野区 障害高齢課 認知症高齢者家族ほっと一息

相談会

家族交流会や講演会などによる、認知症に

関する適切な理解の促進や相談機関の周知

年8回実施。内2回は講話 ピアカウンセリングの機能が果たせてい

る。参加者のニーズを事業に活かしてい

く。

方向性2 52

若林区 障害高齢課 認知症家族支援事業 相談や交流を図りながら、家族に対する支

援を行います。

年7回実施（H30.5月、6月、8月、11月、

12月、H31.1月、3月）。実人数16名、延

人数22名参加。

昨年度より参加者微増も、1回の参加者は2

～4名と少数。周知方法の工夫が必要。

方向性2 52

太白区 障害高齢課 認知症高齢者家族交流会 認知症高齢者の家族の、認知症への理解の

促進と家族の介護負担軽減をを図ることを

目的に、家族同士の座談会や講話を開催し

ている。

座談会、講話など８回開催した。 認知症カフェが地域の中で定着し始めてい

る。家族交流会との役割分担を確認しなが

ら進める必要がある

地域住民や団体向けゲート

キーパー養成研修の実施

地域住民や相談員等を対象と

した、悩みを抱えている方へ

の基本的対応についての研修

の実施

健康福祉局

各区

認知症高齢者等の家族交流会

（認知症に関する適切な対応

方法の獲得支援）の実施

認知症の方の家族を対象とし

た、認知症に対する適切な知

識や対応力向上に向けた家族

交流会の実施

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性2 52

秋保総合支所 保健福祉課 認知症の理解促進 包括による認知症カフェの開催について後

方支援を行う

1回参加。開催内容に関する情報交換実

施。

認知症になっても安心して生活できる地域

づくりの一環となる。

方向性2 52

泉区 障害高齢課 認知症高齢者を抱える家族の

つどい

認知症の家族を対象にした、認知症に対す

る適切な知識や対応力向上に向けた家族交

流会の実施。

年10回実施。述べ数は51名。うち、新規

参加者は15名。

新規参加者がその後、地域で相談の場を得

られるような包括やカフェの情報提供を行

うことは今後も必要となる。継続参加者は

ほとんど固定。

方向性2 53

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

介護予防運動サポーターの養

成

地域の高齢者を対象とした介護予防自主グ

ループで介護予防活動を推進する介護予防

運動サポーターの養成

サポーター養成研修48回実施、延参加者数

749人。

活動中のサポーター総数1,397人（H31.3

月末）

グループが見守り機能を果たしながら今後

も活動を継続できるよう、心の健康とその

対応について学ぶ機会を研修等でさらに取

り入れる必要がある。

方向性2 53

青葉区 家庭健康課 地域介護予防活動支援事業 介護予防を目的として活動する自主グルー

プの立上げやサポーターへの支援を行い、

地域の通いの場づくりや高齢者の閉じこも

り予防を図っています。

9回実施、200人参加。 区内の自主グループのほとんど（92.3％）

が参加した。

方向性2 53

宮城総合支所 保健福祉課 介護予防自主グループ育成支

援事業

地域の高齢者の介護予防を目的として、介

護予防自主グループを育成・支援していま

す。介護予防自主グループは、介護予防に

とどまらず、社会参加の場や見守り合う体

制など広く「地域づくり」として大きな役

割をはたしています。

・サポーター養成研修の実施（修了者6

名）。

・サポータースキルアップ研修の実施（全

3回、延66名）。

・青葉区合同でのサポーターまつり（管内

12名）。

スキルアップ研修では、地域における介護

予防について考えてもらえるようグループ

ワークを実施したが、視野を広げることが

難しい参加者もいた。研修に不参加のグ

ループが一定数いることから、研修に対す

るニーズ把握が課題。

方向性2 53

宮城野区 家庭健康課 介護予防自主グループ育成支

援事業

地域の高齢者の介護予防を目的として、介

護予防自主グループを育成・支援していま

す。介護予防自主グループは、介護予防に

とどまらず、社会参加の場や見守り合う体

制など広く「地域づくり」として大きな役

割をはたしています。

介護予防運動サポーター養成研修は全５回

開催し、36名が研修を修了し、新規サポー

ターを養成。区内47か所の介護予防自主グ

ループの運営支援を行い、320名のサポー

ターが登録されている。

新規グループ1か所登録となったが、高齢

化や担い手不足等により休止のグループも

出てきている。また、サポーター養成研修

については、運動中心の内容だけではな

く、フレイル予防や口腔・栄養等高齢者の

健康について取り上げ、地域の健康を支え

る一助になれるよう、研修内容の検討が必

要。

方向性2 53

若林区 家庭健康課 介護予防自主グループ育成支

援事業

介護予防を目的として活動する自主グルー

プの立ち上げや、サポーターへの支援を行

い、地域の通いの場づくりや高齢者の閉じ

こもり予防を図っています。

区内介護予防自主グループへ地区担当の保

健師が最低１回は顔を出し、参加者、サ

ポーターのモチベーションの維持とタイム

リーな情報提供等を実施。健康づくり応援

教室区内５箇所　各２回実施

自主グループの実施会場確保の課題が出て

きている。

方向性2 53

太白区 家庭健康課 介護予防自主グループの立上

げと継続に関わる支援

介護予防を目的とし活動する自主グループ

の立上げや継続した運営をサポートし、高

齢者の閉じこもり予防を図ります。

立上げ8か所（新規1、拡張7）太白区まち

づくりフォーラムでのパネル展示

参加者のモチベーションの維持向上につな

がった。

方向性2 53

秋保総合支所 保健福祉課 介護予防自主グループ支援事業・高齢者サロンの支援介護予防を目的として活動する自主グルー

プの立上げやサポーターへの支援、高齢者

サロンへの支援を行い、地域の通いの場づ

くりや高齢者の閉じこもり予防を図ってい

ます。

年8回実施。 様々なテーマで関わることが地域住民から

の発信にもつながる。

認知症高齢者等の家族交流会

（認知症に関する適切な対応

方法の獲得支援）の実施

認知症の方の家族を対象とし

た、認知症に対する適切な知

識や対応力向上に向けた家族

交流会の実施

健康福祉局

各区

介護予防運動サポーターの養

成

高齢者の介護予防を目的とし

た介護予防自主グループの運

営を担う、介護予防運動サ

ポーターの養成

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性2 53

泉区 家庭健康課 介護予防自主グループ支援事

業

介護予防を目的として活動する自主グルー

プの立上げやサポーターへの支援を行い、

地域の通いの場づくりや高齢者の閉じこも

り予防を図っています。

41グループに対し実施。延60回 各グループとも工夫を凝らし運営してい

る。サポーターの高齢化に伴い次の世代の

担い手確保が課題。

方向性2 54

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

認知症の介護講座と相談会 公益社団法人「認知症の人と家族の会」宮

城県支部と共催で、介護経験者による講話

および相談会を開催します。

各区役所にて年11回開催。

111名参加。

前年度より参加者数が増加。専門的な話を

介護者が求めていることが考えられ、対応

する職員も専門的な研修等の実施によりさ

らなる能力向上に努める必要がある。

方向性2 54

青葉区 障害高齢課 認知症の介護講座と相談会 公益社団法人「認知症の人と家族の会」宮

城県支部と共催で、介護経験者による講話

および相談会を開催します。

年2回実施。1回あたり6～8人参加してお

り男性介護者の体験談や交流会を実施。

男性介護者だからこその介護の難しさや悩

みを話す機会となっている。継続して実

施。

方向性2 54

宮城野区 障害高齢課 認知症の介護講座と相談会 公益社団法人「認知症の人と家族の会」宮

城県支部と共催で、介護経験者による講話

および相談会を開催します。

年2回実施 例年通り実施することができた。

方向性2 54

若林区 障害高齢課 認知症の介護講座と相談会 公益社団法人「認知症の人と家族の会」宮

城県支部と共催で、介護経験者による講話

および相談会を開催します。

年3回実施（H30.７月、10月、H31.2

月）。実人数35名、延人数37名参加。

司会を家族の会担当者に依頼していたが、

参加者の発言の偏りを防ぐため、区の担当

者と進行役の分担が必要。

方向性2 54

太白区 障害高齢課 認知症の介護講座と相談会 公益社団法人「認知症の人と家族の会」宮

城県支部と共催で、介護経験者による講話

および相談会を開催します。

年間8回開催

参加人数　48人

内容　座談会　4階

　　　認知症の人と家族の会共済講話2回

　　　講話　2回

各包括支援センターで実施の介護予防教室

やサロン、認知症カフェなどが開催される

ようになり、役割分担をしながら進める必

要がある。

方向性2 54

泉区 障害高齢課 認知症の介護講座と相談会 公益社団法人「認知症の人と家族の会」宮

城県支部と共催で、介護経験者による講話

および相談会を開催します。

認知症の人と家族の会　宮城県支部と共催

で、介護経験者による講話および相談会を

2回実施。

経験者であるからこそ、分かち合える気持

ちもあることから、参加者にとって有意義

な時間となった様子。H31年度も引き続き

実施予定。

方向性2 55

健康福祉局 健康政策課 各種健康教育 地域や地区組織、関係団体、職域等と連携

をとりながら、健康づくり及び生活習慣病

等の疾病予防を目的として実施しています

年間を通して実施。 地域・社会全体で予防に取り組めるよう引

き続き人材育成に努めていく。

方向性2 55

青葉区 家庭健康課 うつ病等の啓発。 地域の支援者等に対して、うつ病等の啓発

をしています。

No９と同じ。1回開催、12人参加。 参加者に睡眠とこころの健康についての理

解を促すことができた。

方向性2 55

青葉区 家庭健康課 こころの健康づくり講演会 区民を支援している社会福祉協議会や民生

児童委員協議会等の支援者を支援する講演

会を開催しています。

1回開催、45人参加。 支援者のニーズをもとにテーマを選定した

ため、支援者の活動に生かせるものとなっ

た。

地区健康教育（健康問題に関

する適切な対応方法の啓発）

の実施

地域住民・団体、企業等を対

象とした、健康問題に伴う

様々な困りごとや悩みに対す

る適切な対応方法の啓発

健康福祉局

各区

介護予防運動サポーターの養

成

高齢者の介護予防を目的とし

た介護予防自主グループの運

営を担う、介護予防運動サ

ポーターの養成

健康福祉局

各区

介護経験者による認知症介護

講座と相談会の実施

市民を対象とした、要介護者

への適切な対応方法等を学ぶ

ための介護経験者の講話及び

相談会の開催

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性2 55

青葉区 家庭健康課 うつ病等の啓発 地域の住民や支援者に対して、うつ病等の

健康教育を実施しています。

No９と同じ。1回開催、12人参加。 参加者に睡眠とこころの健康についての理

解を促すことができた。

方向性2 55

青葉区 障害高齢課 地区健康教育 地域住民や団体からの依頼に基づき、スト

レスやこころの健康に関する講話を行いま

す。

実施なし ・平成30年度の実施はなかったが、依頼が

あれば啓発を実施していく。

方向性2 55

宮城総合支所 保健福祉課 地区健康教育 地域住民や団体からの依頼に基づき、スト

レスやこころの健康に関する講話を行いま

す。

老人会等からの依頼に基づき運動や低栄養

予防，歯と口の健康等について健康教育を

実施（6件）

今年度は認知症や低栄養予防をテーマとし

た講座の依頼が増加したが，地区によって

以来の有無に差がある状況が続いている。

方向性2 55

宮城野区 家庭健康課 働き盛り世代に対する健康情

報の発信

区内の理美容、タクシー事業所等（約80か

所）に対し、毎月、健康情報（リーフレッ

ト）を送付します。9月、3月に心の健康や

自死予防に関する情報提供を行います。

区内理美容店・タクシー事業所

等計75か所に送付。5月に睡眠について・

2月にこころの健康についてのリーフレッ

トを送付。

事業所1か所から相談あり、新

規送付先が1か所追加となった。今後も引

き続き、啓発に力を入れ、送付先を増やし

ていく。また、保健福祉センター内の他課

にも協力を依頼し、他課の情報についても

一緒に発信していく。

方向性2 55

宮城野区 障害高齢課 心理講話

(被災者の心のケア支援事業)

地域包括支援センターの依頼の元、高齢者

の多い被災地において心の健康づくりを

テーマに心理講話を実施します。

年2回実施（9月と12月） 例年通り実施することができた。

方向性2 55

若林区 家庭健康課 地区健康教育 地域住民や団体からの依頼に基づき、スト

レスや睡眠など、心の健康に関する講話を

行います。

9月の健康づくり講座で睡眠とゲートキー

パーについてヨガの実践を併せて1回実

施。参加者数17名。

自殺予防週間に合わせて実施することで、

効率よく実施できた。また、講話と実践を

併せることで参加者のスキル習得につなが

ると思われた。

方向性2 55

若林区 障害高齢課 地区健康教育 地域で開催される会議に出席し、障害等に

ついての啓発を行います。

実績なし 介護予防事業が31年度から担当課となるた

め、そこから健康教育の場を広げていく。

方向性2 55

太白区 家庭健康課 心の健康づくりに関する啓発 地域の住民や事業所等に対して，心の健康

に関する健康教育を実施しています。

健康教育22団体、26回、延970名 働き盛り世代への啓発を実施することがで

きた。

方向性2 55

太白区 障害高齢課 地区健康教育 地域住民や団体からの依頼に基づき、スト

レスやこころの健康に関する講話を行いま

す。

理容・美容衛生講習会の中で、ゲートキー

パーの役割、気温的な対応法、ストレスへ

の対応についての講話をした。

基本的に大切な内容を伝えることができた

方向性2 55

秋保総合支所 保健福祉課 こころの健康づくり講演会 町内会長や民生児童委員協議会役員等の支

援者を中心に講演会を開催しています。

1回/年。23名参加。 こころの健康について改めて考える契機と

なるため同時期実施が有効。

方向性2 55

泉区 家庭健康課 健康出張講座 地域住民や団体からの依頼に基づき、スト

レスやこころの健康に関する講話を行いま

す。

2回実施（7月，10月）

参加者数 延べ173名

　職域からの依頼により，働き盛りのスト

レス対処法や，ゲートキーパーの役割等に

ついて啓発することができた。

方向性2 55

泉区 障害高齢課 地域支援者への普及啓発 地域の中で活動する支援者を対象として、

自殺予防やメンタルヘルス等についての普

及啓発を行います。

民生委員に対して、抑うつ高齢者への支援

や相談窓口等について普及啓発を実施。圏

域内の相談従事者に対しても、相談窓口の

周知を図った。

高齢者に表立ってかかわる民生委員や直接

住民に対してケアにあたる支援者に対し

て、困ったときの相談窓口を伝えることが

できた。

地区健康教育（健康問題に関

する適切な対応方法の啓発）

の実施

地域住民・団体、企業等を対

象とした、健康問題に伴う

様々な困りごとや悩みに対す

る適切な対応方法の啓発

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性2 56

性暴力被害支援者専門研修の

実施

性暴力被害者と接する可能性

のある相談員等を対象とし

た、ジェンダーの視点を意識

した専門的な被害者支援研修

の実施

市民局 市民局 男女共同参画課 性暴力被害者支援事業 性暴力被害者と接する可能性のある相談員

等を対象に、性暴力被害者支援に関する

ジェンダーの視点を意識した専門的な研修

を実施します。

性暴力被害者支援スキルアップ講座（公開

講座含む）を実施した。

・講座参加者42名

・公開講座参加者：72名

性暴力被害に対する支援者のスキルアップ

や市民への啓発を通じて、被害者の二次被

害防止や相談体制の充実を図ることができ

た。

方向性2 57

多重債務庁内窓口職員対象研

修会の実施

多重債務の基礎的知識や対応

力の向上を目的とした、市職

員向け研修の実施

市民局 市民局 消費生活セン

ター

多重債務庁内窓口職員対象研

修会

多重債務に陥っている市民を発見する可能

性が高い窓口職員等の知識の向上を図り、

確実に消費生活センター等の相談窓口につ

なげることができることを目的として、職

員向け研修を実施しています。

年一回実施（平成30年 8月 ）し、43名参

加した。

前年度と研修参加者は同数であった。引き

続き多重債務の相談窓口周知を図るととも

に多重債務者の掘り起こしに努める。

方向性2 58

障害者差別解消に係る職員研

修の実施

市職員を対象とした、障害者

差別解消の推進に関する対応

要領に基づく研修の実施

健康福祉局 健康福祉局 障害企画課 障害者差別解消に係る庁内対

応体制の整備

差別解消に係る職員対応要領を整備し、職

員向けの研修を実施するとともに、市実施

事業への手話通訳者の派遣等の情報保障

や、各区等の窓口における障害者とのコ

ミュニケーション支援のため、タブレット

やアプリ、コミュニケーションボードの導

入を検討し、庁内の対応体制を整備しま

す。

１．庁内研修

・新規採用職員研修：①4月…248名、②

10月…17名

・管理職員向け研修（12月）：89名

・一般職員向け研修（2月）：161名

・全職員を対象としたe-ランニングを活用

した研修（11月）：①心のバリアフリーに

ついて学ぼう8,277名、②「バリア」とは

なんだろう？　5,611名

２．市実施事業への情報保障（障害企画課

負担分のみ）28件

３．各区等の窓口におけるコミュニケー

ション支援

・障害企画課，５区に加え、平成30年度か

ら宮城総合支所保健福祉課にタブレット

（ＵＤトーク使用可能）を導入。

・コミュニケーションボードは5区に加

え、30年度から宮城総合支所保健福祉課に

設置。

・研修を今後も継続して実施するに当た

り、研修内容については検討が必要であ

る。

・アプリ（ＵＤトーク）やコミュニケー

ションボードをより広く活用してもらうた

めの手法の検討が必要である。

方向性2 59

障害理解サポーター（ココロ

ン・サポーター）養成研修の

実施

障害のある方を講師とする、

企業・団体等向け研修の実施

による、障害に対する良き理

解者の養成

健康福祉局 健康福祉局 障害企画課 障害理解サポーター（ココロ

ン・サポーター）養成研修

障害のある方が講師となり、企業・団体等

を対象に講義やグループワーク等の研修を

行い「障害とは何か」を考えることで、障

害に対する良き理解者の養成を進めます。

・障害理解サポーター養成研修：年16回開

催，439人受講

・受講者のアンケートでは、研修前に「差

別解消法」または「仙台市差別解消条例」

を知っていると答えた割合は41％であった

が、研修後に同内容を理解できたという割

合は87％となり、本研修を通じて障害に対

する理解が進んだと評価できる。

・障害理解サポーター養成研修の周知先を

増やし、継続して実施していく。

方向性2 60

自殺未遂者等ハイリスク者支

援のための協働支援ツールの

作成と活用

地域の様々な関係機関と協働

するためのアセスメントや支

援方針・支援計画立案のため

の協働支援ツールの作成と利

用促進

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 仙台市自死ハイリスク者支援

体制検討会議

自殺未遂者等ハイリスク者、係る支援体制

の構築に関する事項（協働支援ツール、関

係機関の連携のあり方など）について、協

議・検討するための会議体の設置

保健、医療、教育、労働、司法、福祉、自

死遺族支援団体等の関係機関や有識者で構

成する検討会議を開催し、協働支援の仕組

みやツールについて検討を行った（計5回

開催）。

従来は関係機関が個々に対応してきた自殺

未遂者等ハイリスク者への支援について、

悩みや困りごとに合わせた多機関協働支援

の仕組みの具体化と関係機関による合意形

成を図ることができた。

方向性2 61

自殺未遂者等ハイリスク者支

援研修の実施

保健、医療、教育、労働、司

法、福祉等の関係機関職員を

対象とした、人材育成研修の

実施

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 仙台市自殺予防対策事業研修

（ハイリスク者支援研修）

相談支援機関の職員を対象に、自殺未遂者

等ハイリスク者を支援する際の態度や姿

勢、適切な対応等について学ぶための研修

を実施します。

保健、医療、教育、労働、司法、福祉、自

死遺族支援団体等の関係機関や有識者で構

成する検討会議を開催し、協働支援の仕組

みやツールについて検討を行った（計5回

開催）。

平成30年度は、左記検討会議を実施する中

で、関係機関間でそれぞれの機関の特徴や

提供できる支援・サービスについて、情報

共有できた。
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性2 62

震災後心のケア従事職員研修

の実施

各区保健福祉センターや精神

保健福祉総合センターにおけ

る震災後心のケアに関わる職

員向けの研修や事例検討会の

実施

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 震災後心のケア従事職員研修

会

心のケア担当職員を対象に、被災に関する

知識や適切な対応を学ぶための研修を実施

します。

年間7回の研修会を開催し、心のケア担当

の嘱託職員を中心に延265名の参加があっ

た。

各区・支所での実例をもとに支援体制の検

討を参加者全員で行うことができた。しか

し、区によって支援頻度のバラつきがあ

り、担当者のスキルや意識も区間で差があ

る。

方向性2 63

心の健康対応力向上研修の実

施

かかりつけ医等を対象とし

た、うつ病等の精神疾患の知

識や診断に関する研修の実施

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 かかりつけ医等心の健康対応

力向上研修

かかりつけ医等に対して，うつ病をはじめ

とした精神疾患の知識や診断に関する研修

を行っています。

研修を2回開催し、延174名（かかりつけ

医70名、コメディカル104名）が参加し、

2回通じて参加をした53名に修了証書を交

付した。

不眠や不安症状に対する向精神薬の適正な

処方を行うための研修および計画相談作成

事業者向けの障害者支援体制加算の研修と

して位置付けることで、平成29年度に比し

参加者数が113名（かかりつけ医+51名、

コメディカル+62名）増加した。

方向性2 64

精神障害者家族支援（人材育

成）の実施

精神障害者の家族支援活動を

牽引し支援の質を維持・向上

させるための家族スタッフ育

成研修の実施

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 精神障害者ピアカウンセリン

グ事業

精神障害のある方が自身の問題解決能力を

高め，社会参加と自立を促進するために，

ピアカウンセリング（同じ立場にある仲間

どうしによって行われるカウンセリング）

を学び実践する機会を提供します。また，

当事者活動のリーダーの育成を図ります。

ピアカウンセリング講座を3回実施（参加

者計：30名）。ピアトークショーを1回実

施（参加者：20名、活動報告を行った団

体：4団体）

当事者同士で実体験などを話し合う機会が

普段あまりないため、多くの方から良い経

験ができたとの声が上がった。しかし、参

加団体が固定化されてきていることが課題

であり、新規開拓をしていく必要がある。

方向性2 65

当事者活動（ピアカウンリン

グ）におけるリーダーの育成

ピアカウンセリング（同じ立

場にある仲間同士によって行

われる相互支え合い）講座を

通じた、当事者活動を牽引す

るリーダーの養成

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 精神障害者家族支援事業 精神障害者の家族は、周囲に助けを求める

ことが難しく、孤立した対応を余儀なくさ

れ疲弊する現状にあることに鑑み、精神障

害者の家族に対する相談支援・休息支援事

業等を実施します。

・家族による家族学習会セミナー：39名参

加

・家族による家族学習会（計5回）：10名

参加

・家族による家族学習会担当者養成研修：

12名参加

ピア家族相談員として家族支援に携わる意

思のある方を募集できた。また、このうち

5名が今年度の学習会の担当者つぃて活動

いただいており、次年度以降も担当者を養

成し事業を拡大していく。

方向性2 66

ピア相談員（ピアサポー

ター）の育成

精神障害者を対象とした、ピ

アサポート活動に関する研修

や実習活動の実施

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 ピア相談員（ピアサポー

ター）雇用促進

自らの疾病体験を踏まえて、ピアサポー

ターの活動を希望する精神障害者に対し

て、自らの適性を見極めるとともに、相談

支援事業所等がピアサポーターを雇用し活

用するための契機となるよう相談支援事業

所等での実習機会を提供します。

4名の実習希望者について各研修会や相談

支援事業所等での実習を経て、修了した。

精神障害のある当事者への支援の観点から

も同じ境遇にあるものからの支援やアドバ

イスは有用なものであり、研修を修了した

サポーターを増やすことは有用である。

方向性2 67

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

専門職向けゲートキーパー養

成研修

自殺の危険性のある方と関わる専門職を対

象に、自殺に関する知識や適切な対応を学

ぶための研修を実施します。

平成３１年２月１日地域自死対策研修を実

施し、85名が受講した。

【講師】筑波大学　医学医療系　災害・地

域精神医学　教授　高橋祥友　氏

【内容】「死にたい」と「生きたい」の狭

間でできること　～身近な人の死を防ぐた

めに～

専門職員が自死に至る機序等の基本的な内

容及び具体的な対応について学ぶことによ

り、支援技術の向上を図ることができた。

方向性2 67

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

市職員向けゲートキーパー養

成研修

様々な窓口で市民と接する市職員や外郭団

体職員を対象として、ゲートキーパーの役

割や具体的対応を学ぶための研修を実施し

ます。

平成30年7月6日、市職員や外郭団体職員

を対象とした自死対策ゲートキーパー養成

研修を実施し、67名が受講した。

【講師】太白区保健福祉センター管理課

主幹兼企画係長（精神科医）河田祐子　氏

【内容】

①講話「こころの声に気づく～職員１人ひ

とりができること～」

②グループワーク「対応方法の実際につい

て」

市民と接する機会のある市職員及び外郭団

体職員が、自殺対策の観点から、ゲート

キーパーとしての各々の役割を考え、必要

時には適切な機関に繋ぐことの重要さを学

ぶことができた。

関係機関職員向けゲートキー

パー養成研修の実施

行政窓口、教育機関、労働関

係機関、地域の相談関係機関

の職員を対象とした、適切な

対応を学ぶための研修の実施

健康福祉局
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方向性2 68

企業等向けゲートキーパー養

成研修の実施

従業員の困りごとや悩み、心

身の健康保持に関して適切に

対処できる企業の担当者の育

成に向けた様々な研修の実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

職場のメンタルヘルスに関連

する研修・講演会の実施

民間企業や公的機関に対して、講師を派遣

し、心の健康や職場におけるメンタルヘル

ス対策に関する講演や研修を実施します。

給食施設、消防や生活保護を担当する部署

の職員に対して、12回講師を派遣し、研修

会等を実施した。

心の健康や職場におけるメンタルヘルス対

策に関する講演や研修の講師講師を派遣す

ることにより、心の健康の普及啓発や人材

育成に繋がった。

方向性2 69

アルコール・薬物問題研修の

実施

地域の相談機関の職員を対象

とした、アルコールや薬物に

関する問題の適切な理解と適

切な対応を学ぶための研修の

実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

アルコール・薬物問題研修講

座

地域の相談機関の職員を対象に、アルコー

ルや薬物に関する問題の正しい理解と適切

な対応について学ぶための研修を実施しま

す。

宮城県精神保健福祉センターとの共催事業

として、基礎編・実践編の2部構成で実施

し，基礎編は67名，実践編は43名の参加

があった。

アルコール関連問題に関する理解や家族支

援について、区の障害高齢課や家庭健康

課、地域包括支援センター等、支援に携わ

る職員の人材育成の機会となった。

方向性2 70

教職員向け思春期問題研修の

実施

思春期の子どもに関わる教職

員や関係機関職員を対象とし

た、思春期精神保健について

の理解を深め、対応を学ぶた

めの研修講座の実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

思春期問題研修講座 思春期の子どもたちに関わる教職員や関係

機関職員を対象に、思春期精神保健につい

ての理解を深め対応を学ぶための研修講座

を実施します。

平成30年9月28日研修講座を実施し、81名

の参加があった。

【テーマ】子どもたちの不適応行動の理解

と対応

【講師】医療法人五十嵐小児科　臨床心理

士　早川典子　氏

【内容】講師による講演と事例についての

グループワーク

アンケート結果満足度が高くほとんどの参

加者が支援に役立つと回答しており好評で

した。今後もニーズにあったテーマ設定、

参加しやすい日程や会場の工夫が求められ

る。

方向性2 71

ひきこもり者の家族教室（ひ

きこもりに関する適切な対応

方法の獲得支援）の実施

ひきこもりの方の家族を対象

とした、ひきこもりに関する

適切な理解を深め、対応を学

ぶための家族教室の開催

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

ひきこもり者をもつ家族を対

象とした、集団療法や教室の

開催

ひきこもり者を持つ家族を対象に、ひきこ

もりに関する理解を深め適切な対応につい

て学ぶとともに、心理的負担を軽減する機

会として、家族教室を実施します。

ひきこもり家族教室を4回（2回1クールを

2クール）実施し、延べ81名の参加があっ

た。

幅広いご家族が参加されており、ひきこも

りについての理解を深め適切な対応につい

て学ぶとともに、心理的な負担を軽減する

機会となっている。繰り返し参加された

り、個別相談と並行して利用されているご

家族もおり、継続して実施していくことが

求められる。

方向性2 72

アルコール問題や薬物関連問

題のある方の家族向け研修の

実施

アルコール問題や薬物関連問

題のある方の家族を対象とし

た、アルコールや薬物に関す

る適切な理解や対応を学ぶた

めの研修の実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

アルコール・薬物問題を持つ

家族のミーティングや研修会

の開催

アルコールや薬物関連問題を持つ家族を対

象に、アルコールや薬物に関する正しい理

解と適切な対応について学ぶ機会として、

定例ミーティングや、研修を実施します。

定例ミーティングは、全35回、延95名の

参加者があった。家族を対象とした研修会

（家族教室）は2回実施し，延　35名のご

家族の参加があった。

家族のアルコールや薬物問題に長い間悩ん

できたご家族が多く、アルコールや薬物に

関する正しい理解を得る機会となってい

る。こうした場の提供は、今後も相談と両

輪で継続していく必要がある。

方向性2 73

子どもの支援に取り組む団体

への講演や研修の実施

子どものこころのケアに取り

組む民間団体や公的機関を対

象とした、講演や研修の実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

子どものこころのケアに関連

する研修・講演会の実施

子どもの支援に取り組む民間団体や公的機

関に対して、講師を派遣し、子どものここ

ろのケアに関する講演や研修を実施しま

す。

子どものこころのケアに関する研修会を2

回、子どものこころの相談室(４回)、子ど

ものこころのケア懇話会（１回）、児童生

徒のこころのケアに関す研修会(3回)、児

童生徒の心のケ検討委員会(２回）、被災

校への精神科医派遣（９回）、子どものこ

ころのケア支援チーム（６回）に、講師や

委員を派遣した。

様々な立場で子どもと親に関わる支援者に

対し、子どものこころのケアの基礎知識や

理解に加えて、支援の留意点等を伝え、支

援力向上や支援体制の維持・構築の一助と

なることができた。

方向性2 74

発達障害者家族教室・家族サ

ロン（発達障害に関する適切

な対応方法の獲得支援）の実

施

発達障害のある方の家族を対

象とした、発達障害に関する

適切な知識や対応を学ぶため

の家族教室・家族サロンの実

施

健康福祉局 健康福祉局 北部・南部発達

相談支援セン

ター

家族教室・家族サロン 当事者の家族同士が集う場を提供すること

により、ピアサポートや家族支援を行いま

す。

家族教室

　20回実施、延べ184名参加

家族サロン

　17回実施、延べ150名参加

障害児者の家族にとっての貴重な情報交換

の場や交流の場となっている。
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方向性2 75

発達障害支援に関する専門研

修の実施

発達障害のある方を支援する

関係機関職員等を対象とし

た、発達障害に関する専門的

知識や援助技術についての研

修の実施

健康福祉局 健康福祉局 北部・南部発達

相談支援セン

ター

発達障害基礎講座・特別講座

など

発達障害（疑いを含む）のある方の支援者

を対象に、発達障害に関する専門的知識や

援助技術についての研修を実施

発達障害基礎・中堅講座、教員向け研修、

療育セミナー等

　計　14回実施

　延べ1,369名参加

発達障害児者とその家族にとって住みやす

い地域となるため、多くの関係機関の職員

等に参加いただき、専門知識や援助技術等

を学ぶ機会となっている。

方向性2 76

訪問型の生活支援活動を行う

住民主体の団体への支援

高齢者が住み慣れた地域で安

心して暮らし続けるため、多

様なサービスを提供する住民

主体の団体等に対する、補助

及び研修会等の実施

健康福祉局 健康福祉局 高齢企画課 住民主体による訪問型生活支

援モデル事業

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし

続けられるよう、住民等の様々な主体が参

画した多様なサービスを受実させ、地域の

支え合い体制づくりを推進するため、この

ような活動を行う団体に対し、補助や研修

会などの支援を行います。

モデル事業の実施団体を公募し、補助や研

修会などの支援を行った。

高齢者の在宅生活支援に資する活動の推進

を図ることができた。

方向性2 77

認知症サポーターの養成講座

の実施

企業、事業所、団体、学校、

町内会等を対象とした、認知

症の方やその家族を見守る認

知症サポーターを養成するた

めの研修の実施

健康福祉局 健康福祉局 地域包括ケア推

進課

認知症サポーター養成 認知症に関する正しい知識を身につけ、認

知症の人やその家族を見守る認知症サポー

ターを養成することで、認知症になっても

住みやすい地域づくりを目指します。

認知症サポーター養成講座 289回 11,421

名　キャラバンメイト養成講座 1回 62名

を養成

認知症サポーターは計画的に養成されてい

るが、受講後に地域での役割を担っていく

ために、活動事例の紹介や情報共有を継続

的に実施することが必要である。

方向性2 78

民間団体相談員向け人材育成

研修実施の支援

様々な悩みごとに対する電話

相談を行う民間団体（仙台い

のちの電話）の対応力向上研

修にかかる研修費用の助成

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 仙台いのちの電話運営補助 仙台いのちの電話において電話相談を行う

相談員を養成するための研修費用を助成し

ています

運営費補助金（計 450,000円）を交付し

た。

相談員等の養成に資することができた。

方向性2 79

児童虐待防止推進員養成研修

の実施

幼稚園・保育所・児童館の職

員を対象とした、児童虐待の

早期発見・対応に関する研修

の実施

子供未来局 子供未来局 子供家庭支援課 児童虐待防止推進員養成研修 児童と日常的に接する機会の多い幼稚園や

保育所、児童館の職員を対象に、児童虐待

防止に関する専門知識と対応スキルの習得

のための研修を実施しています。

第1回目：平成30年12月10日、参加者数

74名

第2回目：平成30年12月17日、

参加者数69名

これまで参加していない施設の職員が参加

しており、児童虐待に対応する職員の育成

につながった。

方向性2 80

妊産婦・新生児訪問指導従事

者向け研修の実施

エジンバラ産後うつ病質問票

に関する講話や事例検討によ

る、産後うつ病の早期発見や

対応力向上を目的とした研修

会の実施

子供未来局 子供未来局 子供保健福祉課 EPDS検討会 エジンバラ産後うつ病質問票に関する講話

および、実際に関わっている事例の検討を

行い、母親の産後うつ病の早期発見や対応

に関する関わりについて、職員の相談技術

の向上を図る。

妊産婦・新生児訪問に関わる保健師・助産

師を対象に年4回実施。

EPDSを活用した具体的な聞き取りや対応

を学ぶ場となっている。

方向性2 81

専門学校教員に対する青年期

メンタルヘルスに関する研修

の実施

専門学校教員を対象とした、

青年期のメンタルヘルスに関

する知識や適切な対応方法に

ついての研修の実施

青葉区 青葉区 障害高齢課 精神保健福祉啓発事業 区内専門学校教員を対象とし、青年期メン

タルヘルスに関する知識の啓発をはかる。

7月区内専門学教職員を対象に発達障害を

テーマとした講話と関わり方についての

ワークを実施。7校11名の参加。また、9

月アウトリーチで1校へ出向き講話、ワー

クの勉強会を実施し28名参加した。

アウトリーチを行った学校について次年度

も継続して講話・ワークでの希望あり、実

施予定。アウトリーチで実施する学校がそ

の他増えない状況であることが課題。

方向性2 82

いじめ対策専任教諭・児童支

援教諭の配置

いじめの未然防止や早期対応

に向けた、全市立中学校、中

等教育学校及び特別支援学校

へのいじめ対策専任教諭、市

立小学校への児童支援教諭の

配置

教育局 教育局 教職員課 いじめ対策専任教諭・児童支

援教諭

いじめに係る未然防止や早期対応に向け

た、市立全中学校、中等教育学校及び特別

支援学校へのいじめ対策専任教諭、市立小

学校への児童支援教諭の配置

いじめ対策専任教諭を全市立中学校・中等

教育学校・特別支援学校65校に，児童支援

教諭を市立小学校77校に配置した。

いじめ対策専任教諭等が，生徒会や児童会

と連携した啓発活動，校内巡視，いじめア

ンケートの企画や集計・分析，校内研修の

立案・実施するなど効果的な役割を果たす

ことにより，学校におけるいじめ対策の組

織的な対応が進んできている。

中学校等においては全校配置が達成され、

一定の水準が確保されているが、小学校に

おいても全校配置を目指し、より一層の拡

充を進める必要がある。
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方向性2 83

児童生徒の問題に適切に対応

するための教職員研修の実施

管理職や教諭を対象とした、

児童生徒に対する理解力や子

どもの自死のサインに対する

気づきを高め、適切に対応す

るための研修の実施

教育局 教育局 教育センター 教職員等への研修 児童・生徒理解や子供の自死のサインに対

する気付きを高め，適切に対応する能力を

養うため，管理職や教諭に対する研修を実

施しています。教職員相談支援室を設置

し，教職員経験者を配置し，教職員の相談

に対応しています。

児童・生徒理解や自死予防に関する内容を

行った研修は以下のとおりである。

●33研修　●実施回数107回　●参加人数

のべ5,641名

講義だけでなく，演習等を多く取り入れた

ことにより，受講者が実感を持って学ぶこ

とができたと考える。また，多くの教職員

が来室できるよう教職員相談支援室の利活

用ついて，さらに広報したい。

方向性2 84

いじめ問題に関する内容を含

んだ教職員向け各種研修の実

施

新任教諭や新任校長・教頭、

養護教諭、事務職員を対象と

した、いじめ防止に関する基

礎的な知識や、学校経営、校

内協働体制等、各職階に応じ

た体系的な研修の実施

教育局 教育局 教育センター いじめ問題に関する内容を含

んだ各種教職員向け研修

新任教諭や、新任校長・教頭、養護教諭、

事務職員を対象としたいじめ防止に関する

基礎的な知識や、学校経営、校内協働体制

など、各職階に応じた体系的な研修の実施

いじめに関する内容を行った研修は以下の

とおりである。

●22研修　●実施回数45回　●参加人数

のべ3,344名

各職階を意識した研修内容を構成したこと

により，それぞれの立場からの取組につい

て具体的に学ぶことができたと考える。

方向性2 85

命を大切にする授業（自死予

防教育研修）の実施

子どものＳＯＳに気づき、困

りごとの解消に取り組める教

職員の育成に向けた研修の実

施

教育局 教育局 教育指導課 自死予防教育研修の実施 子どものSOSに気づき，困りごとの解消を

促進する教職員の育成に向けた研修を実施

します。

自死予防教育推進協力校２年目の取組とし

て，教職員並びに保護者向けの研修会をそ

れぞれ１回ずつ実施した。

自死予防教育推進協力校の年間指導計画及

び実践例を各学校に公開した。各学校では

推進協力校での取組を参考に自死予防教育

を推進することができた。今後は，協力校

での知見をさらに広めていきたい。

方向性2 86

自死予防教育に関する教職員

研修の実施

自死予防教育の必要性や方向

性、具体的な進め方等に関す

る教職員向け研修の実施

教育局 教育局 教育指導課 教職員への研修 自死予防教育の必要性，方向性及び自死予

防教育を校内で推進するに当たっての具体

的な進め方や留意事項及び課題について研

修を通して学びます。

６月８日に小学校・高校・幼稚園の教員向

けに、１０月１２日に中学校の教員向けに

悉皆研修を実施した。

各学校において、研修参加者が研修で得た

知見を伝講することで、自死予防教育に関

する教職員の資質・能力を育成することが

できた。

方向性2 87

確かな学力の育成に向けた教

員研修の実施

児童生徒の基礎的知識・技能

の定着や応用力の育成、学習

意欲の向上等を図るための、

教員向け提案授業の公開や授

業力レベルアップ研修等の実

施

教育局 教育局 学びの連携推進

室

確かな学力の育成に向けた教

員研修の実施

児童生徒の基礎的知識・技能の定着や応用

力の育成，学習意欲等の向上を図るため，

教職員向けに提案授業の公開や授業力レベ

ルアップ研修等を実施します。

仙台市標準学力検査の結果分析を基に，小

学校4教科，中学校5教科で指導改善の提案

授業の公開や授業力のレベルアップを図っ

た研修を行った。

提案授業については538名の教員が参観

し，レベルアップ研修については2回の実

施で延べ308名の教員が参加した。今後も

指導の工夫改善と授業力のレベルアップに

対する教員のニーズに合う内容で取り組ん

でいくことが必要である。

方向性2 88

スクールカウンセラーの配置 いじめや不登校等の諸問題を

抱える児童生徒を心理的側面

から支援するスクールカウン

セラーの全市立学校への配置

教育局 教育局 教育相談課 スクールカウンセラーの配置 いじめ・不登校問題や生徒指導上の諸問題

の解決を図るため，児童生徒や保護者対象

のカウンセリング，教職員への助言等を実

施します。

全市立学校に配置または派遣

拠点校方式を6ブロックで実施

全市立学校へ週１日配置するなどより一層

の拡充を図る必要がある。

方向性2 89

スクールカウンセラー向けの

専門性向上研修の実施

スクールカウンセラーを対象

とした、スーパーバイザーに

よる助言指導や、専門性向上

のための各種研修の実施

教育局 教育局 教育相談課 スクールカウンセラーを対象

とした専門性向上に向けた研

修の実施

スクールカウンセラーを対象とした、スー

パーバイザーによる助言指導や、専門性向

上のための各種研修の実施

全体研修2回，連絡協議会2回，機関研修1

回，新任層研修2回，グループ研修5回実施

喫緊の課題であるいじめ，不登校，さらに

自死予防等についての研修を実施する。

方向性2 90

スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカーと

の連携に関する教員用資料の

活用

「スクールカウンセラーの効

果的活用」等の指導資料によ

る、スクールカウンセラーや

スクールソーシャルワーカー

との連携に関する教員の対応

力の向上

教育局 教育局 教育相談課 スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカーと

の連携に関する教員用資料の

活用

「スクールカウンセラーの効果的活用」な

どの指導資料による、スクールカウンセ

ラーやスクールソーシャルワーカーとの連

携に関する教員の対応力の向上

スクールカウンセラー連絡協議会で資料を

紹介

スクールカウンセラー調査研究委員会で再

配布

スクールカウンセラー調査研究委員会で教

員との連携のあり方について検討する。
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方向性2 91

いじめ・不登校問題に関する

教員用指導資料の活用

「いじめ対策ハンドブッ

ク」、「いじめ防止マニュア

ル」、「不登校対策マニュア

ル」等の指導資料による、い

じめや不登校問題に対する教

員の理解力と対応力の向上

教育局 教育局 教育相談課 教員用指導資料の作成・配布 「いじめ対策ハンドブック」「いじめ防止

マニュアル」「不登校対策マニュアル」等

を全教員に配布し，教員のいじめや不登校

に対する理解と対応力の向上を図ります。

3月末に「不登校対策ハンドブック」を全

教員に配布

不登校支援コーディネーター研修，いじめ

対策担当教諭研修等で活用に関して周知す

る。

方向性2 92

「さわやか相談員」の配置 児童生徒の話し相手となり、

悩みや不安を気軽に相談する

ことができる「さわやか相談

員」の市立小中学校（一部）

への配置

教育局 教育局 教育相談課 「さわやか相談員」の配置 学校生活の中で，児童生徒の話し相手にな

り，悩みや不安を気軽に相談できる「さわ

やか相談員」を配置します。

小学校47校，中学校14校に配置

相談件数32,664件

配置を希望する学校に対して実際の配置は

約7割となっており，配置校の拡充が必要

である。

方向性2 93

いじめ対策担当教諭向け研修

の実施

いじめ対策担当教諭を対象と

した、いじめ問題に関する知

識や対応、各学校におけるい

じめ対策等の具体的な実践例

を学ぶための研修の実施

教育局 教育局 教育相談課 いじめ対策担当教諭向け研修

の実施

いじめ対策担当教諭を対象とした、いじめ

問題に関する知識や対応、各学校における

いじめ対策等の具体的な実践例を学ぶため

の研修の実施

年3回実施（4月，7月，11月） 様々な視点と多様な発想から，いじめ問題

に関する研修内容を検討して実施する。

方向性2 94

アルコール関連問題対応研修

の実施

市立病院職員を対象とした、

アルコール問題を抱える方に

対する心身両面からの回復促

進的支援を行うための能力向

上研修の実施

市立病院 市立病院 総合サポートセ

ンター

アルコール関連問題対応研修 アルコール関連問題を抱える患者が身体・

精神両方の治療を継続し、回復につながる

ような支援を行えるよう、当院職員の支援

の向上を図ります。

平成30年11月に当院職員を対象に講師を

招き事例検討会を実施した。また、外部の

アルコール関連の研修会に参加した。

アルコール関連問題を抱える患者の治療は

困難なため、引き続き研修会等で職員の支

援の向上を図る必要がある。

方向性2 95

入院患者に対する傾聴ボラン

ティアの養成研修・スキル

アップ研修の実施

市立病院入院中の患者が安心

して過ごせるよう、患者の話

に耳を傾け、気持ちに寄り添

う傾聴ボランティアの養成研

修やスキルアップ研修の実施

市立病院 市立病院 総合サポートセ

ンター

傾聴ボランティア養成研修 当院入院中の患者の話に耳を傾け、気持ち

に寄り添い、入院中安心して過ごせるよう

に活動を行う傾聴ボランティアを養成する

とともに、活動しているボランティアのス

キルアップ研修を行います。

平成30年11月に「ボランティア研修会」

を開催した。また、毎回の活動記録に対し

フィードバックを行い、ボランティアのさ

らなるスキルアップを図った。

有能なボランティアが養成されているが、

今後は登録者のさらなる拡大が課題であ

る。

方向性3 96

健康福祉局 障害企画課 障害者虐待対応 障害者虐待防止センター（各区保健福祉セ

ンター、障害者総合支援センター・精神保

健福祉総合センター・北部/南部発達相談

支援センター、24時間専用ダイヤル、障害

企画課・障害者支援課）による、障害者虐

待の早期発見や早期対応に向けた、通報に

基づく相談支援の実施

相談等受理件数：49件、内、虐待件数：7

件（養護者による虐待 4件、障害者福祉施

設従事者等による虐待 3件）

引き続き、障害者虐待の早期発見や早期対

応に努める。

方向性3 96

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

高齢者総合相談 各区障害高齢課・宮城総合支所保健福祉課

において、認知症を含めた介護、日常生活

支援や虐待等、高齢者に係る様々な相談に

応じ、関係機関・団体との緊密な連絡調整

を行います。

高齢者総合相談実績

区・総合支所　　8,108件

前年度よりも相談件数が増加している。相

談内容も複雑化し多岐に渡っていることか

ら、対応する職員の能力向上に努める必要

がある。

児童、高齢者、障害者に対す

る虐待相談の実施

各区保健福祉センターや児童

相談所への専門職員配置によ

る虐待に関する相談支援の実

施

健康福祉局

子供未来局

各区
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方向性3 96

子供未来局 児童相談所相談

指導課

児童虐待対応 児童虐待の早期発見・早期対応や虐待を受

けた子どもの適切な保護や支援を行うため

児童相談所の体制強化を図ります。

H30年度の虐待対応件数は918件となり、

H29年度比で約15%増加している。虐待を

受けた児童の中には身体に重篤なダメージ

を受けた低年齢児や心理面に影響がみられ

る児童などさまざまなケースがあった。

　児童の所属先と対応を進めることも多

い。その中で，しつけと称した体罰も散見

され，長きに渡り発見されず心理面にも影

響がでているケースもあった。自傷行為に

も発展する場合もあり早期発見のため各所

属や関係機関には積極的な通告・情報提供

をお願いしている。

方向性3 96

子供未来局 児童相談所相談

指導課

24時間電話相談 平日日中は児童相談所の相談員が、休日や

夜間は委託した専門の業者による電話相談

を行い様々な相談や虐待通報等に対応して

いる。

　平成30年度においては，2,520件の電話

相談を受け付けた。なお，このうち1,251

件は夜間・休日に受け付けたもの。

　24時間相談・虐待通報を受け付けること

により，児童虐待事案等に対して迅速に対

応している。

方向性3 96

青葉区 家庭健康課 要保護児童対策 総合相談や母子保健活動を通じ、児童虐待

の発生予防、早期発見・早期対応や虐待を

受けた子供の適切な保護・支援を行ってい

ます。

要保護児童対策地域協議会・青葉区実務者

会議の実施（3回）

【3回延数】

・児童：286人、特任：96人

・対象児童の支援状況、方針等報告検討を

行う。

・対象数が多い為、新規ケースの方針確

認、進捗管理で終始し、充分な審議が出来

ない状況にある。

・H31年度から宮城総合支所が青葉区から

独立し実施。

方向性3 96

宮城総合支所 保健福祉課 高齢者虐待対応 総合相談を通じ、虐待の早期発見や早期対

応を行ったり、虐待通報に基づく対応や支

援を実施します。

通報11件。うち虐待案件として対応したも

のは3件。そのほかは家族間トラブル、夫

婦間DVとして支援実施。

関係機関と連携し、高齢者とその擁護者支

援を実施している。支援者がいながらも複

数回虐待が繰り返されたのち通報された

ケースもあった。地域の支援者と虐待とそ

の対応方法について共有していけるよう、

地域包括支援センターとともに対策を検討

していく必要がある。

方向性3 96

宮城総合支所 保健福祉課 要保護児童対策 総合相談や母子保健活動を通じ、児童虐待

の発生予防、早期発見・早期対応や虐待を

受けた子供の適切な保護・支援を行いま

す。

総合相談で、家庭や子どもの課題について

把握し、支援を実施したほか、要保護児童

対策地域協議会において、関係機関との連

携を図り、支援につなげました。

必要に応じて個別ケース会議を行うなど関

係機関連携を図っていますが、一層の早期

介入・支援を目指し、引き続き実施しま

す。

方向性3 96

宮城総合支所 保健福祉課 障害者虐待対応 総合相談を通じ、虐待の早期発見や早期対

応を行ったり、虐待通報に基づく対応や支

援を実施します。

警察、施設職員、近隣住民からの通報に基

づき、対応や支援を実施している。虐待通

報3件受理。2件終結、1件対応継続中。

総合相談を通じた虐待の早期発見、早期対

応を目指している。対象者や扶養者に対す

る生活支援により、虐待発生のリスクを減

らすよう相談対応している。

虐待通報等により虐待が疑われる対象者い

ついては、早急に状況確認を行い、必要な

事案については関係機関と連携し複雑化し

た事案に対応している。

方向性3 96

宮城野区 家庭健康課 児童虐待対応 児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応

や虐待を受けた子供への適切な支援を図る

ため、児童相談所など関係機関との連携の

下、被虐待児及びその保護者に対する支援

に取り組みます。

年間を通し実施。 児童の所属機関等と連携し、

支援を実施した。なお、本区で緊急度・深

刻度高と判断したケースについて、児童相

談所の判断が低という場合も多く、連携に

課題あり。

方向性3 96

宮城野区 家庭健康課 要保護児童対策 総合相談や母子保健活動を通じ、児童虐待

の発生予防、早期発見・早期対応や虐待を

受けた子供の適切な保護・支援を行いま

す。

総合相談：１５，９９９件 総件数は、昨年度より６２８件減だが、困

難事例が増加し、よりきめ細やかな支援や

関係機関との支援会議、緊急対応も増加し

ている。

児童、高齢者、障害者に対す

る虐待相談の実施

各区保健福祉センターや児童

相談所への専門職員配置によ

る虐待に関する相談支援の実

施

健康福祉局

子供未来局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 96

若林区 家庭健康課 要保護児童対策 総合相談や母子保健活動を通じ、児童虐待

の発生予防、早期発見・早期対応や虐待を

受けた子供の適切な保護・支援を行いま

す。

保健師の地区支援実件数は945件、その内

752件（8割）は養育支援。相談件数は

4,459件。

地区支援実件数は増加。定期的にケースレ

ビューや必要時ケース検討会を開催するこ

とができた。

方向性3 96

太白区 家庭健康課 要保護児童対策 総合相談や母子保健活動を通じ、児童虐待

の発生予防、早期発見・早期対応や虐待を

受けた子供の適切な保護・支援を行ってい

ます。

要保護児童258名への保護・支援を行っ

た。

要保護児童への保護・支援に努めてきた。

方向性3 96

秋保総合支所 保健福祉課 要保護児童対策 総合相談や母子保健活動を通じ、児童虐待

の発生予防、早期発見・早期対応や虐待を

受けた子供の適切な保護・支援を行いま

す。

実4名。 対象に合わせた支援ができた。

方向性3 96

泉区 家庭健康課 要保護児童対策 総合相談や母子保健活動を通じ、児童虐待

の発生予防、早期発見・早期対応や虐待を

受けた子供の適切な保護・支援を行ってい

ます。

年間を通して実施。支援が必要なケースに

ついては継続的に状況を把握し、虐待の発

生予防に努めた。新規ケースについても支

援策を検討し対応を決定してている。

新規相談ケースについては、児童相談所、

泉警察署、所属等と情報の共有を図ってお

り、この関係性を維持する。

方向性3 97

健康福祉局 保護自立支援課 学習支援事業 中学生及び高校生のいる生活困窮世帯を対

象に貧困の連鎖を防ぐため、学習支援及び

心の安定を図る居場所の提供を行うととも

に、保護者への相談支援などを行います。

【学習・生活サポート事業（中学生対

象）】

①実施箇所数 20教室、参加者数 295名

②定期的に教室に参加していた中学3年生

104名のうち、高校進学104名

【中途退学未然防止等事業（高校生世代対

象）】

①実施箇所数 3教室、参加者数 79名

②学習・生活サポート事業卒業生へのモニ

タリング調査では、対象者286名のうち、

中退したのは5名。その3名については、中

退後に教育機関等の社会資源につなげた。

参加者した子どもたちの学力向上が見られ

たほか、子どもたちの居場所としての役割

を果たすことができた。

方向性3 97

子供未来局 子供家庭支援課 学習支援事業 中学生及び高校生のいる低所得世帯を対象

に貧困の連鎖を防ぐため、学習支援や保護

者への相談支援などを行います。

（保護自立支援課回答を転記）

【学習・生活サポート事業（中学生対

象）】

①実施箇所数 20教室、参加者数 295名

②定期的に教室に参加していた中学3年生

104名のうち、高校進学104名

【中途退学未然防止等事業（高校生世代対

象）】

①実施箇所数 3教室、参加者数 79名

②学習・生活サポート事業卒業生へのモニ

タリング調査では、対象者286名のうち、

中退したのは5名。その3名については、中

退後に教育機関等の社会資源につなげた。

（保護自立支援課回答を転記）

参加者した子どもたちの学力向上が見られ

たほか、子どもたちの居場所としての役割

を果たすことができた。

方向性3 98

健康福祉局 保護自立支援課 生活保護相談の実施 生活に困窮する方や生活保護を受給してい

る方を対象とした、生活全般の自立助長に

係る相談等の実施

生活に困窮する方や生活保護を受給してい

る方からの相談に対し随時対応した。

相談があった方に対し、適宜説明を行うと

ともに、区役所や関係機関を案内するなど

した。

方向性3 98

青葉区 保護第一課

保護第二課

生活保護相談 生活保護に関する相談 生活保護に関する相談を実施 適切に実施

学習・生活サポート事業、中

途退学未然防止等事業の実施

生活困窮世帯の中高生を対象

とした、学習支援や居場所の

提供、保護者に対する相談支

援の実施

健康福祉局

子供未来局

生活保護の実施 生活に困窮する方や生活保護

を受給している方を対象とし

た、生活全般の自立助長に係

る相談等の実施

健康福祉局

各区

児童、高齢者、障害者に対す

る虐待相談の実施

各区保健福祉センターや児童

相談所への専門職員配置によ

る虐待に関する相談支援の実

施

健康福祉局

子供未来局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 98
宮城総合支所 管理課 生活保護相談 生活保護に関する相談 H30.10.1より生活保護措置開始 適切に対応できた。

方向性3 98

宮城野区 保護課 生活保護相談 生活保護に関する相談 延相談件数　849件 適切に実施しています。今後も引き続き実

施してまいります。

方向性3 98

若林区 保護課 生活保護相談 生活保護に関する相談 年間を通し実施し、延べ916人の相談を受

けた。

生活保護相談者の中には、極度の貧困状態

など死と直面しているケースもあることか

ら、関係機関との連携など適切な対応が求

められている。

方向性3 98

太白区 保護課 生活保護相談 生活保護等に関する相談を実施する。 年間を通し実施し、述べ939人の相談を受

けた

マンパワーが不足する中今後も、個々の生

活困窮の状況等を丁寧に聞き取り対応して

いくことが必要である。

方向性3 98

泉区 保護課 生活保護相談 生活保護に関する相談 生活困窮者や生活保護受給者に対し、面接

相談員、現業員が相談等を実施した。

生活困難な世帯に対しては生活保護法にも

とづき保護を実施するとともに、経済的な

問題以外を抱えた世帯については、関係機

関との連携を図って支援することで、適切

な支援を実施することができた。

方向性3 99

健康福祉局 社会課 成年後見制度利用支援事業 認知症・知的障害・精神障害等により判断

能力が十分でなく、福祉サービスの利用契

約や財産管理等の支援が必要な場合で、成

年後見制度の利用が必要にも関わらず、後

見等開始の申立を行う親族等がいない場合

に、市長が申立を行い、後見報酬等の助成

を行います。

かっこ内は29年度

市長申立35件（21件）

申立費用助成36件、約57万円

（18件、約35万円）

報酬費用助成37件、約786万円

   (30件、約625万円）

市長申立及び助成の実施により、権利擁護

と制度の利用促進を図ることができた。引

き続き、成年後見総合センター等と連携

し、制度の広報・啓発に取り組む必要があ

る。

方向性3 99

青葉区 障害高齢課 成年後見制度利用支援事業 認知症・知的障害・精神障害等により判断

能力が十分でなく、福祉サービスの利用契

約や財産管理等の支援が必要な場合で、成

年後見制度の利用が必要にも関わらず、後

見等開始の申立を行う親族等がいない場合

に、市長が申立を行い、後見報酬等の助成

を行います。

年間を通し適宜実施 対象者に対し適切に支援をすることができ

た。

方向性3 99

宮城野区 障害高齢課 成年後見制度の利用支援 成年後見制度の利用にあたり、親族の不在

により家庭裁判所への申立を行えない方等

を対象とした、市長による申立や後見人等

報酬の助成による利用支援

適宜実施 対象者に対し適切に案内し実施することが

できた。

方向性3 99

若林区 障害高齢課 成年後見制度利用支援事業 認知症・知的障害・精神障害等により判断

能力が十分でなく、福祉サービスの利用契

約や財産管理等の支援が必要な場合で、成

年後見制度の利用が必要にも関わらず、後

見等開始の申立を行う親族等がいない場合

に、市長が申立を行い、後見報酬等の助成

を行います。

高齢者：年3件（後見1件、保佐2件）

障害者：年0件

高齢者：申立費用の助成3件、後見報酬の

助成5件

障害者：申立費用の助成0件、後見報酬の

助成2件

必要な案件に対し、迅速に対応することが

できた。

生活保護の実施 生活に困窮する方や生活保護

を受給している方を対象とし

た、生活全般の自立助長に係

る相談等の実施

健康福祉局

各区

健康福祉局

各区

成年後見制度の利用支援 成年後見制度の利用にあた

り、親族の不在により家庭裁

判所への申立を行えない方等

を対象とした、市長による申

立や後見人等報酬の助成によ

る利用支援
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 99

太白区 障害高齢課 成年後見制度利用支援事業 認知症・知的障害・精神障害等により判断

能力が十分でなく、福祉サービスの利用契

約や財産管理等の支援が必要な場合で、成

年後見制度の利用が必要にも関わらず、後

見等開始の申立を行う親族等がいない場合

に、市長が申立を行い、後見報酬等の助成

を行います。

市長申立件数　16人（認知症高齢者15

人、障害者1人）

後見報酬等の助成　13件

年間通じ適宜実施

市長申立の基準が明確になっていないため

申立の判断に苦慮している。

方向性3 99

泉区 障害高齢課 成年後見制度利用支援事業 認知症・知的障害・精神障害等により判断

能力が十分でなく、福祉サービスの利用契

約や財産管理等の支援が必要な場合で、成

年後見制度の利用が必要にも関わらず、後

見等開始の申立を行う親族等がいない場合

に、市長が申立を行い、後見報酬等の助成

を行います。

年間通じて適宜実施。 対象者に対して、適切に案内することがで

きた。

方向性3 100

健康福祉局 障害企画課 障害者差別解消に係る相談体

制の強化

各区障害高齢課等に、差別に関する相談を

含む総合相談に対応する相談員の配置を行

い、相談体制を強化します。

各区障害高齢課・宮城総合支所保健福祉課

に相談員を配置。相談受付件数は75件。

相談員の配置により相談体制の強化を図る

ことができた。

方向性3 100

青葉区 障害高齢課 障害者差別解消に係る相談体

制の強化

各区障害高齢課等に、差別に関する相談を

含む総合相談に対応する相談員の配置を行

い、相談体制を強化します。

年間を通じ適宜実施

相談件数０件

平成30年度の相談はなかったが、今後も継

続していく

方向性3 100

宮城野区 障害高齢課 障害者差別解消に係る相談体

制の強化

各区障害高齢課等に、差別に関する相談を

含む総合相談に対応する相談員の配置を行

い、相談体制を強化します。

適宜実施 相談に対し適切に対応することができた。

方向性3 100

若林区 障害高齢課 障害者差別解消に係る相談体

制の強化

各区障害高齢課等に、差別に関する相談を

含む総合相談に対応する相談員の配置を行

い、相談体制を強化します。

・授業や講演、パネル展でリーフレットを

配布し、年間470部配布した

・障害理解パネル展を年１回　１週間実施

した

・若林区内児童館13館に障害理解促進のた

め「ちょっとまわりをみてみよう　こまっ

たを感じている人がいるよ」のポスターの

掲示依頼をした

・小４に障害理解の授業を年間３回　参加

人数309名に授業を行った

・若林区地域学校連携会議にて、障害理解

促進授業の実施について報告をした。参加

人数98名

・Ｈ３０年度学び会い授業にて、合理的配

慮についての授業を実施した。参加人数31

名

・Ｈ３０年度業績発表にて、障害理解授業

差別解消の理解促進の為に、引き続き障害

理解の授業の実施を行う。授業・パネル

展・研修を通じて、障害者差別解消法の理

解を促進して、相談につながりやすい土壌

づくりをひきつづき行う

方向性3 100

太白区 障害高齢課 障害者差別解消に係る相談体制の強化各区障害高齢課等に、差別に関する相談を

含む総合相談に対応する相談員の配置を行

い、相談体制を強化します。

年間通じ適宜実施

相談件数　15件

相談に対し適切に対応することができた。

健康福祉局

各区

健康福祉局

各区

障害者差別解消相談の実施 各区保健福祉センターへの専

門職員配置による、障害者差

別の解消に関する相談支援の

実施

成年後見制度の利用支援 成年後見制度の利用にあた

り、親族の不在により家庭裁

判所への申立を行えない方等

を対象とした、市長による申

立や後見人等報酬の助成によ

る利用支援
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 100

泉区 障害高齢課 障害者差別解消に係る相談体

制の強化

各区障害高齢課等に、差別に関する相談を

含む総合相談に対応する相談員の配置を行

い、相談体制を強化します。

年間を通じて実施し、実数2名、延べ数2名

の相談を受けた。

相談者側から直接「差別を受けた」という

言葉がなくとも、普段の相談業務の中で、

支援者側が「これは差別ではないか」とい

う視点をもって業務を行うことが必要と考

える。

方向性3 101

健康福祉局 障害者支援課 被災者の心のケア支援事業 震災を契機として精神的に不安定になった

方々の生活を維持し、心身の問題の悪化を

防止するために、各区・総合支所・精神保

健福祉センター嘱託職員による仮設住宅・

復興公営住宅等入居者訪問相談支援を実施

したり、パンフレットの配布などによる心

のケアに係る相談窓口情報の普及啓発を行

うなどします。

相談延件数4,123件（訪問1,313件、来所

736件、電話1,647件、集団活動の中での

相談1件、その他442件）

個別支援の件数は減少傾向にあるが、沿岸

部においては内陸部の約2.8倍の相談件数

があり、今後も需要が見込まれる。相談内

容についても年々多様化する傾向があり、

専門職による継続的な介入を要するケース

もみられる。

方向性3 101

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

震災後心のケア支援事業 被災者が精神的ストレスを軽減できるよう

に、区役所職員と同行訪問等を実施しま

す。

各区保健福祉センターと協働で、訪問支援

（延260件）を行った。

自らＳＯＳを出したり、相談先に出向いた

りするのが困難なケースにアウトリーチ活

動を行うことで、精神的ストレスの軽減

や、抱える問題の悪化を防ぎ、必要な支援

機関に繋げることができた。

方向性3 101

健康福祉局 健康政策課 被災者の健康支援 要支援者への訪問等による個別支援や、被

災者同士や地域の人と交流機会をつくる支

援を行っています

訪問、面接、電話等で延べ7,896件。 要支援者は減少傾向だが、長期的な支援を

要する者もいるため、今後も継続した支援

が必要。

方向性3 101

青葉区 家庭健康課 被災者に対する訪問等の支援

活動

被災者の健康調査の結果等から、必要な方

に保健師や看護師等が訪問し、健康支援と

孤立防止の支援を行います。必要時、適切

な相談機関等につなぎ、連携を図ります。

支援件数は26世帯。 ケース数は年々減少しているが、終結でき

ないケースの継続支援は必要である

方向性3 101

青葉区 障害高齢課 被災者の心のケア支援事業 震災後の被災者に対して，精神保健福祉に

関する相談・訪問を行います。

相談対応延人数70人（新規4人、継続66

人）

徐々に落ちつき始め、支援を終了したケー

スもあり、支援件数が減少した。

方向性3 101

宮城総合支所 保健福祉課 被災者支援 被災者の健康調査の結果等から、必要な方

に保健師や看護師等が訪問し、健康支援と

孤立防止の支援を行います。必要時、適切

な相談機関等につなぎ、連携を図ります。

保健福祉課実施分：延支援件数103名。看

護協会実施分：延45名。

復興住での自主サロンや健康教育がきっか

けで要支援者ではない被災者から健康相談

につながったケースがあった。気づきが挙

がりにくいことを踏まえ、包括主催で地域

支援者と相談し合える場を作っていく。

方向性3 101

宮城野区 家庭健康課 被災者に対する訪問型支援の

拡充

被災者の健康調査の結果等から、必要な方

に保健師や看護師等が訪問し、健康支援と

孤立防止の支援を行います。必要時、適切

な相談機関等につなぎ、連携を図ります。

通年訪問支援を実施しており、延1240件

の訪問支援を実施。

訪問支援を通し、個別支援のみならず、地

域のニーズをヒアリングできる機会とな

り、新たな運動教室の開催等につながって

いる。生活再建を果たす方がいる一方で、

コミュニティ変化による孤立化等により心

身の不調・飲酒問題の顕在化等、継続支援

を要するケースが多くいる。

方向性3 101

宮城野区 障害高齢課 被災者の心のケア支援事業 大災害後の被災者へのこころのケアを実施

し、被災者が日常生活を取り戻していく過

程において、メンタルヘルス上の問題を早

期に発見し、問題の長期化や重症化の防止

を目指します。

適宜実施 例年通り実施することができた。

健康福祉局

各区

被災者心のケア支援、被災者

健康支援の実施

各区保健福祉センターや精神

保健福祉総合センター等の関

係機関の連携による、アウト

リーチを主体とした東日本大

震災の被災者への健康支援、

コミュニティづくりの支援、

孤立防止の相談の実施

健康福祉局

各区

障害者差別解消相談の実施 各区保健福祉センターへの専

門職員配置による、障害者差

別の解消に関する相談支援の

実施
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 101

宮城野区 障害高齢課 アルコール事業 被災地において増加傾向にあるアルコール

問題について、個別相談や支援者向けの研

修などを行います。

11月実施 参加者が興味を持てるテーマの設定を行っ

ていけるとよい。

方向性3 101

若林区 家庭健康課 被災者に対する心のケア 復興公営住宅入居者及び防災集団移転居住

者に対して訪問により心の健康も含めた健

康支援を実施。また、運動を中心とした介

護予防を切り口としたサロンを開催し、コ

ミュニティ支援および心の健康に関する支

援を実施します。

復興公営住宅入居者に生活再建推進室で生

活状況調査を実施し情報共有し、必要な方

に2か月に1回訪問。防災集団地に全戸調

査。275件。継続ケース10件。県健康調査

後の要確認者への訪問。278件。継続ケー

ス41件

支援対象者を地域での見守りや他機関への

つなぎ方が課題。一般入居も始まっている

ので、個別支援の支援範囲の設定の仕方を

どうするか。各部署で持っている情報の共

有化と支援方針等の合意形成の機会が必

要。

方向性3 101

若林区 障害高齢課 被災者健康支援 震災後の心のケアを訪問、面接、電話等で

行います。

年間を通し実施し、述1119件（民間賃貸

住宅8件、復興公営住宅815件、地域在住

者等296件）の相談を受けた。

被災に関係する機関の変化があるなかで、

今後も関係機関との連携、支援体制作りを

しながら切れ目ない支援をしていく必要が

ある。

方向性3 101

太白区 家庭健康課 被災者に対する訪問等の支援

活動

被災者の相談に対応するため個別訪問によ

るアウトリーチ活動を行います。

訪問支援　延549名 新しい環境に慣れ、生活も落ち着いてきて

いるが、一部の被災者は家族関係や近隣関

係に悩んでおり、引き続き支援が必要であ

る。

方向性3 101

太白区 家庭健康課 復興公営住宅入居者等への健

康支援における心の健康の啓

発・相談

復興公営住宅入居者等に対し訪問等による

個別相談やサロン等の集団の場で心の健康

に関する講話やパンフレットの配布を通

し、心の健康に係る相談や啓発を行いま

す。

3サロン、計31回、延399名 サロン2か所は自立して活動できており、

次年度自主化する1か所を継続支援する。

方向性3 101

太白区 障害高齢課 被災者に対するアウトリーチ

活動

回復の二極化が進み，回復が思わしくない

被災者の個々の相談にたいするため，個別

訪問によるアウトリーチ支援を行う。

訪問、電話、来所により延べ412人に対し

相談対応をおこなった

復興公営住宅への訪問を中心に相談に対応

しることができた。

方向性3 101

泉区 家庭健康課 被災者健康支援事業 被災者の健康調査の結果から、必要な方に

保健師や看護師等が訪問し、健康状態の確

認と孤立防止の支援を行う。必要時、適切

な相談機関等に紹介しています。

年間を通じ、復興公営住宅（市営住宅）は

延60件（延60世帯）、地域在住者は延8件

（延5世帯）の訪問支援を行った。

精神保健福祉総合センター・障害高齢課と

情報共有を図り支援の方向性を検討でき

た。また昨年度から「朝から飲酒」の対象

者が増えたため、次年度はAUDITを使用

し、アルコール問題を抱えた方のスクリー

ニングを行う。

方向性3 101

泉区 障害高齢課 震災後の心のケア 震災後の被災者に対して，精神保健福祉に

関する相談に対応する。

年間を通じて実施。また、年4回、はあと

ぽーとと家庭健康課と障害高齢課とで被災

者支援ケースレビューを実施した。

レビューでは支援している事例の全体像、

個別支援状況を踏まえた上で、泉区全体の

被災者支援の在り方について意見交換がで

き、有意義な場となった。

方向性3 102

健康福祉局 障害者支援課 こころの健康づくり（区精神

保健指導医関係）

心の健康に関することや精神障害のある方

の日常生活・社会参加などについて，精神

科医，精神保健福祉相談員，保健師などが

相談を行います。

各区・総合支所において、精神科医等によ

る精神保健福祉相談を実施した（延167

回、延316人）。

市政だよりやホームページ等を用いて周知

を行い、心の健康に関する困りごと（心の

悩みや精神疾患の治療など）に対応するこ

とができた。

方向性3 102

青葉区 障害高齢課 こころの健康相談 市民の心の不調や精神的な悩みについて、

精神科医や相談員などが相談を行います。

22回実施。相談件数(延)47件。 精神疾患等の早期発見・早期治療のきっか

けになっている。また、指導医とのカン

ファレンスを行うことで見立てや支援方針

の確認ができた。

こころの健康相談の実施 こころの不調やアルコール問

題等の精神的な悩みを抱える

市民を対象とした、精神科医

等による相談の実施

健康福祉局

各区

被災者心のケア支援、被災者

健康支援の実施

各区保健福祉センターや精神

保健福祉総合センター等の関

係機関の連携による、アウト

リーチを主体とした東日本大

震災の被災者への健康支援、

コミュニティづくりの支援、

孤立防止の相談の実施

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 102

宮城総合支所 保健福祉課 こころの健康相談 精神科医等が市民からのメンタルヘルスに

関する個別の相談に応じます。

年12回開催。30件利用。 自身のことや精神的な不調に関することだ

けでなく、家族関係に悩み相談を希望する

方も多い。

方向性3 102

宮城野区 障害高齢課 こころの健康相談 市民の心の不調や精神的な悩みについて、

精神科医や相談員などが相談を受け付けて

おります。

29回実施 市民の相談の他。職員のSVとしても活用す

ることができた。

方向性3 102

宮城野区 障害高齢課 こころの健康相談 精神科医などの専門職が、心の病に関する

個別相談を行います。

29回実施 市民の相談の他。職員のSVとしても活用す

ることができた。

方向性3 102

若林区 障害高齢課 心の健康相談 精神科医、精神保健福祉相談員等による相

談を実施します。

年間29回実施し、延べ45人の相談を受け

た。その後、必要に応じて継続対応した

ケースもある。

日付が限定されるため、利用できる方に限

りがある。多くの方に利用していただける

ように継続して市政だよりに継続して掲載

していく。

方向性3 102

太白区 障害高齢課 こころの健康相談 市民のこころの不調やアルコールの問題等

の精神的な悩みについて，精神科医，精神

保健福祉相談員等が相談を受け，必要に応

じて関係機関と連携して支援を行う。

43回、68件の相談をおこなった。 こころの不調を感じている市民に対しタイ

ムリーに情報提供ができるよう広報周知の

工夫が必要である。

方向性3 102

秋保総合支所 保健福祉課 こころの健康相談 精神科医等が市民からのメンタルヘルスに

関する個別の相談に応じます。

1回/年。2件 1回/年、必要時随時実施が必要。

方向性3 102

泉区 障害高齢課 こころの健康相談 様々な市民からの精神保健福祉に係る相談

に対して，月3回程度精神科医による相談

を実施する。

実施回数29回、相談実数56件。 区職員や包括職員も参加してのケースカン

ファレンスの場としても大いに活用でき

た。また、インテークや指導医とのカン

ファレンスを経て、継続支援へとスムーズ

に流れ、職員が複数で関わることにより、

多角的視点で個別事例の支援を行うことが

できた。

方向性3 102

泉区 障害高齢課 総合相談 様々な市民からの精神保健福祉に係る相談

に対して，来所，電話，訪問による相談を

実施する。

年間を通じて実施。障害者総合相談として

の実施報告としては、訪問472件、来所相

談707件、電話相談826件、個別支援会議

202件。

相談件数は前年度より増加。前年と比較す

ると、老人精神保健、引きこもりの相談内

容が増加傾向にある。高齢分野を含めての

課としての総合相談のあり方や仕組み作り

は今後も課題となる。

方向性3 103

健康福祉局 障害者支援課 精神障害者家族教室（家族の

交流の場）

精神障害のある方の家族を対象とした、孤

立の予防や解消を図るための家族創始での

悩みの共有や交流の機会の提供

各区において年間を通じ実施 各区において家族の方の適切な理解を促す

ことができた一方、新規の参加をいかに促

していくかが課題と言える。

方向性3 103

青葉区 障害高齢課 精神障害者家族教室 精神障害者を抱える家族を対象とし、精神

障害に関する正しい知識や社会資源の情報

提供等を行うとともに、家族間の交流をは

かります。

年8回実施。参加者（延99人（実参34

人）。

参加者の興味関心の高いテーマを把握し、

実施することができたため、前年度よりも

参加者数が増加した。

こころの健康相談の実施 こころの不調やアルコール問

題等の精神的な悩みを抱える

市民を対象とした、精神科医

等による相談の実施

健康福祉局

各区

健康福祉局

各区

精神障害者家族教室（家族の

交流の場）の実施

精神障害のある方の家族を対

象とした、孤立の予防や解消

を図るための家族同士での悩

みの共有や交流の機会の提供
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 103

宮城総合支所 保健福祉課 精神障害者家族教室 精神障害者を抱える家族を対象とした教室

を開催し、正しい知識や社会資源の情報提

供等を行うとともに、家族間の交流の場を

設けます。（年6回：7月～12月）

年6回。延べ参加者：40名 支所が主催する教室の他に、家族同士が自

主的に集まる自主サロンが6回行われた。

家族の家族による交流の場となっている。

方向性3 103

宮城野区 障害高齢課 精神保健家族教室 精神障害者の家族を対象とした教室です。

講話を通して家族が疾患や福祉制度・社会

資源を学びます。また，グループワークを

通して家族が支え合う集いの場です。

年12回実施。 新規参加者を定着するため工夫を行ってい

く。

方向性3 103

若林区 障害高齢課 精神障害者家族教室 精神障害者の家族が集い，交流する場を設

けます。

年10回(4月、5月、6月、7月、9月、10

月、11月、12月、1月、2月)開催し、延べ

49人が参加。

参加者が固定化しており、新規の参加者が

増えない状況。積極的な周知を行い、一定

の参加者を集めていく必要あり。

方向性3 103

太白区 障害高齢課 精神保健家族教室（①おしゃ

べりサロン・②家族勉強会）

精神障害者の家族を支援するために、居場

所としての“サロン”と、知識・情報提供の

場としての“勉強会”をそれぞれ行ってい

る。

①11回、実人数25人、延べ89人が参加し

た

②1回、22人が参加した

同じ立場の家族の交流、必要な情報提供な

ど行うことができた

方向性3 103

泉区 障害高齢課 精神障害者家族教室 精神障害者の家族が集い，交流する場を設

け，家族のみで抱え込まずに悩みを共有で

きる居場所づくりを行う。

年8回実施。実数38名、延べ数91名。 前年度より参加者は少なかった。参加者の

声より、制度やサービスについて正しい情

報を知りたいというニーズが高い。また、

男性参加者のみで語る場のニーズはある

が、本事業では女性参加者が圧倒的に多い

ため、参加が遠のいている男性もいるよう

である。

方向性3 104

健康福祉局 障害者支援課 障害者総合相談の実施 各区・総合支所の保健師、社会福祉主事、

精神保健福祉相談員等による障害者の生活

全般に渡る相談に対する保健、医療、福祉

等の総合的な支援の実施

各区・総合支所でのケースレビュー等の実

施状況を基に「効果的なレビューのあり

方」「重点的に関わる対象者の明確化」等

について整理し，共有を図った。

過不足ない支援を提供するためのツールと

して共有することができた。

方向性3 104

青葉区 障害高齢課 総合相談 様々な市民からの精神保健福祉に係る相談

に対して，来所，電話，訪問による相談を

実施する。

年間を通じ実施。 市民の方々の必要に応じた支援を提供する

ことができた。

方向性3 104

宮城総合支所 保健福祉課 地域精神保健福祉活動 地区ごとに保健師、精神保健福祉相談員を

配置し、アウトリーチを含めた個別支援を

実施します。

精神保健福祉に関する相談実績

来所相談：延173件

電話相談：延429件

訪問　　：延292件

対応件数はH29年度から増加傾向。

方向性3 104

宮城野区 障害高齢課 保健師等による訪問による支

援

地域に出向き、世帯の課題を把握し関わり

ながら、必要な支援につなげていきます。

適宜実施 例年通り実施することができた。

方向性3 104

宮城野区 障害高齢課 総合相談 様々な市民からの精神保健福祉に係る相談

に対して，来所，電話，訪問による相談を

実施します。

適宜実施 例年通り実施することができた。

健康福祉局

各区

障害者総合相談の実施 障害のある方を対象とした、

各区保健福祉センターの保健

師、社会福祉主事、精神保健

福祉相談員等による、総合的

な生活相談の実施

健康福祉局

各区

精神障害者家族教室（家族の

交流の場）の実施

精神障害のある方の家族を対

象とした、孤立の予防や解消

を図るための家族同士での悩

みの共有や交流の機会の提供
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 104

若林区 障害高齢課 保健師等による訪問による支

援

地域に出向き、世帯の課題を把握し関わり

ながら、必要な支援につなげていきます。

年間を通し実施し、実374件、述1354件の

相談を受けた。

職員の異動もある中、相談体制や支援の質

を担保できるよう、ＯＪＴを継続実施して

いく必要がある。

方向性3 104

若林区 障害高齢課 精神保健福祉相談 心の健康に関する相談を行います。 年間を通し実施し、実374件、述1354件の

相談を受けた。

職員の異動もある中、相談体制や支援の質

を担保できるよう、ＯＪＴを継続実施して

いく必要がある。

方向性3 104

太白区 障害高齢課 総合相談 様々な市民からの精神保健福祉に係る相談

に対して，来所，電話，訪問による相談を

実施します。

実人数1299人

方法別内訳　家庭訪問　1089件

　　　　　　来所　　　　924件

　　　　　　同行　　　　108件

　　　　　　電話相談　1213件

　　　　　　個別ケア会議　544件

　　　　　　関係機関連携　1074件

　　　　　　その他　　　　53件

　　　　　　合計　　　　5008件

必要に応じた市民への支援をおこなうこと

ができた

方向性3 104

秋保総合支所 保健福祉課 総合相談 様々な市民からの精神保健福祉に係る相談

に対して，来所，電話，訪問による相談を

実施する。

相談延11名。訪問延29名。 対象に合わせた支援ができた。

方向性3 104

泉区 障害高齢課 総合相談 様々な市民からの精神保健福祉に係る相談

に対して，来所，電話，訪問による相談を

実施する。

年間を通じて実施。障害者総合相談として

の実施報告としては、訪問472件、来所相

談707件、電話相談826件、個別支援会議

202件。

相談件数は前年度より増加。前年と比較す

ると、老人精神保健、引きこもりの相談内

容が増加傾向にある。高齢分野を含めての

課としての総合相談のあり方や仕組み作り

は今後も課題となる。

方向性3 105

健康福祉局 障害者支援課 障害者総合相談の実施 障害者総合相談の一環として自殺未遂者等

の家族等に対し電話や訪問等により相談支

援を実施している

年間を通じ各区などにおいて相談支援を実

施。。

それぞれの状況や状態に応じ、適切な支援

を提供することができた。

方向性3 105

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

自殺未遂者の家族等への支援 自殺未遂者の家族等を対象とした、電話や

訪問などによる相談支援の実施

自殺未遂者の家族等に対し、こころの絆セ

ンターでの電話相談や、面接相談等を実施

した。

自殺未遂者の家族等の相談に対応し、家族

の精神的負担の軽減や、問題解決に向けた

支援をすることができた。

方向性3 105

青葉区 障害高齢課 総合相談における自殺未遂者

等の家族等への支援

総合相談の一環として対象となる案件が

あった場合に自殺未遂者等の家族等への支

援必要な相談支援を実施している。

年間を通じ適宜実施 例年通り実施できた

方向性3 105

宮城総合支所 保健福祉課 地域精神保健福祉活動 地区ごとに保健師、精神保健福祉相談員を

配置し、アウトリーチを含めた個別支援を

実施します。

精神保健福祉に関する相談実績

来所相談：延173件

電話相談：延429件

訪問　　：延292件

対応件数はH29年度から増加傾向。

方向性3 105

宮城野区 障害高齢課 総合相談における自殺未遂者

等の家族等への支援

総合相談の一環として対象となる案件が

あった場合に自殺未遂者等の家族等へ必要

な相談支援を実施している。

適宜実施 例年通り実施することができた。

方向性3 105

若林区 障害高齢課 自殺未遂者の家族等への支援 自殺未遂者などの家族等を対象とした、電

話や訪問などによる相談支援の実施

実績なし 相談時には支援体制を組み対応する。

方向性3 105

太白区 障害高齢課 こころの健康に関する相談窓

口等の紹介

心の健康に関する情報等の案内を行う。

個別支援の中で必要時心の相談などの相談

窓口を周知する。

窓口等で周知した 市民の方々の必要に応じ情報提供を行うこ

とができた

障害者総合相談の実施 障害のある方を対象とした、

各区保健福祉センターの保健

師、社会福祉主事、精神保健

福祉相談員等による、総合的

な生活相談の実施

健康福祉局

各区

自殺未遂者等の家族等への支

援

自殺未遂者等の家族等を対象

とした、電話や訪問等による

相談支援の実施

健康福祉局

各区
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取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題
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資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 105

秋保総合支所 保健福祉課 こころの健康に関する相談窓

口等の紹介

心の健康に関する情報等の案内を行う。

個別支援の中で必要時心の相談などの相談

窓口を周知する。

対象となる案件がなかったため実施なし。 対象案件には適切に対応していく

方向性3 105

泉区 障害高齢課 家族等、身近な人の見守りへ

の支援

自殺未遂者、その家族、身近な人への来

所，電話，訪問による相談支援を行う。

年間通じて実施。 自殺未遂者への対応は緊急で対応が求めら

れることも多く、警察から相談を受けて緊

急で動くということが少なくなかった。

方向性3 106

健康福祉局 障害者総合支援

センター

仙台市難病サポートセンター

での相談支援

電話、面談等により、難病の方や家族等の

療養生活上、日常生活上の相談や各種公的

手続等に対する支援を行うほか、情報の提

供等を行う。

自死念慮については、年間1~2件あり、傾

聴を実施。必要に応じ区へ情報提供するこ

ともある。

統計等はとっていないため正確な件数は把

握していないが、傾聴し適切な機関につな

ぐ役目をはたしている。

方向性3 106

青葉区 障害高齢課 難病相談 保健師等が電話、面接、家庭訪問等を行

い、難病に関する相談を実施します。

相談件数131件 障害福祉サービス利用についての相談が多

くみられた。また新規申請時には対象者の

困りごとの把握につながっている。

方向性3 106

宮城総合支所 保健福祉課 難病相談 保健師等が電話、面接、家庭訪問等を行

い、難病に関する相談を実施します。

来所相談：39件

電話相談：10件

訪問　　：17件

ケース検討やレビューを活用した支援方針

の検討や共有が必要。また、災害時個別支

援計画の推進が課題である。

方向性3 106

宮城野区 障害高齢課 難病相談の実施 （窓口業務の一環）難病の方やその家族を

対象とした、相談の実施

適宜実施 例年通り実施することができた。

方向性3 106

若林区 障害高齢課 難病相談 保健師等が電話、面接、家庭訪問等を行

い、難病に関する相談を実施します。

災害時個別計画作成者(11名)に年1回の訪

問実施。その他、年間を通しサービス申請

に合わせた相談や窓口での相談を実施。

地域にいる難病患者や家族のニーズを把握

するために、支援機関との連携・情報共有

を積極的に行っていく必要あり。

方向性3 106

太白区 障害高齢課 難病相談 保健師等が電話、面接、家庭訪問等を行

い、難病に関する相談を実施。

実人数　33人

方法別内訳　来所　13人

　　　　　　家庭訪問　22人

市民からの相談に対し対応できた。今後

は、更に相談が必要な人の掘り起しのため

指定難病申請や更新時に申請受け付けだけ

ではなく療養状況を確認し保健師につなぐ

仕組みをつくる。

方向性3 106

秋保総合支所 保健福祉課 難病相談 保健師等が電話、面接、家庭訪問等を行

い、難病に関する相談を実施します。

相談延6名。訪問延２名 対象に合わせた支援ができた。

方向性3 106

泉区 障害高齢課 難病患者への相談対応 難病の方やその家族を対象にした、保健師

や看護師による相談の実施や支援情報の提

供

年間を通じて実施。30年度からは神経難病

患者に対し、地区担当保健師より全数状況

確認を実施。

全数状況確認をした結果、生活に困り感が

あるものの、相談先がわからず埋まってい

たケースが多く見出され、地区担当保健師

による継続支援、サービス利用に繋がった

ケースも多々あった。来年度も継続実施予

定。

方向性3 107

健康福祉局 障害者総合支援

センター

難病医療相談会の実施 難病を治療中の方やその家族を対象にし

た、専門医等による情報提供や相談の実施

年間30回実施し、専門医等による情報提供

や相談を実施。

自死念慮等の相談実態は把握していない

が、専門医等による情報提供や相談の機会

を得ることで、療養上の不安軽減の一助に

なっていると思われる。

方向性3 107

青葉区 障害高齢課 難病医療相談会 専門医、支援者による講話、相談等を行う

ことで、疾病への理解を深め、不安の解消

をはかるとともに、日常生活の支援情報の

提供を行う。

「神経難病と嚥下障害：食事・口腔ケア」

をテーマに開催。当事者と家族を中心に57

名参加。

講話についての理解度、満足度ともに高

く、質問も複数あり、日ごろの悩みの解消

にもつながった。

健康福祉局

各区

難病医療相談会の実施 難病を治療中の方やその家族

を対象とした、専門医等によ

る情報提供や相談の実施

健康福祉局

各区

難病相談の実施 難病の方やその家族を対象と

した、保健師、看護師、栄養

士等による相談の実施や支援

情報の提供

自殺未遂者等の家族等への支

援

自殺未遂者等の家族等を対象

とした、電話や訪問等による

相談支援の実施

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 107

宮城野区 障害高齢課 難病医療相談会 専門医、支援者による講話、相談等を行う

ことで、疾病への理解を深め、不安の解消

をはかるとともに、日常生活の支援情報の

提供を行います。

11月実施 参加者が興味を持てるテーマの設定を行っ

ていけるとよい。

方向性3 107

若林区 障害高齢課 難病医療相談会 専門医、支援者による講話、相談等を行う

ことで、疾病への理解を深め、不安の解消

をはかるとともに、日常生活の支援情報の

提供を行います。

H30.11月に下垂体疾患患者を対象に実

施。羽二生クリニックの医師へ講師依頼。

講話と患者交流を実施。19名が参加。

参加者からは不安が軽減したとの意見あ

り。当会が地域の難病患者にとって貴重な

機会になっていると感じた。

方向性3 107

太白区 障害高齢課 難病医療相談会 専門医、支援者による講話、相談等を行う

ことで、疾病への理解を深め、不安の解消

をはかるとともに、日常生活の支援情報の

提供を行う。

1回実施

テーマ

日頃の備えが大切！在宅療養患者の災害時

支援体制を考えよう

参加者　25名（訪問看護ステーション、居

宅介護事業所、各区保健師、障害者相談支

援j議要所等の職員）

人工呼吸器装着などの重度障害者の災害時

の対応や日頃の備えなどについて課題や各

機関の連携強化の必要性について共有でき

た。

方向性3 107

泉区 障害高齢課 難病医療相談会 難病を治療中の方やその家族を対象にし

た、専門医等による情報提供や相談の実施

難病支援従事者や難病治療の方やその家族

が対象となる研修会を１回実施。テーマは

神経難病患者の最新治療について。参加者

は38名。参加機関は21機関。

参加者の声より、病院との連携や患者への

精神支援、意思決定支援等に不安を感じて

いる支援者が多くいることがわかった。こ

れからは疾患の知識だけでなく、実践的な

支援方法や支援者としての判断のヒントに

なるような具体的な研修が求められると考

える。

方向性3 108

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

シニア世代向け健康づくりの

講座の実施

地域の高齢者が継続して参加できる運動を

中心とした介護予防の通いの場づくりを目

的に講座を行う。

6地域で講座実施、6グループが自主グルー

プとして活動継続。

地域の高齢者が継続して通う場が育成され

た。様々な状態像の高齢者を受け入れなが

ら今後も活動が継続されるよう支援してい

く必要がある。

方向性3 108

青葉区 家庭健康課 シニア世代の健康づくり講座 多様な健康状態の高齢者を対象に、自立し

た生きがいのある日常生活を営むことがで

きうよう、また地域の通いの場づくりとし

てグループの育成及び支援を行います。

健康教育を2回実施、計25名参加。1か所

の地域で8回の連続の運動講座を実施。

連続講座を実施した地域では自主活動が立

ち上がった。

方向性3 108

宮城野区 家庭健康課 シニア健康づくり講座事業 多様な健康状態の高齢者を対象に、自立し

た生きがいのある日常生活を営むことがで

きうよう、また地域の通いの場づくりとし

てグループの育成及び支援を行います。

復興公営住宅1か所に8回講師を派遣。述べ

86人が参加した。講座終了後は自主運動グ

ループとなり、平成31年2月より月2回活

動を行っている。

講座をきっかけに、継続的な自主活動につ

ながっており、地域の通いの場となってい

る。講座終了後も区・包括でフォローを行

い、安定した継続的な活動になるよう支援

を行っていく。

方向性3 108

若林区 家庭健康課 シニア健康づくり講座事業 多様な健康状態の高齢者を対象に、自立し

た生きがいのある日常生活を営むことがで

きうよう、また地域の通いの場づくりとし

て支援します。

６～2月まで計8回開催。参加者数　実19

名　延119名

自主化し、民生委員を中心に月1回継続

中。

方向性3 108

太白区 家庭健康課 シニア健康づくり講座事業 多様な健康状態の高齢者を対象に、自立し

た生きがいのある日常生活を営むことがで

きうよう、また地域の通いの場づくりとし

て支援します。

2か所、計10回　実101名参加 自主活動につながった。

難病医療相談会の実施 難病を治療中の方やその家族

を対象とした、専門医等によ

る情報提供や相談の実施

健康福祉局

各区

シニア世代向け健康づくり講

座の実施

高齢者の介護予防を目的とし

た、各種講座の実施を通じた

自主グループ育成と自主グ

ループによる地域における通

いの場の提供

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 108

泉区 家庭健康課 シニア世代向け健康づくり講

座

多様な健康状態の高齢者を対象に、自立し

た生きがいのある日常生活を営むことがで

きるよう、地域の通いの場づくりや高齢者

の閉じこもり予防を図っています。

区内1か所を選定し、8回の講座（9月～2

月）を実施。実25人・延108人参加。

講座終了後、自主グループとして活動して

いる。地域包括支援センターや地域への事

業周知と活用促進が課題。

方向性3 108

秋保総合支所 保健福祉課 シニア健康づくり講座事業 多様な健康状態の高齢者を対象に、自立し

た生きがいのある日常生活を営むことがで

きうよう、また地域の通いの場づくりとし

て支援します。

H30年度実績なし 平成30年度については実施がなかったが地

域の実情に応じ実施を検討してまいりた

い。

方向性3 109

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

被災者向け介護予防・コミュ

ニティ形成事業

復興公営住宅の入居者等を対象に、運動教

室を通じて新たな交流の場を提供するとと

もに、身体能力の維持改善を図り、生活不

活発病や閉じこもりを予防します。

実施箇所数　4区7か所

運動教室実施回数　47回

参加者数　延781名

事業実施を通して復興公営住宅入居者同士

の交流や、関係機関とのつながりが生まれ

ている。被災高齢者がコミュニティにおけ

る自らの役割を認識し、自主的に運営でき

るように支援していく。

方向性3 109

青葉区 家庭健康課 被災者向け介護予防・コミュ

ニティ形成事業

復興公営住宅の入居者等を対象に、運動教

室を通じて新たな交流の場を提供するとと

もに、身体能力の維持改善を図り、生活不

活発病や閉じこもりを予防します。

運動教室を８回実施。 運動教室終了後、自主グループとして活動

を開始した。

方向性3 109

宮城野区 家庭健康課 被災者健康教育 復興公営住宅等に暮らしている住民に対

し、閉じこもり予防・生活不活発病予防、

コミュニティ形成支援を目的に健康や運動

を切り口とした支援を提供します。

復興公営住宅4か所・浸水地域2か所・防災

集団移転地区1か所で運動教室を開催。区

参加時の参加延人数は482人。内3か所

は、運動教室終了後も自主的な活動を継続

している。

自主的な活動につながった運動教室もあっ

たが、既存町内会に比べ、コミュニティが

希薄化していたり、住民の高齢化等あり、

世話役が少ない状況にある。他の運動グ

ループの世話役や地域事業所から協力を得

る等、継続して運動教室を開催できる方法

を検討していく必要がある。

方向性3 109

若林区 家庭健康課 被災者向けコミュニティ形成

事業

復興公営住宅や、防災集団移転団地で暮ら

す住民に対し、閉じこもり予防、生活不活

発病予防、コミュニティ形成支援を目的に

健康、運動を切り口とした支援を提供しま

す。

運動教室19回、延288名

その他健康支援　６回延98名

健康サロン　69回延720名

サロン活動支援　17回延354名

特に復興公営住宅の高齢化率が高く、キー

パーソンの発掘・育成が課題。また、支援

が長くなることで支援者への依存も強くな

り自主化が難しい所もある。

方向性3 109

太白区 家庭健康課 被災者向け介護予防教室 閉じこもり予防や生活不活発病予防を目的

とし復興公営住宅に暮らす高齢者に運動を

提供し孤立防止等を図ります。

1か所、12回、延210名参加 次年度自主化にむけて支援予定。

方向性3 109

泉区 家庭健康課 復興公営住宅交流支援事業 復興公営住宅（市営住宅）入居者と地域住

民を対象に、交流と運動を目的に活動して

いるグループが、主体的に継続して活動で

きるよう支援しています。

年間を通じ14回支援し、継続的に自主運営

できるよう必要時フォローを行った。

必要時支援に入ることで、参加者が役割分

担をしながら自主運営できている状況であ

る。今後も関係機関と協力しながら、見守

りとフォローを行う。

方向性3 110

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

介護予防自主グループによる

支援

高齢者の介護予防を目的とした、介護予防

自主グループによる地域における通いの場

の提供

介護予防自主グループ数　230グループ

（H31.3月末）

グループ数は増加しているが、グループの

高齢化やサポーターの世代交代、運営方法

など継続にむけた課題あり。活動継続でき

るようグループの状況に応じた活動支援の

体制づくりが必要。

シニア世代向け健康づくり講

座の実施

高齢者の介護予防を目的とし

た、各種講座の実施を通じた

自主グループ育成と自主グ

ループによる地域における通

いの場の提供

健康福祉局

各区

健康福祉局

各区

健康福祉局

各区

被災者向け介護予防・コミュ

ニティ形成事業（運動教室）

の実施

介護予防自主グループによる

支援

高齢者の介護予防を目的とし

た、介護予防自主グループに

よる地域における通いの場の

提供

復興公営住宅の入居者等を対

象とした、運動教室による新

たな交流の場の提供と、生活

不活発病や閉じこもりの予防

支援
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 110

青葉区 家庭健康課 介護予防自主グループによる

支援

高齢者の介護予防を目的とした、介護予防

自主グループによる地域における通いの場

の提供

区内３９グループが活動。 グループが継続的に活動できるよう、状況

把握と適宜支援を行う。

方向性3 110

宮城総合支所 保健福祉課 介護予防自主グループによる

支援

高齢者の介護予防を目的とした、介護予防

自主グループによる地域における通いの場

の提供

管内12グループが活動中。

新たに平成31年度に向け、1グループ立ち

上げ予定。

新規グループの立ち上げに向け、包括と協

働し支援を行った。平成31年度も引き続き

支援を行っていく。

方向性3 110

宮城野区 家庭健康課 介護予防自主グループによる

支援

高齢者の介護予防を目的とした、介護予防

自主グループによる地域における通いの場

の提供

・区内47グループが活動

・平成３０年度は新たに１グループの活動

が立ち上がった

・サポーターの高齢化、担い手不足の課題

に対する解決策が必要

・講座内容は運動だけではなく、フレイル

予防や口腔・栄養等高齢者の健康について

取り上げる等検討が必要。

方向性3 110

若林区 家庭健康課 介護予防自主グループ支援事

業

地域における介護予防の活動が推進してい

くことを目的に,介護予防運動サポーターの

質の向上と人材育成,自主グループ活動が継

続するための後方支援,新たな地域ニーズへ

の対応を行う。

・介護予防を目的としたグループとして区

内39グル－プが活動している。

・新規立ち上げたグループはなかったた

め、新規のサポーター養成研修を追加実施

し、35名が新たに修了した。

自主グループの活動の様子に応じ,地域包括

支援センターと協力しながら地区担当が支

援している。

方向性3 110

太白区 家庭健康課 介護予防自主グループによる

支援

高齢者の介護予防を目的とした、介護予防

自主グループによる地域における通いの場

の提供

サポーター研修は1クール5回実施し、実

35名参加。自主化したグループは8か所と

なり、区内の自主グループは74グループと

なった。また、サポーターのスキルアップ

講座を2クールとリーダー講習会を実施

し、グループの強化を図った。

運動を通じて心身の健康の向上を図るとと

もに、地域に自主グループが増えることに

より高齢者の孤立防止を図っていきたい。

31年度からは事業は障害高齢課に移管とな

り、継続実施予定。

方向性3 110

泉区 家庭健康課 介護予防自主グループによる

支援

高齢者の介護予防を目的とした、介護予防

自主グループによる地域における通いの場

の提供

.区内41グループが活動している。

・Ｈ30年度3グループが新たに活動を開始

した。

・少なくとも年１回は保健師がグループを

訪問し、実施状況を把握し運営の相談等を

行った。

・グループ活動を運営するサポータを対象

に、年2回、スキルアップ講座を実施し

た。延参加数：76グループ、218人。

・各グループとも、適切に運営していた。

・多くのグループにおいて、サポータの高

齢化とその担い手不足が課題となってい

る。

方向性3 110

秋保総合支所 保健福祉課 介護予防自主グループによる

支援

高齢者の介護予防を目的とした、介護予防

自主グループによる地域における通いの場

の提供

管内7グループが活動 適切に実施することができた

方向性3 111

健康福祉局 地域包括ケア推

進課

認知症高齢者等の家族交流会 認知症の人の介護に携わっている家族など

を対象とした交流会を開催します。

各区役所にて年37回実施。

参加者延302名。

地域の相談体制が整備されつつあるが、家

族だけで介護問題を抱えている現状は続い

ており、適切な情報提供や支援が今後も必

要である。

方向性3 111

青葉区 障害高齢課 認知症高齢者等の家族交流会 認知症の人の介護に携わっている家族など

を対象とした交流会を開催します。

年間８回　延６５人参加 ピアカウンセリングの機能が果たせてい

る。参加者のニーズを事業に活かしてい

く。

方向性3 111

宮城野区 障害高齢課 認知症高齢者家族ほっと一息

相談会

家族交流会や講演会などによる、認知症に

関する適切な理解の促進や相談機関の周知

年8回実施。内2回は講話 ピアカウンセリングの機能が果たせてい

る。参加者のニーズを事業に活かしてい

く。

健康福祉局

各区

健康福祉局

各区

介護予防自主グループによる

支援

高齢者の介護予防を目的とし

た、介護予防自主グループに

よる地域における通いの場の

提供

認知症高齢者等の家族交流会

の実施

認知症の方の介護家族の心理

負担軽減を目的とした、家族

同士による交流会の実施
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況
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今後の取組みの方向性
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資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 111

太白区 障害高齢課 認知症高齢者家族交流会 認知症の人の介護に携わっている家族など

を対象とした交流会を開催します。

年間8回実施、延べ48名が参加した。 認知症カフェとの役割分担

方向性3 111

若林区 障害高齢課 認知症介護家族支援事業 相談や交流を図りながら、家族に対する支

援を行います。

年7回実施（H30.5月、6月、8月、11月、

12月、H31.1月、3月）。実人数16名、延

人数22名参加。

昨年度より参加者微増も、1回の参加者は2

～4名と少数。周知方法の工夫が必要。

方向性3 111

泉区 障害高齢課 認知症高齢者等の家族交流会 認知症の人の介護に携わっている家族など

を対象とした交流会を開催します。

年10回実施。延べ参加者数51名、うち新

規参加者15名。

区役所開催における安心感や市政だよりに

よる広範囲への周知は区役所開催の大きな

意義である。常に新規参加者があることは

成果と感じ、また今後も継続することが必

要である。

方向性3 112

健康福祉局 健康政策課 健康相談 心身の健康に関して、個別の相談に応じて

必要な指導や助言を行っています

年間を通して実施。 個々の状況に合わせた相談対応を実施でき

た。

方向性3 112

青葉区 家庭健康課 健康相談 生活習慣病を予防するために生活習慣を改

善したい方の予約制の健康相談と、随時電

話等の相談を行っている

予約制の相談件数は25件、随時相談は年間

75件。

多職種で対象者の生活習慣の改善に必要な

助言指導ができた。

方向性3 112

宮城野区 家庭健康課 健康相談 心身の健康に関して、個別の相談に応じて

必要な指導や助言を行っています

年間23件の利用があり、内保健・栄養に関

する相談が19名、歯科に関する相談が7名

（重複あり）であった。

相談者との面接を通して、実現可能な目標

設定ができるよう支援することができた。

また、必要時実践状況の確認のため、電話

でフォローすることもできた。今後も継続

し、生活習慣改善を実践できるよう支援を

行っていく。

方向性3 112

若林区 家庭健康課 健康づくり相談 生活習慣病予防やその他心身の健康問題に

ついて個別に相談に応じる、市政だより

や、チラシ、ホームページで広報し、年間

10回開催（予約制）

年10回開催。相談件数11件。 概ね例年通りの実施

方向性3 112

太白区 家庭健康課 健康相談 心身の健康に関して、個別の相談に応じて

必要な指導や助言を行っています

生活改善相談34件。健診事後相談82件。

被災者支援延407件。

健診事後指導にストレス解消の視点を多く

取り入れていきたい。

方向性3 112

泉区 家庭健康課 健康づくり相談 区民を対象に、保健師、栄養士、歯科衛生

士が、心身の健康に関する個別の相談に応

じ必要な指導及び助言を行っています。

月1回、計12回実施。利用者実24名。年6

回、同日に健康づくり講話を実施。延126

人参加。

利用者の年代は30～80代と幅広い。健康

講話と禁煙相談も同日に開催しており、わ

かりやすい広報が必要。

方向性3 113

健康福祉局 健康政策課 被災者向けの健康教室や交流

会の実施

東日本大震災の被災者を対象とした、心身

の健康増進や孤立予防に向けた様々な健康

教室や交流会の実施

270回、延べ3164人。 健康教室や交流会に参加せず閉じこもり気

味になっている人のフォローが課題。

方向性3 113

青葉区 家庭健康課 被災者向けの健康教室や交流

会の実施

東日本大震災の被災者を対象とした、心身

の健康増進や孤立予防に向けた様々な健康

教室や交流会の実施

３つの自主活動中の交流会に出向き、実施

状況等を把握、１か所で健康教育を実施。

自主活動が継続できていることを確認でき

たので、今後も見守りとフォローを行う。

健康福祉局

各区

健康相談の実施 市民が抱える様々な心身の健

康問題に関する、保健師、栄

養士等による個別相談の実施

健康福祉局

各区

健康福祉局

各区

東日本大震災の被災者を対象

とした、心身の健康増進や孤

立予防に向けた様々な健康教

室や交流会の実施

認知症高齢者等の家族交流会

の実施

認知症の方の介護家族の心理

負担軽減を目的とした、家族

同士による交流会の実施

被災者向けの健康教室や交流

会の実施
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平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する
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方向性3 113

宮城総合支所 保健福祉課 ほっこり健康教室 東日本大震災における被災者を対象に、健

康教育を実施し、交流の場を提供をすると

ともに、健康増進に資する活動を行いま

す。（年3回：6月、9月、1月）

年3回（6,9,1月）実施。参加人数延15名

実8名

参加者の高齢化により体調不良から参加人

数が減少傾向だが、被災者同士の交流の場

を求める声はあり教室継続のニーズはあ

る。

方向性3 113

宮城野区 家庭健康課 被災者健康教育 復興公営住宅等に暮らしている住民に対

し、閉じこもり予防・生活不活発病予防、

コミュニティ形成支援を目的に健康や運動

を切り口とした支援を提供します。

復興公営住宅4か所・浸水地域2か所・防災

集団移転地区1か所で運動教室を開催。区

参加時の参加延人数は482人。内3か所

は、運動教室終了後も自主的な活動を継続

している。

自主的な活動につながった運動教室もあっ

たが、既存町内会に比べ、コミュニティが

希薄化していたり、住民の高齢化等あり、

世話役が少ない状況にある。他の運動グ

ループの世話役や地域事業所から協力を得

る等、継続して運動教室を開催できる方法

を検討していく必要がある。

方向性3 113

若林区 家庭健康課 被災者向けコミュニティ形成

事業※

復興公営住宅や、防災集団移転団地で暮ら

す住民に対し、閉じこもり予防、生活不活

発病予防、コミュニティ形成支援を目的に

健康、運動を切り口とした支援を提供しま

す。

運動教室19回、延288名

その他健康支援　６回延98名

健康サロン　69回延720名

サロン活動支援　17回延354名

特に復興公営住宅の高齢化率が高く、キー

パーソンの発掘・育成が課題。また、支援

が長くなることで支援者への依存も強くな

り自主化が難しい所もある。

方向性3 113

太白区 家庭健康課 被災者健康支援 復興公営住宅の住民が活動量の低下や孤立

化防止のため定期的に集まり運動できるよ

う民生委員等地域の方と共に支援していま

す。

3か所の復興住宅でサロンを開催。 自主的に継続していけるように支援した。

方向性3 113

泉区 家庭健康課 復興公営住宅被災者交流支援

事業

復興公営住宅やその近隣地域の住民が活動

量の低下や孤立化防止のため、定期的に集

まり運動できる場を提供しています。H29

年度から自主運営のため、主体的に運営で

きるようサポートしています。

年間を通じ14回支援し、継続的に自主運営

できるよう必要時フォローを行った。

必要時支援に入ることで、参加者が役割分

担をしながら自主運営できている状況であ

る。今後も関係機関と協力しながら、見守

りとフォローを行う。

方向性3 113

泉区 家庭健康課 被災者交流支援事業(泉集いの

会）

主に沿岸地域から転居してきた被災者に対

し、定期的に集まり語り合える場を提供し

ています。また、年2回程度、臨床心理士

による心理面のケアを行っています。

沿岸部の被災者の集まり（泉集いの会）を

計10回実施した。年間を通じ、実人数16

人　延人数81人が参加した。

参加者はこの会を被災体験を安心して話せ

る場として利用している。今後は、参加者

が高齢であることを踏まえ、運営の持ち方

について検討する。

方向性3 114

健康福祉局 健康政策課 たばこ対策 禁煙希望者に対する禁煙サポート事業を実

施しています

個別禁煙指導：32人、延べ90回。 人数は少ないものの、希望希望者のサポー

トを実施できた。

方向性3 114

青葉区 家庭健康課 たばこ対策 禁煙希望者に対する禁煙サポート事業を実

施しています

個別相談0件。禁煙外来の案内をした方は3

人。

事業について引き続き市民へ周知すること

が必要。

方向性3 114

宮城野区 家庭健康課 たばこ対策 禁煙希望者に対する禁煙サポート事業を実

施しています

相談件数0件 平成３０年度は相談件数０件であったが、

禁煙相談の周知を図り、市民の方に事業を

活用してもらえるよう取り組んでいく。

方向性3 114

若林区 家庭健康課 たばこ対策 禁煙希望者に対する禁煙サポート事業を実

施しています

相談0件 公共施設の全面禁煙などが進むなど社会情

勢的に喫煙者の相談の受け皿としての需要

は増えていくと予想される。機会毎に広報

していく必要がある。

健康福祉局

各区

禁煙対策の実施 禁煙希望者を対象とした、禁

煙サポートの推進

健康福祉局

各区

東日本大震災の被災者を対象

とした、心身の健康増進や孤

立予防に向けた様々な健康教

室や交流会の実施

被災者向けの健康教室や交流

会の実施
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方向性3 114

太白区 家庭健康課 たばこ対策 禁煙希望者に対する禁煙サポート事業を実

施しています

禁煙チャレンジャーに参加した人は7名

で、禁煙でき支援終了となった人3名。支

援継続中2名。状況不明2名。

医療機関の禁煙外来などが増えたことも、

区への相談が少ない一因かもしれない。最

近は加熱性たばこを利用する人が増えてお

り、害がないと誤解している場合もあるの

で、加熱性たばこについても啓発を行う必

要がある。

方向性3 114

泉区 家庭健康課 たばこ対策 禁煙希望者に対する禁煙サポート事業を実

施しています

面談や電話で実施。実18人、延95回実施 利用者が増えている加熱式たばこや電子た

ばこ等の新型たばこの情報提供及び指導者

の養成・スキルアップが課題。

方向性3 115

健康福祉局 健康安全課 エイズ・性感染症 検査・相談 各区役所等で、エイズ・性感染症に関する

検査・相談事業を実施している。

各区役所等でエイズ・性感染症に関する検

査・相談事業を実施した。

【H30年度実績（全市）】

・検査：HIV2,006件、梅毒1,989件、ク

ラミジア275件

・相談：317件

平日日中に加え、夜間や休日の検査・相談

事業を継続することにより、利便性に配慮

して実施している。今後も効果的な啓発方

法や検査体制について、検討していく。

方向性3 115

青葉区 管理課 エイズ・性感染症に関する検

査や相談の実施

早期発見や早期治療のためのエイズ・性感

染症に関する検査や相談の実施

（健康安全課回答）

各区役所等でエイズ・性感染症に関する検

査・相談事業を実施した。

【H30年度実績（全市）】

・検査：HIV2,006件、梅毒1,989件、ク

ラミジア275件

・相談：317件

（健康安全課回答））

平日日中に加え、夜間や休日の検査・相談

事業を継続することにより、利便性に配慮

して実施している。今後も効果的な啓発方

法や検査体制について、検討していく。

方向性3 115

宮城野区 管理課 エイズ・性感染症に関する検

査や相談の実施

早期発見や早期治療のためのエイズ・性感

染症に関する検査や相談の実施

（健康安全課回答）

各区役所等でエイズ・性感染症に関する検

査・相談事業を実施した。

【H30年度実績（全市）】

・検査：HIV2,006件、梅毒1,989件、ク

ラミジア275件

・相談：317件

（健康安全課回答））

平日日中に加え、夜間や休日の検査・相談

事業を継続することにより、利便性に配慮

して実施している。今後も効果的な啓発方

法や検査体制について、検討していく。

方向性3 115

若林区 管理課 エイズ・性感染症に関する検

査や相談の実施

早期発見や早期治療のためのエイズ・性感

染症に関する検査や相談の実施

（健康安全課回答）

各区役所等でエイズ・性感染症に関する検

査・相談事業を実施した。

【H30年度実績（全市）】

・検査：HIV2,006件、梅毒1,989件、ク

ラミジア275件

・相談：317件

（健康安全課回答））

平日日中に加え、夜間や休日の検査・相談

事業を継続することにより、利便性に配慮

して実施している。今後も効果的な啓発方

法や検査体制について、検討していく。

方向性3 115

太白区 管理課 エイズ・性感染症に関する検

査や相談の実施

早期発見や早期治療のためのエイズ・性感

染症に関する検査や相談の実施

（健康安全課回答）

各区役所等でエイズ・性感染症に関する検

査・相談事業を実施した。

【H30年度実績（全市）】

・検査：HIV2,006件、梅毒1,989件、ク

ラミジア275件

・相談：317件

（健康安全課回答））

平日日中に加え、夜間や休日の検査・相談

事業を継続することにより、利便性に配慮

して実施している。今後も効果的な啓発方

法や検査体制について、検討していく。

健康福祉局

各区

禁煙対策の実施 禁煙希望者を対象とした、禁

煙サポートの推進

エイズ・性感染症に関する検

査や相談の実施

早期発見や早期治療のための

エイズ・性感染症に関する検

査や相談の実施

健康福祉局

各区

48 / 73 ページ



局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 115

泉区 管理課 エイズ・性感染症に関する検

査や相談の実施

早期発見や早期治療のためのエイズ・性感

染症に関する検査や相談の実施

（健康安全課回答）

各区役所等でエイズ・性感染症に関する検

査・相談事業を実施した。

【H30年度実績（全市）】

・検査：HIV2,006件、梅毒1,989件、ク

ラミジア275件

・相談：317件

（健康安全課回答））

平日日中に加え、夜間や休日の検査・相談

事業を継続することにより、利便性に配慮

して実施している。今後も効果的な啓発方

法や検査体制について、検討していく。

方向性3 116

健康福祉局 健康安全課 肝炎ウイルス検査陽性者フォ

ローアップ事業

肝炎ウイルス検査等性者の方にフォロー

アップ（受診状況の確認や受診勧奨）を行

うことにより、陽性者を早期治療につな

げ、ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を

図ることを目的とする。

肝炎ウイルス検査陽性者を対象とした、受

診状況の確認や受診勧奨等のフォローアッ

プを実施した。

【H30年度実績（全市）】183件

新規フォローアップ対象者のみならず、未

受診者、受診中断者に対する受診勧奨等を

今後も継続して行っていく。また、フォ

ローアップの効果的な実施方法についても

検討していく。

方向性3 116

青葉区 管理課 肝炎ウイルス検査陽性者フォ

ローアップ事業

肝炎ウイルス検査等性者の方にフォロー

アップ（受診状況の確認や受診勧奨）を行

うことにより、陽性者を早期治療につな

げ、ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を

図ることを目的とする。

（健康安全課回答）

肝炎ウイルス検査陽性者を対象とした、受

診状況の確認や受診勧奨等のフォローアッ

プを実施した。

【H30年度実績（全市）】183件

（健康安全課回答）

新規フォローアップ対象者のみならず、未

受診者、受診中断者に対する受診勧奨等を

今後も継続して行っていく。また、フォ

ローアップの効果的な実施方法についても

検討していく。

方向性3 116

宮城野区 管理課 肝炎ウイルス検査陽性者フォ

ローアップ事業

肝炎ウイルス検査等性者の方にフォロー

アップ（受診状況の確認や受診勧奨）を行

うことにより、陽性者を早期治療につな

げ、ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を

図ることを目的とする。

（健康安全課回答）

肝炎ウイルス検査陽性者を対象とした、受

診状況の確認や受診勧奨等のフォローアッ

プを実施した。

【H30年度実績（全市）】183件

（健康安全課回答）

新規フォローアップ対象者のみならず、未

受診者、受診中断者に対する受診勧奨等を

今後も継続して行っていく。また、フォ

ローアップの効果的な実施方法についても

検討していく。

方向性3 116

若林区 管理課 肝炎ウイルス検査陽性者フォ

ローアップ事業

肝炎ウイルス検査等性者の方にフォロー

アップ（受診状況の確認や受診勧奨）を行

うことにより、陽性者を早期治療につな

げ、ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を

図ることを目的とする。

（健康安全課回答）

肝炎ウイルス検査陽性者を対象とした、受

診状況の確認や受診勧奨等のフォローアッ

プを実施した。

【H30年度実績（全市）】183件

（健康安全課回答）

新規フォローアップ対象者のみならず、未

受診者、受診中断者に対する受診勧奨等を

今後も継続して行っていく。また、フォ

ローアップの効果的な実施方法についても

検討していく。

方向性3 116

太白区 管理課 肝炎ウイルス検査陽性者フォ

ローアップ事業

肝炎ウイルス検査等性者の方にフォロー

アップ（受診状況の確認や受診勧奨）を行

うことにより、陽性者を早期治療につな

げ、ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を

図ることを目的とする。

（健康安全課回答）

肝炎ウイルス検査陽性者を対象とした、受

診状況の確認や受診勧奨等のフォローアッ

プを実施した。

【H30年度実績（全市）】183件

（健康安全課回答）

新規フォローアップ対象者のみならず、未

受診者、受診中断者に対する受診勧奨等を

今後も継続して行っていく。また、フォ

ローアップの効果的な実施方法についても

検討していく。

方向性3 116

泉区 管理課 肝炎ウイルス検査陽性者フォ

ローアップ事業

肝炎ウイルス検査等性者の方にフォロー

アップ（受診状況の確認や受診勧奨）を行

うことにより、陽性者を早期治療につな

げ、ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を

図ることを目的とする。

（健康安全課回答）

肝炎ウイルス検査陽性者を対象とした、受

診状況の確認や受診勧奨等のフォローアッ

プを実施した。

【H30年度実績（全市）】183件

（健康安全課回答）

新規フォローアップ対象者のみならず、未

受診者、受診中断者に対する受診勧奨等を

今後も継続して行っていく。また、フォ

ローアップの効果的な実施方法についても

検討していく。

方向性3 117

健康福祉局 障害者支援課 精神障害者小集団活動の実施 回復途上にある在宅の精神障害のある方を

対象とした、社会復帰や仲間づくりのため

の集団でのレクリエーション活動等の実施

・計45回開催

・参加延べ人数：253名

社会復帰へ向けて多くの方に参加いただい

た。しかし、参加メンバーの固定化が進ん

でおり、新たな参加者の発掘が必要。

方向性3 117

宮城総合支所 保健福祉課 精神障害者小集団活動（ひま

わり会）

管内に居住する精神障害者を対象とした小

集団活動を実施し、日中活動の場を提供し

ます。

年12回開催。延べ参加者53人名。 移動に負担の大きい場所への外出では，参

加者数が少ない傾向にあった。活動の内容

や時間など，参加者にとって適度に負荷が

かかるものになるよう企画することが必

要。

方向性3 117

若林区 障害高齢課 四つ葉会 管内に居住する精神障害者を対象とした小

集団活動を実施します。

年間を通して17回の開催。場所は主に区役

所や相談支援事業所、市営施設など。

職員の状況的にもこのままの回数での開催

が難しいので、次年度以降、開催の内容や

日程を調整する必要がある。

エイズ・性感染症に関する検

査や相談の実施

早期発見や早期治療のための

エイズ・性感染症に関する検

査や相談の実施

健康福祉局

各区

精神障害者小集団活動の実施 回復途上にある在宅の精神障

害のある方を対象とした、社

会復帰や仲間づくりのための

集団でのレクリエーション活

動等の実施

健康福祉局

青葉区

若林区

太白区

肝炎ウイルス検査陽性者への

フォローアップの実施

早期治療や重症化予防を目的

に、肝炎ウイルス検査陽性者

を対象とした、受診状況の確

認や受診勧奨等のフォロー

アップの実施

健康福祉局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 117

太白区 障害高齢課 小集団活動

（クローバーの会）

小集団での活動や作業、話合いの場を提供

し、本人の能力にあった役割を分担するこ

とで、対人接触、社会生活の改善を図り、

自らの生活を見直す機会とする

11回、実人数20名、延べ57人が参加し

た。

参加者の高齢化、固定化、参加人数の減少

方向性3 117

秋保総合支所 保健福祉課 精神障害者小集団活動 管内に居住する精神障害者を対象とした小

集団活動を実施し、日中活動の場を提供し

ます。

年3回実施。延36名参加した。 当事者と地域住民がともに活動でき相互理

解も深まる。

方向性3 118

子供未来局 子供家庭支援課 子供家庭総合相談 区役所・宮城総合支所において，家庭児童

に係る相談・婦人に係る相談・ひとり親家

庭に係る相談・母子保健に係る相談など子

どもと家庭に関する保健及び福祉サービス

を総合的に提供します。

家庭児童　2,821件

婦人相談　1,433件

ひとり親家庭相談　2､619件

母子保健　5,786件

相談窓口として、適切な制度とつなぐこと

ができた。

方向性3 118

青葉区 家庭健康課 子ども・子育て支援 0歳から18歳までの子どもやその家族を対

象として、育児や発達に関する悩みや、虐

待などの相談に対し、相談支援を行ってい

ます。また、必要に応じて保育園や学校な

ど関係機関、相談機関等と綿密な連携を図

り、調整を行っています。

子供家庭総合相談：実1683件、延6753

件。

月1回子供家庭係・母子保健係で総合相談

打合せを実施。

2係で総合相談の打合せの他、随時集まり

処遇や方向性の確認・報告を実施しタイム

リーな支援に心がけた。

方向性3 118

青葉区 家庭健康課 家庭児童相談 児童、家庭相談（子どもの生活習慣や発達

に関する悩み、非行や虐待、家庭環境等）

に対し、相談支援を行い、また必要に応じ

関係機関等と連携を図りながら支援を行い

ます。

家庭児童相談

【実数】403件

【延数】1485件

児童虐待相談件数の増加や引きこもり・い

じめ等様々な家庭児童相談に対し、関係機

関と連携し支援を行った。

方向性3 118

青葉区 家庭健康課 ひとり親家庭への支援 ひとり親家庭が自立して安心して暮らせる

よう、相談や情報提供の充実、子育て・生

活・就業・経済支援等を行っています。

【実数】857人

【延数】3180人

国の制度拡充に伴い、相談数も増加。ひと

り親家庭が自立し安心して暮らせるよう関

係機関と連携を行った。

方向性3 118

宮城総合支所 保健福祉課 子供家庭総合相談 0歳から18歳までの子どもやその家族を対

象として、育児や発達に関する悩みや、虐

待などの相談に対し、相談支援を行ってい

ます。また、必要に応じて保育園や学校な

ど関係機関、相談機関等と綿密な連携を図

り、調整を行っています。

子供家庭総合相談で、家庭や子どもの課題

について把握し、課題に応じた適切なサー

ビスの利用を検討し支援したほか、必要に

応じて関係機関との連携を図り、家庭の支

援につなげました。

家庭の課題に応じた適切なサービスの利用

を検討し支援したほか、必要に応じて個別

ケース会議を行うなど関係機関連携を図っ

ていますが、課題の早期解決のため、より

一層連携を図っていきます。

方向性3 118

宮城野区 家庭健康課 家庭児童相談 児童や家庭に係る保健福祉の総合的な相談

を受け、課内及び関係課・機関と連携して

対応することで、児童や保護者の抱えてい

る諸問題の解決を図るとともに、児童虐待

の予防、早期発見・早期対応・援助までを

一貫して取り組みます。

年間を通し実施し、延べ3,696

人の相談を受けた。（家庭相談員対応実

績）

保護者は複数の困難な問題を

抱えていることが多く、職員の能力向上に

資する取組が必要。また関係機関が適切に

児童虐待対応を実施できるよう環境整備が

必要。（保育施設の児童虐待対応にかかる

支援等）

方向性3 118

宮城野区 家庭健康課 母子・父子・ひとり親・寡婦

相談

ひとり親への子育て支援やひとり親家庭児

童の就学等の経済的支援と、ひとり親の就

労や資格取得等の支援を行うことで、ひと

り親家庭等の児童の安全や進学と生活の安

定を図ります。

年間を通し実施し、延べ3,064

人の相談を受けた。（家庭相談員対応実

績）

ひとり親家庭等の児童の安全や

進学と生活の安定を図るため、引き続き各

種相談支援を実施する。

18歳未満の子どもやその家族

を対象とした、保健及び福祉

サービスの総合的な相談の実

施

子供未来局

各区

子供家庭総合相談の実施

精神障害者小集団活動の実施 回復途上にある在宅の精神障

害のある方を対象とした、社

会復帰や仲間づくりのための

集団でのレクリエーション活

動等の実施

健康福祉局

青葉区

若林区

太白区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 118

若林区 家庭健康課 子供家庭総合相談 子供と家庭に係る相談に対し、緊急度を適

宜判断しながら、保健と福祉サービスを総

合的に提供できるように対応したり、関係

機関との連絡調整を行います。

家庭児童相談　2,423件、母子寡婦相談

1,724件、婦人相談　1,430件

保健師による地区支援件数（実）945件

相談（延）4459件

新規ケースレビュー　3回/年

継続支援ケース処遇検討　3回/年

ケース会議（主催）（実）2件（延）3件、

（参加）（実）1件（延）3件

地区支援実件数は増加傾向にある。支援の

質を落とさないよう、定期的にレビューや

事例検討の場を確保していきたい。

方向性3 118

太白区 家庭健康課 子供家庭総合相談 家庭児童や婦人に係る相談、ひとり親家庭

に係る相談、母子保健に係る相談等に対

し、保健及び福祉サービスを総合的に提供

しています。

5419件の相談を受けている。 相談等を受けて、保健及び福祉サービスを

総合的に提供してきた。

方向性3 118

泉区 家庭健康課 子供家庭総合相談 家庭児童や婦人に係る相談、ひとり親家庭

に係る相談、母子保健に係る相談等に対

し、保健及び福祉サービスを総合的に提供

しています。

年間を通して実施。電話、来所等による育

児や経済的な相談に対して4名の相談員が

対応した

対応が困難な事案や専門的な対応が必要な

事例が増加してきた、各研修を活用して支

援力を高める

方向性3 118

泉区 家庭健康課 ひとり親家庭への支援 ひとり親家庭が自立して安心して暮らせる

よう、相談や情報提供の充実、子育て・生

活・就業・経済支援等を行っています。

年間を通して実施。生活全般に係る相談を

4名の相談員で対応した

相談支援に係る職員のスキルアップに取り

掛かり各自が研修等を受講した。

方向性3 118

秋保総合支所 保健福祉課 子供家庭総合相談 家庭児童や婦人に係る相談、ひとり親家庭

に係る相談、母子保健に係る相談等に対

し、保健及び福祉サービスを総合的に提供

しています。

延相談数42件 対象に合わせた支援ができた。

方向性3 119

子供未来局 子供保健福祉課 ①幼児健康診査における問診

票の活用

②子どものこころの相談室

①幼児健康診査（1歳6か月児健康診査、2

歳6か月児健康診査、3歳児健康診査）にお

いて、こころとからだの問診票を活用し、

母子の心身面の不安やストレスなどについ

て聞き取り調査を行い、必要に応じ専門的

な相談につなぐ。

②18歳未満の子どもと保護者を対象とした

「子どものこころの相談室」にて、児童精

神科医及び臨床心理士により、こころやか

らだ、行動等の悩みに対する相談に応じ

る。

①問診票による聞き取り：25,334人

②児童精神科医等による専門相談：126件

今後も継続して実施する必要がある。

震災後に被災者支援総合交付金を受けて実

施している事業だが、令和3年度以降は国

の補助金が交付されなくなる見込みである

ことから、今後の事業のあり方について検

討が必要である。

方向性3 119

青葉区 家庭健康課 幼児健康診査における子ども

のこころのケア事業

幼児健診において、「こころとからだの相

談問診票」を活用し、子どもや保護者の心

身面を把握し必要な支援を行います。

幼児健診問診時に同問診票記載内容を確

認、状況に応じて継続支援や「子どものこ

ころの相談室」につないだ。

同問診票は保護者が訴え難い心身面の不調

やストレス等を図るツールとして有用。ま

た、そこから支援につながる結果にもなっ

ている。

方向性3 119

青葉区 家庭健康課 子どものこころの相談室 18歳未満の子どもとその保護者を対象に、

精神保健に関する個別相談を実施していま

す。

年12回、延29件実施。乳幼児の相談が約8

割。相談内容は、乳幼児は行動発達面、就

学後は不登校、母自身の相談は育児ストレ

スや児への対応、家族との関係等。

幼児健診からつながる方もおり、子供の行

動発達と保護者の育児ストレス等を一緒に

相談できる機会になっている。予約が多

く、場合によってはタイムリーに対応でき

ないことが課題。

方向性3 119

宮城総合支所 保健福祉課 幼児健康診査における子ども

のこころのケア事業

幼児健診において、「こころとからだの相

談問診票」を活用し、子どもや保護者の心

身面を把握し必要な支援を行います。

幼児健診の問診時にこころとからだの問診

票の回答を確認し、処遇に応じた支援につ

なげる。

こころとからだの相談問診票を活用し、幼

児健診時に必要な支援につなぐことができ

ている。

18歳未満の子どもやその家族

を対象とした、保健及び福祉

サービスの総合的な相談の実

施

子供未来局

各区

子どものこころのケア事業の

実施

幼児健康診査における、「こ

ころとからだの相談問診票」

を用いた母子の心身面の不安

やストレス等の把握と相談、

及び「子どものこころの相談

室」（18歳未満の子どもを対

象とした、児童精神科医や臨

床心理士による専門的な相

談）の実施

子供未来局

各区

子供家庭総合相談の実施
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 119

宮城総合支所 保健福祉課 こころの健康相談 管内住民の心の不調や精神的な悩みについ

て、精神科医等が相談に応じます。

年12回開催。30件利用。 子の発達や子育て、夫婦関係等の悩みがあ

り、幼児健診や母子保健の個別支援から事

業利用に至るケースが多い。

方向性3 119

宮城野区 家庭健康課 幼児健康診査における子ども

のこころのケア事業

幼児健診において、「こころとからだの相

談問診票」を活用し、子どもや保護者の心

身面を把握し必要な支援を行います。

幼児健診、相談票の回収数・率

・4,998件回収/5,102件受診

・回収率：98％

昨年度(95.6％)に比べ回収率が増加した。

方向性3 119

宮城野区 家庭健康課 子どものこころの相談室 18歳未満の子どもやその保護者が抱える悩

みに、月1回、児童精神科医や臨床心理士

が相談に応じ、支援を行ういます。

月1回年12回開催。

実24件相談。

幼児健診から約4割が相談に繋がった（昨

年度は約3割）。

方向性3 119

若林区 家庭健康課 幼児健康診査における子ども

のこころのケア事業

幼児健診において、「こころとからだの相

談問診票」を活用し、子どもや保護者の心

身面を把握し必要な支援を行います。

1歳6か月健診問診票提出数1,186件（提出

率99.9％)

2歳6か月歯科健診問診票提出数1,194件

（提出率100％）

3歳児健診問診票提出数1,203件（提出率

100％）

健診時に問診票を用い、保護者や子どもの

心身の不調の有無を確認した上で、必要な

支援につなげている。

方向性3 119

若林区 家庭健康課 子どものこころの相談室 18歳未満の子どもやその保護者が抱える悩

みに、月1回、児童精神科医や臨床心理士

が相談に応じ、支援を行ういます。

実施回数12回（月1回）。相談実施件数述

べ17件、実数17件。

健診時や電話相談等、相談のニーズを拾い

上げ、子どもと保護者のメンタルケアや虐

待対応の受け皿として活用している。

方向性3 119

太白区 家庭健康課 子どもの心の相談室 子どものストレスや心の不安に対し精神科

医による相談を実施します。

12回実施し、28件相談を受けている。 児への対応の助言等、個別に相談に応じ

た。

方向性3 119

泉区 家庭健康課 幼児健康診査における子ども

のこころのケア事業

幼児健診において、「こころとからだの相

談問診票」を活用し、子どもや保護者の心

身面を把握し必要な支援を行っています。

年間の幼児健診を通して、症状にチェック

を入れた方に対し、詳細を聞き取り、必要

に応じて対応のアドバイスや社会資源の紹

介を行った。

早めに介入、社会資源の紹介、保健師によ

る地区支援などにより、状況悪化に努める

ことが出来ている。

方向性3 119

泉区 家庭健康課 子どものこころの相談室 18歳未満の子どもやその保護者が抱える悩

みに、月1回、児童精神科医や臨床心理士

が相談に応じ、支援を行っています。

12回実施。

区民からの相談：28件

子自身、保護者の心や体の不調に幅広く応

じた。予約制で相談が数か月先もあり。

ニーズに即した他機関紹介なども必要。

方向性3 119

秋保総合支所 保健福祉課 幼児健康診査における子ども

のこころのケア事業

幼児健診において、「こころとからだの相

談問診票」を活用し、子どもや保護者の心

身面を把握し必要な支援を行っています。

1:6　29名／2:6　26名／3:7　21名に実

施。

保護者にとっても日頃の振り返りとなって

いる。

方向性3 120

子供未来局 子供保健福祉課 乳児家庭全戸訪問事業 保健師・助産師が生後4か月までの乳児が

いるすべての家庭を対象に行っている乳児

家庭全戸訪問事業にて、EPDSを含む3種の

質問票を活用し、産後うつ病等の母親のメ

ンタルヘルス問題を早期に発見し、継続支

援をする。

新生児及び未熟児の訪問が延8,814件、産

婦訪問は延9,733件だった。

産婦のＥＰＤＳが高い、育児不安がみられ

るといった理由により再訪問を実施した。

また、、育児ヘルプ家庭訪問事業や地区支

援、関係機関との連携等、継続支援につな

がったケースもあった。

子どものこころのケア事業の

実施

幼児健康診査における、「こ

ころとからだの相談問診票」

を用いた母子の心身面の不安

やストレス等の把握と相談、

及び「子どものこころの相談

室」（18歳未満の子どもを対

象とした、児童精神科医や臨

床心理士による専門的な相

談）の実施

子供未来局

各区

妊産婦・新生児等訪問指導の

実施

生後４か月までの乳児がいる

家庭を対象とした、保健師、

助産師による育児の相談及び

産後うつ病等の母親の心理面

の把握と継続的な支援

子供未来局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 120

青葉区 家庭健康課 妊産婦・新生児訪問指導 保健師・助産師が実施している新生児等訪

問指導事業にて、EPDSを含む3種の質問票

を活用し、産後うつ等の母親の心理面の状

況を把握し、継続的なケアや専門の支援機

関等につなぎます。

訪問実施：1566名（対象者の97.4％）。

訪問指導は他市町村へ依頼する・されるこ

とがある。

産後うつスクリーニング（ＥＰＤＳ）他2

種の質問紙を実施し、育児不安や養育困難

等な方を早期に発見し、継続支援につなげ

ている。

方向性3 120

宮城総合支所 保健福祉課 新生児等訪問指導 保健師・助産師が実施している新生児等訪

問指導事業にて、EPDSを含む3種の質問票

を活用し、産後うつ等の母親の心理面の状

況を把握し、継続的なケアや専門の支援機

関等につなぎます。

依頼544件中、537件に実施した。EPDSを

含む3種の質問票を活用し、産後うつ等の

母親の心理面の状況を把握し、継続的なケ

アや専門の支援機関等につないだ。

困難事例については早急に支援方針を検討

し必要時医療機関等につないだ。ている。

EPDS検討会や研修会にも参加しアセスメ

ントの視点を学ぶ機会となった

方向性3 120

宮城野区 家庭健康課 新生児等訪問指導 保健師・助産師が実施している新生児等訪

問指導事業にて、EPDSを含む3種の質問票

を活用し、産後うつ等の母親の心理面の状

況を把握し、継続的なケアや専門の支援機

関等につなぎます。

・妊産婦訪問:1,857件

・新生児・未熟児訪問:1,881件

　計3,738件訪問

育児に不安な時期のタイムリーな訪問をす

ることで、適切な支援が出来るように努め

た。

方向性3 120

若林区 家庭健康課 新生児等訪問指導 保健師・助産師が実施している新生児等訪

問指導事業にて、EPDSを含む3種の質問票

を活用し、産後うつ等の母親の心理面の状

況を把握し、継続的なケアや専門の支援機

関等につなぎます。

訪問（延）1,291件

EPDS実施対象者1,176人

うちEPDS実施者数1,156人

他市町村への依頼・外国人・精神疾患既往

ありなどの理由がない場合、積極的に質問

票を活用し、母親のメンタル面の把握と

フォローを実施した。

訪問時、産後のママのメンタルヘルスとい

うリーフレットを配布し、母親自身の気づ

きを促し、家族への啓発を行った。

方向性3 120

太白区 家庭健康課 新生児訪問時のEPDSの実施 産後うつのスクリーニングを目的に新生児

訪問時にEPDSを実施しリスクの高い母へ

のケアを実施します。

実1855名、再訪問112名に訪問。 母と新生児の健康状態を確認しながら、必

要な助言を行い不安の軽減に努めた。

方向性3 120

秋保総合支所 保健福祉課 新生児等訪問指導 産後うつのスクリーニングを目的に新生児

訪問時にEPDSを実施しリスクの高い母へ

のケアを実施します。

太白区実施に含む 適切に実施することができた

方向性3 120

泉区 家庭健康課 新生児等訪問指導 保健師・助産師が実施している新生児等訪

問指導事業にて、EPDSを含む3種の質問票

を活用し、産後うつ等の母親の心理面の状

況を把握し、継続的なケアや専門の支援機

関等につなぎます。

新生児等訪問事業実施者1,357人中、1346

人の産婦に実施。うち要支援者数211人。

支援理由は、産婦の精神面の問題と育児不

安が多い。

里帰り期間が長くなっており他自治体との

連携が重要。

方向性3 121

子供未来局 子供保健福祉課 母子健康手帳交付時における

保健指導の実施

母子健康手帳交付時に保健師・看護師など

専門職が妊婦の心身の状態をアセスメント

し、保健指導を行う。また、継続支援の必

要な妊婦に対しては、個別支援の計画を立

て、支援を行う。

妊娠の届出及び母子健康手帳の交付は

8,370件。各区役所及び支所・保健セン

ター等で交付。

保健師、助産師、看護師による面接を全数

実施し、妊婦の心身の状態及び環境面等の

アセスメントを行った。継続支援が必要な

妊婦には計画的に支援を行った。

母子健康手帳交付時における

保健指導の実施

母子健康手帳交付時の保健

師・看護師等専門職による、

妊婦の心身状態のアセスメン

トと保健指導の実施

子供未来局

各区

妊産婦・新生児等訪問指導の

実施

生後４か月までの乳児がいる

家庭を対象とした、保健師、

助産師による育児の相談及び

産後うつ病等の母親の心理面

の把握と継続的な支援

子供未来局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 121

青葉区 家庭健康課 妊娠・出産包括支援事業 妊娠から出産・育児までの切れ目ない支援

を提供しています。また、母子健康手帳交

付において、全妊婦に保健師等の看護職が

面接し心身の状況を把握しているほか、ア

セスメントシートを活用し、早期支援が必

要な妊産婦に対しては、医療機関と連携し

個別のケアを実施しています。

交付件数：1612件。

高齢初妊婦は231件。

交付時の状況をアセスメントシートを用い

て検討し、新規支援開始となった方が31

件。妊娠期からの切れ目のない支援につな

がった。また、相談内容に応じて栄養士・

保育所担当・家庭相談員等につなぎ、専門

的な内容に対応した。

方向性3 121

宮城総合支所 保健福祉課 妊娠・出産包括支援事業 妊娠から出産・育児までの切れ目ない支援

を提供しています。また、母子健康手帳交

付において、全妊婦に保健師等の看護職が

面接し心身の状況を把握しているほか、ア

セスメントシートを活用し、早期支援が必

要な妊産婦に対しては、医療機関と連携し

個別のケアを実施しています。

全交付数：490件 アセスメントシートによる特定妊婦候補者

の洗い出しを行い、複数の目で処遇確認を

行っている。要支援者については、新生児

訪問のほか、母親教室等の事業への参加勧

奨を行い、切れ目ない支援を提供する。

方向性3 121

宮城野区 家庭健康課 妊娠・出産包括支援事業 妊娠から出産・育児までの切れ目ない支援

を提供します。母子健康手帳交付において

全妊婦に保健師等が面接し心身の状況を把

握し、早期支援が必要な妊産婦に対しては

医療機関と連携し個別のケアを実施しま

す。

・妊娠届出数：1,772件

・妊婦転入届出数：101件

・特定妊婦数：

　新規22人、削除28人

　平成31年2月最終登録数42人

母子共に健全な妊娠、出産、育児ができる

よう、丁寧な保健指導を行った。また、医

療機関等と連携しながら、ハイリスク妊婦

の把握と支援に努めた。

方向性3 121

若林区 家庭健康課 妊娠・出産包括支援事業 妊娠から出産・育児までの切れ目ない支援

を提供しています。母子健康手帳交付にお

いて全妊婦に保健師等の看護職が面接し心

身の状況を把握し、アセスメントシートを

活用し早期支援が必要な妊産婦に対しては

医療機関と連携し個別のケアを実施してい

ます。

妊娠届出数、１１６７件。届出した妊婦に

面接を実施。

妊娠届出数としては例年並み。交付担当者

だけの判断によらず、係内で月１回処遇検

討会議を開催し、対象に応じた適切な支援

につなげている。

方向性3 121

太白区 家庭健康課 妊娠・出産包括支援事業 妊娠から出産・育児までの切れ目ない支援

を提供しています。母子健康手帳交付にお

いて全妊婦に保健師等の看護職が面接し心

身の状況を把握し、アセスメントシートを

活用し早期支援が必要な妊産婦に対しては

医療機関と連携し個別のケアを実施してい

ます。

母子健康手帳交付1828件。 必要な方へ妊娠中から支援を行うことがで

きた。

方向性3 121

秋保総合支所 保健福祉課 妊娠・出産包括支援事業 妊娠から出産・育児までの切れ目ない支援

を提供します。母子健康手帳交付において

全妊婦に保健師等が面接し心身の状況を把

握し、早期支援が必要な妊産婦に対しては

医療機関と連携し個別のケアを実施しま

す。

実19名に実施。 管内出生数が少ないため、初産婦が孤立し

ないよう丁寧な関わりが必要。

方向性3 121

泉区 家庭健康課 妊娠・出産包括支援事業 妊娠から出産・育児までの切れ目ない支援

を提供しています。母子健康手帳交付にお

いて全妊婦に保健師等の看護職が面接し心

身の状況を把握し、アセスメントシートを

活用し早期支援が必要な妊産婦に対しては

医療機関と連携し個別のケアを実施してい

ます。

母子健康手帳交付者1,401人に看護職が個

別面接を行い、支援が必要な妊婦を把握し

ている。

また交付後担当者・母子保健コーディネー

ター等で支援方針の確認を実施している。

時間外交付者の増加に伴い、業務量が増加

している。

既に地区支援している世帯の妊娠届の把握

が漏れていることがあったため、保健師全

員に月毎の交付者一覧を回覧している。

母子健康手帳交付時における

保健指導の実施

母子健康手帳交付時の保健

師・看護師等専門職による、

妊婦の心身状態のアセスメン

トと保健指導の実施

子供未来局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 122

子供未来局 子供保健福祉課 母親教室・両親教室の実施 妊産婦等を対象とした、母親教室や両親教

室による、適切な育児の知識の提供や個別

相談の実施

区役所及び支所にて母親教室が延89回、延

1,434人（うち夫9人）、両親教室が延51

回、延1,407人（うち夫624人）の参加者

があった。

同時期に出産を予定している妊婦及び夫が

妊娠・出産・育児について必要な知識や技

術を習得し、不安を軽減する機会となっ

た。また、地域の中での育児の仲間作りの

一助となっている。

方向性3 122

青葉区 家庭健康課 母親教室・両親教室 妊産婦等を対象に、母親教室や両親教室を

開催し、育児知識の普及や情報提供、個別

相談を実施しています。

母親教室：7コース各3回で延211名。参加

者アンケートで95％以上が「大変良かっ

た・良かった」と回答。

両親教室：6回実施。102組。毎回キャン

セル待ちが発生。

アンケートで80％以上が「育児は二人で協

力して行いたい」と回答。

母親教室は出産後の同窓会で知り合い作り

がより進み、育児の孤立化防止につながっ

ていると考えられる。

両親教室は「夫婦で育児」を考える機会に

なっている。

方向性3 122

宮城総合支所 保健福祉課 母親・両親教室 妊産婦等を対象に、母親教室や両親教室を

開催し、育児知識の普及や情報提供、個別

相談を実施しています。

母親教室8回/年実施、妊婦42名(のべ70

名)夫5名(のべ7名)参加

両親教室4回/年実施、妊婦50名夫44名参

加

産後の生活について妊娠中から伝えること

で、夫婦で育児するイメージすることがで

きた。夫婦のコミュニケーションについて

伝えることを強化した。

方向性3 122

宮城野区 家庭健康課 母親・両親教室 妊産婦等を対象に、母親教室や両親教室を

開催し、育児知識の普及や情報提供、個別

相談を実施しています。

・母親教室：24回/年開催

　　延339人参加

・両親教室：6回/年開催

　　実258人参加

参加者の満足度は高く、産後も定期的に集

まるなど仲間づくりとしても有効である。

方向性3 122

若林区 家庭健康課 母親教室・両親教室 妊産婦等を対象に、母親教室や両親教室を

開催し、育児知識の普及や情報提供、個別

相談を実施しています。

3回1クールで、年6クール、計18回実施。

また、1～3回目の出席者へ4回目として産

後編の案内。希望者のみの参加で、産後児

と一緒に参加・育児の情報交換・妊婦への

アドバイス。4回目も6回/年実施。

妊産婦の参加者数は例年並み。アンケート

結果を見ると、出産・育児の知識が得られ

たという点での満足度が高かった。また、

先輩パパママとの交流が参考になったとい

う意見も多い。

平日に参加できない方に対しては、のびす

く若林で行っている両親教室の情報提供を

行う。のびすく若林の担当者との情報共有

も必要。

方向性3 122

太白区 家庭健康課 母親教室・両親教室 妊産婦等を対象に、母親教室や両親教室を

開催し、育児知識の普及や情報提供、個別

相談を実施しています。

母親教室3コース×6回、169名、産後の教

室6回64組、両親教室6回146組実施。

出産に向けての準備や育児がイメージでき

るよう情報提供を行った。また、グループ

ワークを取り入れ産後も交流できるように

し育児不安の軽減に努めた。

方向性3 122

泉区 家庭健康課 母親教室・両親教室 妊産婦等を対象に、母親教室や両親教室を

開催し、育児知識の普及や情報提供、個別

相談を実施しています。

両親教室

　5回実施

　参加８０組１６０人

母親教室

　６コース１８回開催

　参加妊婦９７人

両親教室　二人で子育てする意識づくりが

できた。

母親教室　産後うつ病に関する知識の普

及、産後の生活のイメージづくりが出来

た。妊娠期からのうつ予防の必要がある。

方向性3 123

子供未来局 子供保健福祉課 地区育児相談会等の実施 子育てサロンや児童館での保健師による子

育てに関する個別相談等の実施

各区・総合支所が実施

開催回数：117回

参加者：延3,736人

地域の状況・特色にあわせて、今後も継続

して実施する必要がある。

方向性3 123

青葉区 家庭健康課 地区育児相談会 地域で行われているサロンや児童館等に積

極的に出向き健康教育や個別相談等を行い

うとともに、地域の機関・団体との連携を

図る。

育児相談を伴う健康教育や子育てサロン支

援事業の実施：47回、延934名参加。

親子が慣れた地域で気軽に参加できる育児

相談会であり、地域の支援者との連携・相

談機会としても有用である。

母親教室・両親教室の実施 妊産婦等を対象とした、母親

教室や両親教室による、育児

に関する適切な知識の提供や

個別相談の実施

子供未来局

各区

地区育児相談会の実施 子育てサロンや児童館での保

健師による子育てに関する個

別相談の実施

子供未来局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 123

宮城総合支所 保健福祉課 地区健康教育 子育てサロンや児童館等からの依頼に基づ

き、子育てに関する健康教育及び個別相談

を行います。

児童館，市民センター，子育てサロン等に

対し，育児，食育，歯の健康等について健

康教育を実施（15件）

依頼のあった団体と地区の課題等を共有し

ながら実施することができた。

方向性3 123

宮城野区 家庭健康課 地区育児相談会 地域で行われているサロンや児童館等に積

極的に出向き健康教育や個別相談等を行う

とともに、地域の機関・団体との連携を図

る。

・健康教室・講座：

　27回/年開催、

　子517人、親542人参加

昨年度同様、積極的に出向き、健康教室や

個別相談等を実施することが出来た。

方向性3 123

若林区 家庭健康課 地区育児相談会 地域で行われているサロンや児童館等に積

極的に出向き健康教育や個別相談等を行う

とともに、地域の機関・団体との連携を図

る。

「母と子の健康相談」という事業名で若林

区役所・六郷市民センター・七郷市民セン

ターの3か所で実施。各月一回、計36回実

施。来所者数区役所237名、六郷202名、

七郷251名。

全会場でH29年度と比較し、来所者増加し

ている。区役所22名、六郷59名、七郷71

名の増加。相談は多岐にわたるため、他健

診事業との連携や職種間の共有を図ること

必要。また、要支援者の経過観察の場とし

ても活用していく。

方向性3 123

太白区 家庭健康課 地区育児相談会 地域で行われているサロンや児童館等に積

極的に出向き健康教育や個別相談等を行う

とともに、地域の機関・団体との連携を図

る。

地区健康教育、個別相談21か所、

育児相談会21回（区、東中田、茂庭台）保

護者232名、乳幼児245名。

児童館、支援センター等地域の子育て関係

機関と連携し健康教育や育児相談を実施

し、知識の普及や育児不安の軽減に努め

た。

方向性3 123

秋保総合支所 保健福祉課 母と子の健康増進教室 児童館と共催で教室開催活用し、個別相談

に応じやすい環境づくり等、地域の期間・

団体との連携を図る。

年4回実施。延19組参加した。 第1子の参加率を上げる必要がある。

方向性3 123

泉区 家庭健康課 地区健康教育 地域で行われているサロンや児童館等に積

極的に出向き健康教育や個別相談等を行う

とともに、地域の機関・団体との連携を図

る。

健康教育実施　20か所

　参加256組

　保護者256人

　子供271人

子育て中の保護者へ心身のリフレッシュ等

のすすめ、個別相談で子供への対応等のア

ドバイスを行った。

方向性3 124

子供未来局 認定給付課 保育サービス相談員の配置 保育サービス相談員の配置により、保育

サービス等に関するきめ細かな情報提供や

相談支援を行い、保護者の希望や家庭状況

に応じた適切なサービス利用につなげま

す。

各区役所に2名・宮城総合支所に1名保育

サービス相談員を配置し、保育サービス等

に関する情報提供・相談支援を実施した。

・H30相談件数：8,427件

保育サービス相談員によるきめ細かな情報

提供、相談対応等により、保護者の希望や

家庭状況等に応じた利用支援につなげるこ

とができた。

方向性3 124

青葉区 家庭健康課 保育サービス相談員の配置

（本庁）

保育施設等待機児童の解消に向け、アウト

リーチを含め、保護者に対する適切な情報

提供を行うため、各区役所の家庭健康課に

保育サービス相談員を配置します。

・来庁又は電話による相談への対応

1,747件

・出張相談会　24回

・施設見学　11回

左記のとおり来庁・電話相談への対応や出

張相談会への参加等を実施し、保護者への

適切な情報提供に努めたところである。引

き続き保育サービスに係る情報収集に努め

ながら一層充実した情報提供に努めていく

こととする。

方向性3 124

宮城野区 家庭健康課 保育サービス相談員の配置

（本庁）

保育施設等待機児童の解消に向け、アウト

リーチを含め、保護者に対する適切な情報

提供を行うため、各区役所の家庭健康課に

保育サービス相談員を配置します。

本区へ2名配置あり（配置課：

子供未来局認定給付課）。

年間を通し実施し、延べ975件の相談を受

けた。

保育サービスに関するきめ細か

な情報提供や利用の支援を実施できた。

方向性3 124

若林区 家庭健康課 保育サービス相談員の配置

（本庁）

保育施設等待機児童の解消に向け、アウト

リーチを含め、保護者に対する適切な情報

提供を行うため、各区役所の家庭健康課に

保育サービス相談員を配置します。

電話相談　988件、来所相談　180件、ア

ウトリーチ　151件

生活困窮者やひとり親等でリスクが高いと

思われる場合には、他のサービスも視野に

入れるなどの対応を行った。

保育サービス相談員による支

援

保育サービス相談員による保

育サービスに関するきめ細か

な情報提供や、サービスの利

用支援の実施

子供未来局

各区

地区育児相談会の実施 子育てサロンや児童館での保

健師による子育てに関する個

別相談の実施

子供未来局

各区

56 / 73 ページ



局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 124

太白区 家庭健康課 保育サービス相談員の配置

（本庁）

保育施設等待機児童の解消に向け、アウト

リーチを含め、保護者に対する適切な情報

提供を行うため、各区役所の家庭健康課に

保育サービス相談員を配置します。

２４回アウトリーチで相談してきた。 個別の相談に応じており、保育施設等待機

児童が解消されないまでも、減少には寄与

した。

方向性3 124

泉区 家庭健康課 保育サービス相談員の配置

（本庁）

保育施設等待機児童の解消に向け、アウト

リーチを含め、保護者に対する適切な情報

提供を行うため、各区役所の家庭健康課に

保育サービス相談員を配置します。

年間を通して実施。2名の保育サービス相

談員が保育施設の利用相談に対し情報提供

を行った。また、のびすく泉中央等に行き

利用者の相談対応も実施。

アウトリーチの活動も一定のニーズがあり

対応できた。

方向性3 125

子供未来局 子供保健福祉課 育児ヘルプ家庭訪問の実施 児童の養育に対して不安や孤立感等を抱え

る家庭を対象に、児童の養育の安定と健全

な育成を目的とした、育児ヘルパーや専門

指導員による訪問支援の実施

育児ヘルパー派遣については、延1,728回,

延3,187時間の訪問による家事等の支援を

行った。専門的な相談指導については、延

1,291件（うち59件不在）への訪問を行っ

た。

産後を中心とした児童の養育について支援

が必要な家庭に訪問を行った。

方向性3 125

青葉区 家庭健康課 育児ヘルプ家庭訪問指導 育児支援が必要な家庭を訪問し、保護者の

不安や悩み事等などを把握し、気持ちに寄

り添った支援や育児に関する具体的な助言

を行っています。また、必要に応じて専門

の支援機関と連携し継続的な支援を行って

います。

育児ヘルパーは79件の申請。利用申請者・

期間・回数とも前年度より増加。

専門指導員の延訪問件数：172件

育児ヘルパーは育児支援に欠ける方の支援

に加え、精神疾患や養育困難の方への支援

が多い状況で、支援者間の密な連携を図る

必要がある。また、利用申請者の増加に伴

い、利用待機の状況が発生した。

専門指導員は支援の早期介入で継続支援が

必要な方に対応した。関係機関・支援者と

の連携に努めた。

方向性3 125

宮城総合支所 保健福祉課 育児ヘルプ家庭訪問指導 育児のストレスや不安が強い等養育支援が

必要な世帯に、訪問による支援を実施して

います。

専門指導員：実20名、延べ66回

育児ヘルパー：実12名、延べ48回

継続訪問で家族全体のアセスメントを行

い、養育者の不安軽減を図ることができ

た。

方向性3 125

若林区 家庭健康課 育児ヘルプ家庭訪問指導 育児のストレスや不安が強い等養育支援が

必要な世帯に訪問による支援を実施する。

訪問対象者（実）25人

訪問件数（延）109件

事例検討会　2回

養育者が抱える問題は多岐にわたってお

り，地区保健師と協働で支援するケースが

多い。関わり方を見直すため外部講師によ

る事例検討会を開催。アセスメント方法や

支援方法に幅を持たせ，先を見据えた支援

を行えるよう今後も何らかの方法で外部講

師に助言を受ける場を確保したい。

方向性3 125

宮城野区 家庭健康課 育児ヘルプ家庭訪問 育児支援が必要な家庭を訪問し、保護者の

不安や悩み事等などを把握し、気持ちに寄

り添った支援や育児に関する具体的な助言

を行います。また、必要に応じて専門の支

援機関と連携し継続的な支援を行います。

・支援世帯数：139件

・延支援数：484件

支援世帯数は横ばいだが、医療機関からの

依頼が増加している。関係機関との連携を

密にしながらより適切な支援が出来る様努

めている。

方向性3 125

太白区 家庭健康課 育児ヘルプ家庭訪問指導 育児のストレスや不安が強い等養育支援が

必要な世帯に訪問による支援を実施する。

育児ヘルパー延124件、専門員による訪問

延73件。

ヘルパーによる家事育児支援や保健師、助

産師による訪問での個別相談を実施し育児

不安、負担の軽減に努めた。

方向性3 125

泉区 家庭健康課 育児ヘルプ家庭訪問 育児支援が必要な家庭を訪問し、保護者の

不安や悩み事等などを把握し、気持ちに寄

り添った支援や育児に関する具体的な助言

を行っています。また、必要に応じて専門

の支援機関と連携し継続的な支援を行って

います。

訪問対象数44人、訪問延べ数175件 産後うつや育児不安により、新生児訪問か

ら支援継続となるケースが多かった。事前

に導入が必要と予測される方については、

新生児訪問時に指導員と地区担当保健師が

同行訪問し対応するようにした。

保育サービス相談員による支

援

保育サービス相談員による保

育サービスに関するきめ細か

な情報提供や、サービスの利

用支援の実施

子供未来局

各区

育児ヘルプ家庭訪問の実施 児童の養育に伴う体調不良や

不安、孤立感等を抱える家庭

を対象に、児童の養育の安定

と健全な育成を目的とした、

育児ヘルパーや専門指導員に

よる訪問支援の実施

子供未来局

各区
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 125

秋保総合支所 保健福祉課 育児ヘルプ家庭訪問 育児支援が必要な家庭を訪問し、保護者の

不安や悩み事等などを把握し、気持ちに寄

り添った支援や育児に関する具体的な助言

を行っています。また、必要に応じて専門

の支援機関と連携し継続的な支援を行って

います。

対象となる案件がなかったため実施なし。 対象案件には適切に対応していく

方向性3 126

子供未来局 子供家庭支援課 婦人保護の実施 ＤＶ被害を受けた女性等を対象とした、婦

人相談員による自立支援等の実施

配偶者からの暴力相談　472件 母子生活支援施設への入所等自立に向けた

支援を行うことができた。

方向性3 126

青葉区 家庭健康課 婦人相談 配偶者等からのＤＶや離婚相談等、必要に

より、被害女性の生活支援や心理的ケア、

自立支援等を目的とした婦人保護を行って

います。

婦人相談数

【実数】386人

【延数】1714人

離婚相談、DV相談等増加傾向にあり、関

係機関と連携し自立の為の支援を行った。

方向性3 126

宮城総合支所 保健福祉課 婦人保護 配偶者等からのＤＶの相談に応じ、必要に

より、被害女性の生活支援や心理的ケア、

自立支援等を目的とした婦人保護を行って

います。

配偶者等からのＤＶの相談に応じ、必要に

より、被害女性の生活支援や心理的ケア、

自立支援等を目的とした婦人保護を行いま

した。

緊急時の対応が必要な方については、警察

や婦人保護所等とも協力し、支援を行って

おりますが、今後も、早期の支援が実施で

きるよう関係機関連携を図っていきます。

方向性3 126

宮城野区 家庭健康課 婦人相談 配偶者等から暴力を受けた被害女性からの

相談や要保護女子の早期発見に努め、関係

機関と連携して保護等を行うことにより、

暴力被害女性の自立や要保護女子の生活の

安定を図ります。

年間を通し実施し、延べ144人

のDV相談を受けた（家庭相談員対応実

績）。

暴力被害女性の自立や要保護女

子の生活の安定に向け相談支援を実施。

方向性3 126

若林区 家庭健康課 婦人保護 配偶者等からのＤＶの相談に応じ、必要に

より、被害女性の生活支援や心理的ケア、

自立支援等を目的とした婦人保護を行って

います。

婦人相談　1,430件 保護対象者の状況に応じて適切な対応を

行っている。

方向性3 126

太白区 家庭健康課 婦人保護 配偶者等からのＤＶの相談に応じ、必要に

より、被害女性の生活支援や心理的ケア、

自立支援等を目的とした婦人保護を行って

います。

相談件数215件、一時保護5件 DV被害者に対して、相談をしながら支援

してきた。

方向性3 126

泉区 家庭健康課 婦人保護 配偶者等からのDVの相談に応じ、必要に

より、被害女性の生活支援や心理的ケア、

自立支援等を目的とした婦人保護を行って

います。

年間を通して実施。4名の相談員が、相談

者の意向を確認しながら支援策を検討し今

後の生活について助言を行った

相談者が全て婦人保護施設利用を希望する

のではなく、生活相談で終了する事例も

あった

方向性3 127

女性相談の実施 女性が抱える様々な悩みに関

する電話や面接による相談の

実施（必要に応じ就業自立相

談や弁護士による法律相談の

実施）

市民局

市民局 男女共同参画課 女性相談（電話・面接） 夫婦、男女、家族、子育て、こころの問

題、生き方、人間関係など、女性が抱える

様々な悩みに関する相談に応じます。ま

た、必要に応じて、離婚や相続、労働など

法律に関わる問題を抱えている方には弁護

士による法律相談を、就業による自立を目

指す方には就業自立相談を行い、自立に向

けた支援を行います。

○電話相談（火曜日を除く月曜日から土曜

日までの週5日間通年で開設）

・年間利用実績：940件

○面接相談（月曜日から土曜日までの週6

日間通年で実施）

・年間利用実績：803件

○法律相談（第1・第3火曜日、第3土曜日

に通年で実施）

・年間利用実績：147件

○就業自立相談（月曜日から土曜日までの

週6日間で実施）

・利用実績：延べ144件

女性の様々な相談に対応することで、本人

の悩みを整理するとともに、必要に応じて

適切な支援機関を紹介することができた。

ＤＶ被害を受けた女性等を対

象とした、婦人相談員による

自立支援等の実施

子供未来局

各区

育児ヘルプ家庭訪問の実施 児童の養育に伴う体調不良や

不安、孤立感等を抱える家庭

を対象に、児童の養育の安定

と健全な育成を目的とした、

育児ヘルパーや専門指導員に

よる訪問支援の実施

子供未来局

各区

婦人保護の実施
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 128

女性への暴力に関する電話相

談の実施

ＤＶや性暴力の被害等、女性

への暴力に関する悩みを抱え

ている方を対象とした、電話

相談の実施 市民局

市民局 男女共同参画課 女性への暴力相談電話 ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）や

性暴力の被害など、女性に対する暴力に関

する悩みを抱えている方からの相談に応じ

ます。

○毎週月曜日～金曜日開設

・年間利用実績：438件

・臨時無料相談電話利用実績：17件（※臨

時無料相談電話は、「ストップ！ＤＶキャ

ンペーン」期間中の3日間のみ開設）

女性への暴力に関する様々な相談に対応す

ることで、本人の気持ちを整理し、必要に

応じて適切な支援機関を紹介することがで

きた。

方向性3 129

女性のための自立支援の実施 ＤＶ被害やシングルマザー等

困難な状況にある女性を対象

とした、当事者同士のサポー

トグループ運営支援や、各種

セミナーや講座の実施

市民局

市民局 男女共同参画課 女性のための自立支援事業 ＤＶ被害やシングルマザー等困難な状況に

ある女性を対象とした、当事者同士のサ

ポートグループ運営支援や、各種セミ

ナー、講座の実施

○調定手続きセミナー、アサーティブ・コ

ミュニケーション講座等を実施。

・セミナー・講座実施回数：41回

・参加者数：延べ435名

困難な状況にある女性に対し、離婚協議や

ＤＶ被害からの回復、シングルマザーカ

フェなど、自立に資する様々な情報提供が

できた。

方向性3 130

労働相談の実施 社会保険労務士による、職場

や仕事上の悩み等、労働に関

する様々な問題についての相

談の実施 市民局

市民局 市民生活課 労働相談の実施 職場や仕事上の悩みなど、労働に関するさ

まざまな問題について労働相談窓口を開設

（週１回）し、労働に関する問題を解決す

るための手続きや、ケースに応じた対処方

法についてのアドバイスを実施していま

す。

平成30年度の相談件数

115件

前年度実績（84件）より増加しており、今

後、更に市民の利用促進を図るため、市政

だよりやホームページ等を活用した、より

効果的な広報の実施が課題である。

方向性3 131

犯罪被害者等支援総合相談の

実施

犯罪被害者やその家族を対象

とした、電話相談の実施
市民局

市民局 市民生活課 犯罪被害者等支援総合相談窓

口

犯罪被害に遭われた方やそのご家族を支援

するために、専用電話により各種支援施策

に関する情報提供や関係機関・団体の紹介

をしています。

平成30年度の相談件数　2件、個別支援件

数1件

犯罪被害者支援総合相談窓口（相談用直通

電話）により、宮城県警察本部やみやぎ被

害者支援センター等と連携しながら、情報

共有や被害者・家族等の支援を行った。

方向性3 132

消費生活相談の実施 契約トラブルや多重債務等の

消費生活に関する問題に対す

る、消費生活センターによる

情報提供や必要に応じた助

言・あっせんの実施

市民局

市民局 消費生活セン

ター

消費生活相談 市民から商品やサービスの契約トラブルな

どの消費生活に関する相談を受け、電話、

面接により解決に向けた助言やあっせん等

を行っています。

苦情相談件数：6,888件

一般相談件数：755件

（計７,643件）

引き続き高い質を保ちながら相談業務を継

続していく。

方向性3 133

民生委員児童委員による相

談・援助の実施

地域で援助を必要とする方を

対象とした、民生委員児童委

員による、生活相談や福祉

サービス利用のための情報提

供

健康福祉局 健康福祉局 社会課 民生委員児童委員による相

談・援助活動

地域で援助を必要とする方たちに、生活上

の相談に応じたり、福祉サービス利用のた

めの情報提供等を行います。

相談・支援件数合計：39,996件 高齢者、障害者、子どもに関すること等に

ついて、相談・支援を行った。今後、民生

委員児童委員についてより多くの方に知っ

ていただくために、広報活動に取り組んで

いく必要がある。

方向性3 134

日常生活自立支援事業の実施 認知症や知的障害・精神障害

等により、判断能力が十分で

ない方が、地域で自立した生

活を送るための、福祉サービ

スの利用援助や金銭管理に関

するサービスの提供

健康福祉局 健康福祉局 社会課 権利擁護センターによる日常

生活自立支援事業

認知症・知的障害・精神障害等により判断

能力が十分でない方が、地域で自立した生

活を送ることができるよう、福祉サービス

の利用援助や日常的な金銭管理サービスな

どを行います。

かっこ内は29年度

相談件数277件（282件）

新規利用件数46件 （61件）

実利用件数417件 （430件）

権利擁護センターへの補助により、利用者

の意思に沿い、地域の中で安心して暮らせ

るよう支援を行えた。関係機関と一層密な

連携を図り支援に取り組む必要がある。

方向性3 135

生活困窮者自立支援制度によ

る自立相談支援等の実施

生活困窮者を対象とした、自

立相談支援や就労準備支援等

の実施

健康福祉局 健康福祉局 保護自立支援課 生活困窮者自立支援事業 自立相談支援や就労準備支援など、生活保

護に至る前の生活困窮者への支援を強化

し、生活困窮者の自立促進を図ります。

新規相談受付件数3,469件

プラン作成件数1,650件（再プラン含

む。）

毎月平均280件以上の新規相談を受け付け

ている。生活困窮者の支援につながってい

る。
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方向性3 136

被災者生活再建支援の実施 応急仮設住宅入居世帯の生活

再建に向けた、新たな住まい

への移行支援や、健康面等に

課題がある方への健康支援や

見守り等支援の実施

健康福祉局 健康福祉局 社会課 被災者の生活再建支援事業の

推進

「生活再建加速プログラム」に基づき、被

災元自治体とも連携しながら支援情報の提

供や、相談対応等の支援を行います。ま

た、健康面等に課題のある方に対しては、

保健師等による健康支援や支えあいセン

ターによる見守りを行います。

仮設住宅訪問件数62件 訪問により仮設入居世帯の現況を把握し、

聞き取り内容に応じた適切な支援を提供す

ることができた。

方向性3 137

聴覚障害者に対する情報保障

の実施

主に聴覚障害のある方等を対

象とした、手話通訳者の派遣

や窓口でのタブレット活用に

よるコミュニケーション支援

の実施

健康福祉局 健康福祉局 障害企画課 障害者差別解消に係る庁内対

応体制の整備

差別解消に係る職員対応要領を整備し、職

員向けの研修を実施するとともに、市実施

事業への手話通訳者の派遣等の情報保障

や、各区等の窓口における障害者とのコ

ミュニケーション支援のため、タブレット

やアプリ、コミュニケーションボードの導

入を検討し、庁内の対応体制を整備しま

す。

１．庁内研修

・新規採用職員研修：①4月…248名、②

10月…17名

・管理職員向け研修（12月）：89名

・一般職員向け研修（2月）：161名

・全職員を対象としたe-ランニングを活用

した研修（11月）：①心のバリアフリーに

ついて学ぼう8,277名、②「バリア」とは

なんだろう？　5,611名

２．市実施事業への情報保障（障害企画課

負担分のみ）28件

３．各区等の窓口におけるコミュニケー

ション支援

・障害企画課，５区に加え、平成30年度か

ら宮城総合支所保健福祉課にタブレット

（ＵＤトーク使用可能）を導入。

・コミュニケーションボードは5区に加

え、30年度から宮城総合支所保健福祉課に

設置。

・研修を今後も継続して実施するに当た

り、研修内容については検討が必要であ

る。

・アプリ（ＵＤトーク）やコミュニケー

ションボードをより広く活用してもらうた

めの手法の検討が必要である。

方向性3 138

障害者就労支援センターによ

る支援

障害のある方を対象とした、

雇用促進や就労定着を図るた

めの総合的な支援の実施

健康福祉局 健康福祉局 障害企画課 障害者就労支援センター運営 障害のある方の就労に関する相談、援助、

啓発等を行うことにより、障害のある方の

就労を総合的に支援し、雇用促進及びその

職業の安定を図ります。

○支援対象者：合計753人

（内訳）・身　 体：95人

　　　　・知 　的：187人

　　　　・精 　神：287人

　　　　・発 　達：118人

　　　　・高次脳：23人

　　　　・難 　病：16人

　　　　・その他：27人

〇相談件数（延べ）：23,086件

○新規就労者数：89人

○離職者数：20人

・相談件数の増加に伴って新規就労者数も

着実に増加させることができた。

・障害者雇用促進法の改正等を背景とした

企業における関心の高まりを踏まえ，企業

への障害理解促進のための普及啓発や，採

用後の職場定着のための支援の強化などを

より一層進めていく。

方向性3 139

健康福祉局 障害者支援課 仕事とこころの相談会（夜

間）

臨床心理士・弁護士といった専門家による

夜間の相談会を実施しています。

11回実施し、計11件の相談があった。内6

件が臨床心理士、5件が弁護士への相談

だった。

相談者の8割が30～50代の勤労世代であ

り、相談内容としても職場に関する相談が

最多であった。対象者は相談会の趣旨目的

に沿っているが、相談件数は年々減少傾向

にあり、広報のあり方等について検討が必

要。

方向性3 139

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

生活困りごとと、こころの健

康相談会（定例）

経済問題や家族問題等生活上の様々な問題

について広く相談に応じるとともに、ここ

ろの健康についても併せて相談にのれるよ

う、宮城県司法書士会と共催して相談会を

実施します。

年12回（毎月第３火曜日）、宮城県司法書

士会との共催により、相談会（定例）を実

施し、37件の相談に対応した。

自死の要因となる様々な問題に、司法の相

談と、こころの健康相談を併せて実施し、

包括的に対応できたことで、相談者の悩み

を解決する一助となった。

弁護士、司法書士、臨床心理

士等と連携した相談会の実施

広く市民を対象とした、様々

な困りごとや悩みについて、

法律的・心理的側面から包括

的に対応するための弁護士、

司法書士、臨床心理士等によ

る相談の実施

健康福祉局
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方向性3 139

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

生活困りごとと、こころの健

康相談会（自殺予防週間や自

殺対策強化月間に併せたキャ

ンペーン相談会）

経済問題や家族問題等生活上の様々な問題

について広く相談に応じるとともに、ここ

ろの健康についても併せて相談にのれるよ

う、自殺予防週間（9月）と自殺対策強化

月間（3月）に仙台弁護士会と一緒に相談

会を実施します。

年2回（9月・3月）、仙台弁護士会と、相

談会（キャンペーン相談会）を実施し、21

件の相談に対応した。

自死の要因となる様々な問題に、司法の相

談と、こころの健康相談を併せて実施し、

包括的に対応できたことで、相談者の悩み

を解決する一助となった。

方向性3 139

健康福祉局 健康政策課 無料法律相談とこころの健康

相談会

弁護士による専門相談に併せて、心の問題

に対応できる包括的な面接相談を実施しま

す

年12回開催（月1回）し、延べ183人の相

談を受けた。

前年度（29年度）より参加者が増加してお

り、悩みや不安を抱えた市民の支援に繋

がったと思われる。

方向性3 140

ひきこもり地域支援センター

による支援

ひきこもり状態にある方やそ

の家族を対象とした、訪問、

面接等による相談支援の実施

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 ひきこもり地域支援センター ひきこもり状態にある方やその家族に対

し、社会参加の実現を図ることを目的とし

て相談支援を行っています。

社会福祉法人わたげ福祉会に業務を委託し

ており、相談延件数は1,428件（電話440

件、メール1件、来所955件、訪問26件、

その他6件）。家族向けグループは59回実

施。フリースペースの延来所者数は2750

名だった。また、ひきこもり地域相談会を

2回実施しており、延26名の参加があっ

た。

平成29年度に比し相談延件数は約500件減

少しており、来所・電話相談の減少が顕著

であった。国の調査等からひきこもり問題

への関心は高まっており、対象者を補足

し、継続支援へのアクセスを推進するため

の取り組みが必要である。

方向性3 141

地域生活支援拠点の整備 障害のある方を対象とした、

緊急時の受け入れ先確保や、

緊急事態の未然防止のための

チーム支援をコーディネート

する地域生活支援拠点の整備

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 地域生活支援拠点整備 障害児者が地域で孤立することなく、住み

慣れた環境で暮らし続けられるよう、緊急

時対応及びチームによる個別支援等のコー

ディネートや、緊急時における受入れ先確

保等を行う地域生活支援拠点を整備する。

平成30年10月からモデル事業を実施し

た。また、本格実施に向けた課題整理を目

的とし、地域生活支援拠点運営会議を実施

（２回）した。

令和2年度からの本格実施に向けた課題を

確認できた。令和元年度も引き続きモデル

事業を実施していく。

方向性3 142

障害者相談支援事業の実施 障害のある方やその家族等を

対象とした、地域で安心して

暮らすための、障害福祉サー

ビスや社会資源の利用に関す

る総合的な相談支援の実施

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 相談支援事業の実施 障害児者と家族が安心して地域で生活でき

るよう各種相談事業を実施する。

社会福祉法人等に委託し，16ヶ所の事業所

で実施している。

訪問3,042件,来所1,968件,電話22,085件

(合計27,095件)

市内障害者の生活支援に対しては，総合的

な相談支援を一定水準で継続できた。

方向性3 143

障害者家族支援等推進事業の

実施

障害のある方を対象とした、

日中又は宿泊の介護サービス

の提供

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 障害者家族支援等推進事業 事前に登録した在宅の障害児者等に対し、

日中又は宿泊の介護サービスを提供する。

日中一時介護：39,530時間

宿泊介護：2,254日

外出介護・自宅介護：128時間

障害児者等の日中及び宿泊の介護サービス

に対するニーズを満たすことができた。

方向性3 144

医療的ケア障害児者等支援の

実施

医療的ケアが必要な障害のあ

る方を対象とした、短期入所

事業所利用のための相談体制

の確保

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 医療的ケア障害児者等支援 医療的ケアが必要な障害児者と家族が安心

して生活できるよう短期入所事業所の整備

や、医療型短期入所事業所等の紹介等を行

うコーディネーターを配置する。

H30.5より、医療型短期入所コーディネー

ターを配置。H30.7より、医療型短期入所

の利用希望者からの相談に対応した。

新たに短期入所事業所を利用したい希望者

に対して、集約した事業所情報を提供し、

相談対応できた。今後、より多くの方に利

用されるよう周知とともに短期入所事業の

体制整備に努める。

方向性3 145

精神障害者ピアカウンセリン

グの実施

精神障害のある方を対象とし

た、ピアカウンセリング（同

じ立場にある仲間同士によっ

て行われる相互支え合い）活

動の実施

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 精神障害者ピアカウンセリン

グ事業

精神障害のある方が自身の問題解決能力を

高め，社会参加と自立を促進するために，

ピアカウンセリング（同じ立場にある仲間

どうしによって行われるカウンセリング）

を学び実践する機会を提供します。また，

当事者活動のリーダーの育成を図ります。

ピアカウンセリング講座を3回実施（参加

者計：30名）。ピアトークショーを1回実

施（参加者：20名、活動報告を行った団

体：4団体）

当事者同士で実体験などを話し合う機会が

普段あまりないため、多くの方から良い経

験ができたとの声が上がった。しかし、参

加団体が固定化されてきていることが課題

であり、新規開拓をしていく必要がある。

弁護士、司法書士、臨床心理

士等と連携した相談会の実施

広く市民を対象とした、様々

な困りごとや悩みについて、

法律的・心理的側面から包括

的に対応するための弁護士、

司法書士、臨床心理士等によ

る相談の実施

健康福祉局
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方向性3 146

精神障害者家族支援（相談支

援・休息支援）の実施

精神障害のある方の家族を対

象とした、相談支援や休息支

援の実施

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 精神障害者家族支援事業 精神障害者の家族は、周囲に助けを求める

ことが難しく、孤立した対応を余儀なくさ

れ疲弊する現状にあることに鑑み、精神障

害者の家族に対する相談支援・休息支援事

業等を実施します。

・家族による家族学習会セミナー：39名参

加

・家族による家族学習会（計5回）：10名

参加

・家族による家族学習会担当者養成研修：

12名参加

ピア家族相談員として家族支援に携わる意

思のある方を募集できた。また、このうち

5名が今年度の学習会の担当者として活動

いただいており、次年度以降も担当者を養

成し事業を拡大していく。

方向性3 147

こころの悩みに関する支援の

実施

ひきこもりや家族関係の問題

等、こころの悩みを抱える方

を対象とした、来所相談等の

実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

精神保健に関する問題を抱え

る方への相談

ひきこもりや家族関係など、こころの悩み

を抱える方へ、継続的に面接等の相談支援

を行います。

新規306件、再来延1,841件の相談があり

ました。新規相談の主訴は「行動上の問題

（ひきこもり、暴力など）」が多く、次い

で「精神的悩み（ゆううつ、イライラな

ど）」、「学校不適応（不登校など）」と

なっている。

引き続き相談者のニーズに応じ、質を担保

しながらタイムリーに相談に応じて行くこ

とが求められる。

方向性3 148

こころの悩み電話相談（はあ

とライン）の実施

様々なこころの悩みに関する

匿名の電話相談（日中帯）の

実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

こころの悩み電話相談（はあ

とライン）

匿名で相談できる電話相談を開設していま

す。

延べ2,863件の相談がありました。対人関

係についての悩みや抑うつ的な訴えが多く

なっている。

引き続き相談者のニーズに応じ、質を担保

しながらタイムリーに相談に応じて行くこ

とが求められる。

方向性3 149

こころの悩み電話相談（ナイ

トライン）の実施

様々なこころの悩みに関する

匿名の電話相談（夜間帯）の

実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

こころの悩み電話相談（ナイ

トライン）

匿名で相談できる電話相談を開設していま

す。

延べ8,322件の相談がありました。対人関

係についての悩みや仕事・職場についての

悩みが多くなっている。

引き続き委託先と情報共有を密にしながら

実施していくことが求められる。

方向性3 150

仙台市自殺対策推進センター

の整備

自殺未遂者等ハイリスク者へ

のアセスメント・見立てや

様々な要因に合わせた支援方

針の立案、一般救急や精神科

医療機関等との連携をはじめ

とした多機関協働による支

援、自死の予防についての普

及啓発や人材育成等、地域の

状況に応じた自殺対策の総合

的な推進を担う機関の整備

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

地域自殺対策推進センターの

整備

自殺未遂者等ハイリスク者へのアセスメン

トや見立て、様々な要因に合わせた支援方

針の立案等の機能を中心的に担う機関の整

備と、多機関協働による支援の推進

普及啓発や人材育成に加え、自殺未遂者等

ハイリスク者支援の体制を整備するため、

「自死ハイリスク者支援体制検討会議」に

参画する等、地域自殺対策推進センターの

開設準備を実施した。

次年度から開始する自殺未遂者等ハイリス

ク者に対する多機関協働による支援（仙台

市いのちの支え合い事業）の中核機関とし

て、適切に支援を展開する必要がある。

方向性3 151

仙台市自殺対策推進センター

（仙台市こころの絆セン

ター）電話相談の実施

自死に関連する悩みを抱えて

いる方を対象とした、電話相

談の実施や支援機関に関する

情報の提供

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

仙台市こころの絆センター電

話相談

自殺に関する悩みを抱えている方に対し

て、電話で相談を受けるとともに、必要に

応じて問題を解決できる情報提供や相談窓

口に繋ぎます。

749件の電話相談に対応し、必要に応じて

問題解決に関する情報提供や、適切な窓口

に繋いだ。

今後も、自死のリスクアセスメントを行

い、必要な関係機関と連携しながら対応し

ていく。

方向性3 152

アルコール・薬物関連問題を

抱える家族向けのミーティン

グの実施

アルコール問題や薬物問題を

抱える方の家族を対象とし

た、感情や体験の整理や、健

康状態の回復を目指す家族

ミーティングの実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

アルコール・薬物問題を持つ

家族のミーティングや研修会

の開催

アルコールや薬物関連問題を持つ家族を対

象に、アルコールや薬物に関する正しい理

解と適切な対応について学ぶ機会として、

定例ミーティングや、研修を実施します。

定例ミーティングは、全35回、延95名の

参加者があった。家族を対象とした研修会

（家族教室）は2回実施し，延３５名のご

家族の参加があった。

家族のアルコールや薬物問題に長い間悩ん

できたご家族が多く、アルコールや薬物に

関する正しい理解を得る機会となってい

る。こうした場の提供は、今後も相談と両

輪で継続していく必要がある。

方向性3 153

ひきこもり状態にある方の家

族向けのミーティングの実施

ひきこもり状態にある方の家

族を対象とした、心理的負担

の軽減を図るための家族ミー

ティングの実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

ひきこもり者をもつ家族を対

象とした、集団療法の実施

ひきこもり者を持つ家族を対象に、ひきこ

もりに関する理解を深め適切な対応につい

て学ぶとともに、心理的負担得を軽減する

機会として、家族グループを実施します。

ひきこもり家族グループを12回実施し、延

べ75名の参加があった。

参加のご家族が、ひきこもりについての理

解を深め適切な対応について学ぶととも

に、心理的な負担を軽減する機会となって

いる。個別相談と並行して利用されている

ご家族もおり、継続して実施していくこと

が求められる。
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方向性3 154

ひきこもり状態にある方への

居場所の提供

ひきこもり状態にある方がひ

きこもりから回復する機会を

得るための、家庭外で安心し

て過ごすことができる居場所

の提供

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

ひきこもり当事者グループ ひきこもり当事者が、家庭外で安心して過

ごすことができる居場所を提供し、ひきこ

もりからの回復を促す機会を提供していま

す。

23回実施し、延べ31名の参加があった。 各参加者が安心して過ごせる居場所となっ

ている。引き続き必要な方に本事業を利用

していただけるよう、対象者を広く募集し

ていく必要がある。

方向性3 155

精神科デイケア（リワーク準

備コース）による復職支援の

実施

うつ病等による休職者を対象

とした、復職に向けたリハビ

リテーションの実施

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

精神科デイケア（リワーク準

備コース）による復職支援の

実施

うつ病等による休職者を対象とした、復職

に向けたリハビリテーションの実施

25名の通所者に、延582回、支援した。 疾患の知識や対処法の理解、自身の考え方

や行動に関する心理教育等を通じて、復職

への準備を高めることができた。

方向性3 156

発達障害や知的障害のある方

等向けの相談支援の実施

乳幼児期から成人期までの生

涯ケアを目的に、発達障害や

知的障害等のある方やその家

族を対象とした、相談支援の

実施

健康福祉局 健康福祉局 北部・南部発達

相談支援セン

ター

アーチルにおける相談支援業

務

乳幼児期から成人期までのあらゆる世代の

発達障害や知的障害等に関する相談に応じ

ています。

【北部・南部アーチル】

　相談件数（南北合計）

　・新規：1,885件

　・継続：10,100件

　　計　：11,985件

○北部・南部アーチル

　相談件数は、昨年度と比較し新規相談、

継続相談ともに増加となっている。平成30

年度から、常勤医の配置に伴う医療相談数

の増加と保険診療開始により、相談件数が

増加している。

方向性3 157

発達障害者等の家族教室・家

族サロン（家族交流の場）の

実施

発達障害のある方の家族を対

象とした、心理的負担の軽減

を図るための家族同士の悩み

の共有や機会の提供

健康福祉局 健康福祉局 北部・南部発達

相談支援セン

ター

家族教室・家族サロン 当事者の家族同士が集う場を提供すること

により、ピアサポートや家族支援を行いま

す。

家族教室

　20回実施、延べ184名参加

家族サロン

　17回実施、延べ150名参加

障害児者の家族にとっての貴重な情報交換

の場や交流の場となっている。

方向性3 158

高齢者相互支援活動を行う地

区老人クラブ連合会への支援

一人暮らしの高齢者等の安否

確認や話し相手等の友愛訪問

活動を行う地区老人クラブ連

合会への助成を通じた活動の

支援

健康福祉局 健康福祉局 高齢企画課 高齢者相互支援推進・啓発事

業

老人クラブによる一人暮らし高齢者等の安

否確認や話し相手等の友愛訪問活動を促進

するため、仙台市老人クラブ連合会に対

し、補助金を交付しています。

補助金交付額：992千円

健康で元気な老人クラブ会員が、同世代の

視点で一人暮ら高齢者や寝たきり、虚弱高

齢者で孤立している世帯を定期的に訪問

し、話し相手生活情報、お手伝いなどのボ

ランティア活動を行いました。

一人暮らしの高齢者等の安否確認や話し相

手等の友愛訪問活動等例年通りの事業実施

ができています。

方向性3 159

地域社会福祉活動を行う老人

クラブへの支援

一人暮らしの高齢者等の安否

確認や話し相手等の友愛訪問

活動、世代間交流活動等を行

う老人クラブへの助成を通じ

た活動の支援

健康福祉局 健康福祉局 高齢企画課 地域社会福祉活動促進事業 老人クラブによる地域の見守り活動や老人

ホーム慰問活動等を促進するため、仙台市

老人クラブ連合会に対し、補助金を交付し

ています。

補助金交付額：4,351千円

高齢者の見守り活動、福祉施設訪問、地域

でサロンの開催などの活動を実施しまし

た。

【具体例】

・地区内高齢者を招待して実施する演芸大

会開催

・老人ホーム訪問、特養ホーム訪問

一人暮らしの高齢者等の安否確認や話し相

手等の友愛訪問活動、世代間交流活動等、

例年通りの事業実施ができています。

方向性3 160

抑うつ高齢者等地域ケアの実

施

孤立しがちな高齢者等を対象

とした、うつ病の早期発見・

早期治療を促進するための訪

問支援

健康福祉局 健康福祉局 地域包括ケア推

進課

抑うつ高齢者等地域ケア 基本チェックリストを活用しうつ状態の可

能性のある方に訪問を行うことでケアを行

います。

訪問指導事業による利用者　4人、延訪問

回数16回。

訪問件数が少ないため、訪問ケアを担う訪

問指導員のスキルに関して質の担保が必

要。

方向性3 161

認知症カフェによる交流の場

の提供

認知症の方やその家族を対象

とした、孤立の予防や解消を

図るための地域住民や専門職

との交流機会の提供

健康福祉局 健康福祉局 地域包括ケア推

進課

認知症カフェの設置 認知症の人や家族、地域住民、専門職が集

い交流し、相談を受けられる場を作ること

で、認知症の人と家族の孤立化を防止しま

す。

平成31年3月時点　87か所開設。 年々カフェの数は増加しているが、今後は

継続に向けた各カフェの質の向上や、内容

の充実を図っていく必要がある。

方向性3 162

認知症電話相談窓口の実施 認知症の方や介護家族を対象

とした、健康・介護等の悩み

に関する電話相談の実施

健康福祉局 健康福祉局 地域包括ケア推

進課

認知症電話相談 公益社団法人「認知症の人と家族の会」宮

城県支部に委託し、市内に住む認知症の人

や介護家族の健康・介護等の悩みについて

相談に応じる電話相談窓口を設置します。

年間139件。 ここ数年、相談件数は減少傾向。他の相談

体制が整備されている影響と思われるが、

外出困難等の家族のために、今後も電話に

よる相談体制は継続していく必要がある。
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方向性3 163

自死遺族支援団体への支援 自死遺族等に対する支援や啓

発活動を行う団体への助成に

よる、自死遺族への適切な情

報提供や居場所づくりの推進

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 自死遺族等に対する支援事業

補助金

自死遺族支援団体の活動に対して助成して

います

4団体に補助金（計 722,000円）を交付し

た。

市内の自死遺族支援活動団体の継続的な広

報及び活動の助成を行うことができた。

方向性3 164

がん患者の医療用ウィッグ購

入への支援

がん患者の就労や社会参加等

の両立支援を促進するための

医療用ウィッグ購入費助成の

実施

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 医療用ウィッグ購入費助成 がん患者の治療と就労や社会参加等の両立

を支援し、療養生活の質の向上を図るた

め、がん治療に伴う脱毛のために購入した

医療用ウィッグの費用を助成しています

申請件数279件　助成件数279件　助成実

績額2,686千円

30年度開始事業。がん患者の治療と就労や

社会参加等の両立を支援し、療養生活の質

の向上を図ることができた。

方向性3 165

各種がん検診の実施 市民を対象とした、がんの早

期発見・早期治療のためのが

ん検診や精密検査の受診勧奨

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 各種がん検診 がんの早期発見・早期治療を目的に、がん

検診及び精密検査が必要な方への受診勧奨

を行っています

がん検診受診者数

胃がん：47,957人、子宮頸がん46,405

人、乳がん：40,965人、肺がん：72,711

人、大腸がん：78,205人、前立腺がん：

1,247人

精検対象者への受診勧奨も継続的に行っ

た。

おおよそ前年並みの受診者数・受診率であ

り、がんの早期発見・早期治療に向けて、

引き続き事業を推進していく。

方向性3 166

健康増進センターによる健康

づくり支援の実施

生活習慣病予防、高齢者の介

護予防、障害のある方の健康

づくり等を目的とした、市民

に対する専門的な健康づくり

支援の実施

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 健康増進センター運営 生活習慣病予防、高齢者の介護予防、障害

者の健康づくりの３つの事業を中心に、健

康リスクを抱えた市民への専門的な健康づ

くり支援を行っています

実施回数1,689回　利用者数26,810人 おおよそ前年並みの実施状況。生活習慣病

予防、高齢者の介護予防、障害者の健康づ

くりの３つの事業を中心に、健康リスクを

抱えた市民への専門的な健康づくり支援を

行うことができた。

方向性3 167

おとな救急電話相談の実施 看護師等による急な病気やけ

がに対処するための助言や、

受診可能な医療機関等に関す

る情報の提供

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 おとな救急電話相談 看護師などが、急な病気やけがの対処方法

について助言するほか、受診の必要性、受

診可能な医療機関を案内しています

休日・夜間に実施し、利用件数は10,626

件。

休日・夜間に急病やけがで迷った時の電話

相談窓口として、市民への助言や案内、症

状の相談に対応することができた。

方向性3 168

のびすく（子育てふれあいプ

ラザ等）の専門の相談員によ

る相談支援の実施

のびすく（子育てふれあいプ

ラザ等）の専門の相談員によ

る、子ども・子育て支援に関

するきめ細かな情報提供や相

談支援の実施

子供未来局 子供未来局 総務課 子育てふれあいプラザ等子育

て支援専門相談事業

のびすく（子育てふれあいプラザ等）にお

いて、子ども・子育て支援に関するきめ細

かな情報提供や相談支援等を行う専門の相

談員を配置し、子育て家庭の状況に応じた

適切なサービスの利用や支援につなげ、子

育てに対する不安や負担の軽減を図る。

年間を通して実施した（のびすく若林は平

成30年10月より開始）。

相談件数

のびすく仙台：140件

のびすく宮城野：184件

のびすく若林：54件

のびすく長町南：112件

のびすく泉中央：479件

のびすく利用者に対して、子育て支援に関

する情報提供や相談支援を行い、子育てに

対する不安や負担を軽減することができ

た。

方向性3 169

産婦健康診査事業の実施 産後うつ病予防や新生児等へ

の虐待防止等を目的に、出産

後間もない時期の産婦を対象

とした、健康診査に係る費用

助成の実施

子供未来局 子供未来局 子供保健福祉課 産婦健康診査への費用助成 産後うつの予防や新生児等への虐待防止等

を図るため、産後2週間、産後1か月など出

産後間もない時期の産婦に対する健康診査

に係る費用を助成する。

産後2週間頃　1,183件

産後1か月頃　928件

里帰り産婦健康診査　延36件

産婦健康診査の実施により、早期に心身の

不調がある産婦について、医療機関から連

絡が入ることになった。

方向性3 170

産後ケア事業の実施 出産直後の母子を対象とし

た、母親の身体的回復と心理

的安定のための、宿泊または

日帰りによる心身のケアや育

児のサポート等の実施

子供未来局 子供未来局 子供保健福祉課 産後ケア事業 病院・診療所・助産所において、生後4か

月未満の母子に対して心身のケアや育児の

サポート等を行い、産後も安心して子育て

ができる支援体制の確保を行う。

平成31年1月より事業開始

　宿泊型：延62日

　ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ型：延31日

母子手帳交付時や新生児訪問時等で、妊産

婦への事業の周知が必要がある。
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況
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評価・課題

今後の取組みの方向性
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取組み状況の確認
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計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 171

子どもや子育てに関する相談

の実施

子育ての悩みや不安、子ども

や青少年自身の悩みごとに関

する、電話相談、メール相

談、面接相談の実施

子供未来局 子供未来局 子供相談支援セ

ンター

子供に関する相談活動 子育て何でも電話相談、ヤングテレホン相

談、子どもメール相談、面接相談を通じ、

子育ての悩みや不安、子供や青少年自身の

悩みごとの相談を行います。

子育て何でも電話相談で1,386件，ヤング

テレホン相談で603件，子どもメール相談

で81件，面接相談で64件の相談を受け

た。

※上記の他に下記についても実施

①年度初めに各区窓口等関係機関や学校等

へリーフレットや電話相談カードを配布

し，リーフレットは９,000部，子育て何で

も電話相談カードは50,000部，ヤングテ

レホンカードは95,000部配布した（方向

性1に関係）。

②月に2回6名の専任相談員と9名の電話相

談員向けに研修会を実施した（方向性2に

関係）

③ヤングテレホン相談を夜間及び休日に業

務委託する仙台いのちの電話との定例会を

月１回行った（方向性4に関係）

今後も子育ての悩みや不安を抱える保護者

や青少年の悩みごとに関する相談機関とし

て広く認知してもらえるような広報の在り

方を検討していく必要がある。

※左記の実施状況下段に記載した内容に関

する評価・課題については下記のとおり

①前年度より多くリーフレット等を配布す

ることができ，市民の理解をより広げるこ

とができた。

②時代に応じて変わる市民のニーズに対応

できるよう様々な話題を取り上げ，今後も

継続して職員のスキルアップに努める必要

がある。

③定例会で相談ケースについて共有するな

どし，ネットワークをより強化することが

できた。

方向性3 172

青少年のための居場所支援の

実施

不登校等の状況にある青少年

を対象とした、社会活動への

参加を促進するための居場所

支援の実施

子供未来局 子供未来局 子供相談支援セ

ンター

ふれあい広場 学校に行けない、日中の居場所が欲しい、

という青少年が日常的に通所して活動でき

る場を提供し、社会活動等への参加を促し

ていきます。

年間を通し開所し，延べ1,138人が通所し

た。

※上記の他に下記についても実施

①年度初めに各区窓口等関係機関や学校等

へリーフレットを配布し，リーフレットは

９,000部配布した。また，広報紙を月に一

度上記各機関へ配布し事業周知を図った

（方向性1に関係）。

②月に1回4名の専任相談員向けに研修会を

実施した（方向性2に関係）。

③ふれあい広場ボランティア相談員20名が

対象の研修会及び情報交換会を年３回（４

月・６月・１２月）行った（方向性4に関

係）。

不登校やひきこもりの青少年に社会活動等

への参加や自立を促すため，通所希望者へ

の積極的なアウトリーチの実施や就学・就

労支援活動の充実を図る必要がある。

※左記の実施状況下段に記載した内容に関

する評価・課題については下記のとおり

①前年度より多くリーフレット等を配布す

ることができ，市民の理解をより広げるこ

とができた。

②時代に応じて変わる市民のニーズに対応

できるよう様々な話題を取り上げ，今後も

継続して職員のスキルアップに努める必要

がある。

③ケースについて共有したり，外部講師か

ら講話を受けたりしながら，相談員のスキ

ルアップと当センターでの支援強化を図る

ことができた。

方向性3 173

中小企業の経営環境に関する

相談の実施

中小企業支援センターによ

る、中小企業の経営や創業、

融資等に関する相談支援の実

施

経済局 経済局 地域産業支援課 中小企業支援センターの運営

（中小企業の経営環境に関す

る支援）

中小企業の経営や創業，融資などに関する

様々な相談に対応できる窓口を設置する。

中小企業の経営相談等を実施(1870件)。 中小企業の経営環境に関する様々な相談を

受け付け適切な支援を行った。

方向性3 174

中小企業への金融支援の実施 女性活躍や次世代育成、若者

の採用・育成、ダイバーシ

ティ経営等、働き方改革に取

り組む中小企業者を対象とし

た融資の実施

経済局 経済局 地域産業支援課 働き方改革に取り組む中小企

業への金融支援

働き方改革（女性活躍，次世代育成，若者

の採用・育成，ダイバーシティ経営）に取

り組む中小企業者を融資制度の対象者とす

ることで，資金調達の面でメリットを打ち

出し，当該取組を促進する。

融資実績なし。 利用促進につなげるため、更なる周知が必

要である。

方向性3 175

少人数授業によるきめ細かな

指導の実施

市立小学校１年生から３年生

を対象とした、非常勤講師に

よる基礎的な学習内容のより

確実な習得に向けた少人数授

業の実施

教育局 教育局 教職員課 少人数授業によるきめ細かな

指導の実施

市立小学校１年生から３年生を対象とし

た、非常勤講師による基礎的な学習内容の

より確実な習得に向けた少人数授業の実施

非常勤講師を34校に配置した。 複数の教員による指導により，より多面

的・多角的に児童を指導できること，基

礎・基本の定着などの学力向上が見られる

ことなど，一定の成果を上げている。

講師の不足から配置数が減少しており、よ

り一層の拡充を進める必要がある。
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方向性3 176

学級生活等のアンケート調査

を通じた生徒支援の実施

学校における様々な問題の未

然防止や早期対応に向けた、

全市立中学生を対象とした、

アンケート調査による友達づ

くりやよりよい学校生活を送

るための支援

教育局 教育局 教育相談課 学級生活等のアンケート調査 全市立中学生を対象に，よりよい学校生活

と友達づくりのためのアンケート調査を実

施することにより，生徒一人一人の状況や

学級集団の状態を把握し，学級経営に生か

します。

平成31年度より実施 平成31年度は，5月から6月にかけて実施

し，夏休み前に各学校に結果を送付する。

方向性3 177

児童生徒の心のケア（心とか

らだの健康調査）の推進

中長期的な心のケアを目的

に、市立学校の児童生徒を対

象とした、心とからだの健康

チェックの実施

教育局 教育局 健康教育課 保健関係調査票による「心と

からだの健康調査」の実施

中長期的な心のケアの取組として，４月上

旬に配付する「保健関係調査票」の中で心

とからだの健康チェックを実施していま

す。

各学校において，４月上旬に配付する「保

健関係調査票」の中で心とからだの健康

チェックを実施しました。

日常生活の変化やストレス，いじめ問題等

の早期の気付きや対応の一助となってお

り，今後も継続して行っていく必要があり

ます。

方向性3 178

スクールカウンセラーによる

支援

全市立学校へ配置したスクー

ルカウンセラーによる、いじ

めや不登校等の諸問題を抱え

る児童生徒に対する心理的側

面からの支援の実施

教育局 教育局 教育相談課 スクールカウンセラーによる

支援

いじめ・不登校問題や生徒指導上の諸問題

の解決を図るため，児童生徒や保護者対象

のカウンセリング，教職員への助言等を実

施します。

相談件数54,448件 カウンセラーの資質向上とともに効果的な

支援のあり方を検討することも必要。

方向性3 179

いじめに関するＳＮＳを活用

した相談窓口の設置

中学生の多くが利用するＳＮ

Ｓを活用したいじめ相談窓口

の設置による、いじめの早期

発見、状況に応じた対応と問

題解決の推進

教育局 教育局 教育相談課 SNSを活用したいじめ相談の

実施

中学生の多くが利用するSNSを活用したい

じめ相談窓口を開設し，早期発見と問題解

決を図ります。

8月20日～9月9日，10月１日～10月15

日，1月5日～1月15日に相談を実施。8月

20日～3月31日に一方向の報告・連絡を実

施。

相談件数59件

報告・連絡件数17件

相談の実施日数を拡充する。

方向性3 180

震災に伴う心のケア推進事業

の実施

精神科医や臨床心理士等によ

る、東日本大震災の精神面へ

の影響が心配される児童生徒

への対応や教職員への助言の

実施

教育局 教育局 教育相談課 震災に伴う心のケア推進事業 震災等により精神面への影響が心配される

児童生徒について，精神科医や臨床心理士

を学校に派遣し，その対応や支援につい

て，教職員への助言を行います。

精神科医５名，臨床心理士4名の協力のも

と，14校に派遣し，26件に対応

震災による心のケアだけでなく，日常的な

心のケアについても対応が必要になってい

る。

方向性3 181

スクールソーシャルワーカー

による支援の実施

スクールソーシャルワーカー

による、児童生徒や保護者が

抱える問題の解決に向けた環

境調整の実施

教育局 教育局 教育相談課 スクールソーシャルワーカー

による支援

教育委員会に7名のスクールソーシャル

ワーカーを配置し，児童生徒や保護者が抱

える問題等の環境調整を行うことで，その

問題解決を支援します。

相談対応158件 効果的な支援のあり方を検討するとともに

活用の仕方を学校に周知徹底することも必

要。

方向性3 182

24時間いじめ相談専用電話の

実施

児童生徒やその保護者を対象

とした、いじめの早期発見と

問題解決に向けた電話相談の

実施

教育局 教育局 教育相談課 電話による24時間いじめ相談

の実施

いじめに関する24時間電話相談窓口を設置

し，早期発見と問題解決を図ります。

相談件数481件 フリーダイヤルとなったことから電話番号

の周知徹底を図る。

方向性3 183

「いじめ対策支援員」による

巡回指導

教員退職者等からなる「いじ

め対策支援員」による、いじ

め事案を抱える小学校に対す

る巡回指導

教育局 教育局 教育相談課 「いじめ対策支援員」の配置 いじめ事案を抱える小学校に教員ＯＢ等を

一定期間派遣し，巡回指導等を実施しま

す。

元警察官11名，元教員9名を年度途中の配

置転換があり23校に派遣

小学校からの要請が増加しており，支援員

の増員などより一層の拡充が必要である。

方向性3 184

いじめ不登校対応支援チーム

による学校支援の実施

全市立学校を対象とした、い

じめ不登校対応支援チーム

（教育委員会職員、スクール

カウンセラー、スクールソー

シャルワーカー等で構成）の

訪問による教職員との連携や

支援体制等に関する情報交

換、指導助言の実施

教育局 教育局 教育相談課 いじめ不登校対応支援チーム

による学校訪問

市教委職員，スクールカウンセラー，ス

クールソーシャルワーカーがチームで全市

立学校を巡回訪問し，いじめや不登校の問

題に適切に対応ができるよう助言を行いま

す。

全市立学校を訪問 学校と教育委員会の情報共有が密接にな

り，早期かつ的確に事案に対処できた。

66 / 73 ページ



局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性3 185

児童生徒に対する適応指導事

業の実施

「仙台市適応指導センター・

児遊の杜」や「適応指導教

室・杜のひろば」における、

不登校児童生徒の個々の事情

に応じた支援の実施

教育局 教育局 教育相談課 適応指導事業の実施 「仙台市適応指導センター・児遊の杜」や

「適応指導教室・杜のひろば」を通じて，

不登校児童生徒の個々の事情に応じた支援

を実施します。

入級児童生徒数251名

相談件数474件

入級児童生徒数が過去最高となり，杜のひ

ろばの相談員や学校訪問対応相談員を増員

する必要がある。

方向性3 186

心のケア緊急支援の実施 災害や事故等により精神的な

ストレスを受けた市立学校の

児童生徒や保護者、教職員を

対象とした、スクールカウン

セラー等による緊急支援の実

施

教育局 教育局 教育相談課 心のケア緊急支援の実施 災害や事故等の発生や遭遇により，精神的

なストレスを受けた児童生徒，保護者，教

職員の心のケア緊急支援を行うため，ス

クールカウンセラー等を市立学校に派遣し

ます。

小学校5校，中学校１校に派遣 大きな心的ストレスを伴う事案の発生に対

してすみやかに対応し，影響を最小限に抑

える。

方向性3 187

救急搬送された自殺未遂者等

ハイリスク者への相談支援の

実施

自殺企図・自傷行為により救

命救急センターを受診した患

者を対象とした、精神科ス

タッフによる相談支援の実施

市立病院 市立病院 総合サポートセ

ンター

自殺企図・自傷行為者への介

入支援

自殺企図・自傷行為で救命救急センターを

受診した患者に対して、アセスメントの上

精神科医師や精神医療相談室が介入し、医

療機関や相談機関への紹介を行います。

自殺企図・自傷行為で救命救急センターを

受診した患者の77％の患者に対し精神科医

師や精神医療相談室が介入した。

医療機関への紹介に加え、相談機関への紹

介が今後の課題である。

方向性3 188

入院患者に対する治療と仕事

の両立支援の実施

市立病院入院中の患者を対象

とした、治療と仕事を両立す

るための相談支援の実施

市立病院 市立病院 総合サポートセ

ンター

治療中の患者に対する就労支

援

当院にて治療中の患者が治療と仕事を両立

できるように、仕事に関する不安や悩みの

相談を受け、必要に応じて公的支援制度の

情報提供を行います。

市民協働参画事業として、月1回、パーソ

ナルサポートセンターによる就労相談窓口

の開設と市民向けの両立支援シンポジウム

を開催した。

平成30年度で市民協働参画事業は終了と

なったので、これまでのノウハウを病院と

してどう活かしていくかが課題である。

方向性3 189

入院患者に対する傾聴ボラン

ティア活動の実施

市立病院入院中の患者を対象

とした、市民ボランティアに

よる傾聴活動の実施

市立病院 市立病院 総合サポートセ

ンター

入院患者に対する傾聴ボラン

ティア活動

登録した市民ボランティアが当院入院中の

患者の話に耳を傾け、気持ちに寄り添い、

入院中安心して過ごせるように傾聴活動を

行います。

延べ72日間、73名の患者さんに対し、活

動を行った。

「話したい」思いを表出できない患者さん

への対応が課題である。

方向性4 190

仙台市自殺総合対策庁内連絡

会議及び関係部局所管の協議

会等による施策展開

庁内関係部局による自殺対策

に関する情報共有・課題整

理、重点対象に関わる関係部

局所管の各種協議会等との情

報共有に基づく協調的な施策

展開

市民局

健康福祉局

子供未来局

経済局

各区

教育局

市立病院

健康福祉局 障害者支援課 自殺総合対策庁内連絡会議 仙台市自殺総合対策庁内連絡会議を開催

し、庁内の関係部局による緊密な連携と情

報の共有等を実施し，総合的な自殺対策の

推進を図ります。

年3回開催 本市における自殺対策に関する情報共有・

課題整理を行い、協議を重ねることで、地

域の実態に即した自殺対策計画の策定につ

なげることができた。

方向性4 191

子供未来局 子供家庭支援課 要保護児童対策地域協議会 虐待を受ける要保護児童及びその保護者に

関する情報、その他虐待を受ける要保護児

童の早期発見及び適切な保護を図るために

必要な情報の交換をを行います。

年1回関係機関からなる代表者会議を開催

し、13の機関が参加した。実務者会議につ

いては、各区において年3回実施。ケース

検討会議は、必要に応じ各区で実施。

各機関と必要な情報の交換を行うことがで

き、児童虐待対応における関係機関との連

携強化につながった。

方向性4 191

子供未来局 児童相談所相談

指導課

要保護児童対策地域協議会に

よる連携推進

児童相談所、各区保健福祉センター等の子

どもに関わる関係機関による、要保護児童

の早期発見や適切な保護を図るための連携

強化

　各区保健福祉センター等など関係機関と

児童に関する情報交換を行い，また，一緒

に対応することも多かった。

　児童及び保護者を支援していくために

は、関係機関により関わり方の視点に違い

があることから，相互の連携を欠くことは

出来ず，H30年度はその取り組みは概ね出

来ていた。

子供未来局

各区

要保護児童対策地域協議会に

よる連携推進

要保護児童の早期発見や適切

な保護を図るための、児童相

談所、各区保健福祉セン

ター、保育所、学校等の子ど

もに関わる関係機関による連

携推進
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性4 191

青葉区 家庭健康課 要保護児童対策地域協議会に

よる連携推進

児童相談所、各区保健福祉センター等の子

どもに関わる関係機関による、要保護児童

の早期発見や適切な保護を図るための連携

強化

（No.96に同じ）

要保護児童対策地域協議会・青葉区実務者

会議の実施（3回）

【3回延数】

・児童：286人、特任：96人

・対象児童の支援状況、方針等報告検討を

行う。

・対象数が多い為、新規ケースの方針確

認、進捗管理で終始し、充分な審議が出来

ない状況にある。

・H31年度から宮城総合支所が青葉区から

独立し実施。

方向性4 191

宮城総合支所 家庭健康課 要保護児童対策地域協議会に

よる連携推進

児童相談所、各区保健福祉センター等の子

どもに関わる関係機関による、要保護児童

の早期発見や適切な保護を図るための連携

強化

（青葉区要保護児童対策地域協議会）

要保護児童対策地域協議会・青葉区実務者

会議の実施（3回）

【3回延数】

・児童：286人、特任：96人

・対象児童の支援状況、方針等報告検討を

行う。

・対象数が多い為、新規ケースの方針確

認、進捗管理で終始し、充分な審議が出来

ない状況にある。

・H31年度から宮城総合支所が青葉区から

独立し実施。

方向性4 191

宮城野区 家庭健康課 要保護児童対策地域協議会に

よる連携推進

児童相談所、各区保健福祉センター等の子

どもに関わる関係機関による、要保護児童

の早期発見や適切な保護を図るための連携

強化

年3回（6・10・2月）実施。要保護児童

（台帳登載児童数：第1回180人、第2回

176人、第3回165人）について状況を報告

した。

要保護活動を実際に行っている委員の知識

及び経験を要保護児童等の支援等に反映さ

せるため、引き続き実施する。

方向性4 191

若林区 家庭健康課 要保護児童対策地域協議会に

よる連携推進

児童相談所、各区保健福祉センター等の子

どもに関わる関係機関による、要保護児童

の早期発見や適切な保護を図るための連携

強化

年3回開催 要保護児童数はここ数年高止まりの傾向に

あり、関係機関との連携の機会が増えてい

る。

方向性4 191

太白区 家庭健康課 要保護児童対策地域協議会に

よる連携推進

児童相談所、各区保健福祉センター等の子

どもに関わる関係機関による、要保護児童

の早期発見や適切な保護を図るための連携

強化

年３回、６月２９日（金）、１１月１日

（木）、３月４日（月）に協議会を開催し

た。

新規の要保護児童、特定妊婦について、情

報共有しながら、処遇困難事例についても

１～２件提示し、綿密に情報共有するとと

もに、対応について、各機関の役割を確認

してきている。

方向性4 191

秋保総合支所 保健福祉課 要保護児童対策地域協議会による連携推進児童相談所、各区保健福祉センター等の子

どもに関わる関係機関による、要保護児童

の早期発見や適切な保護を図るための連携

強化

太白区実施に含む 対象案件には適切に対応していく

方向性4 191

泉区 家庭健康課 要保護児童対策地域協議会に

よる連携推進

児童相談所、各区保健福祉センター等の子

どもに関わる関係機関による、要保護児童

の早期発見や適切な保護を図るための連携

強化

年3回開催の要保護児童対策地域協議会に

おいて要保護児童の情報共有等を行った。

実務者が集まり、それぞれの視点から検討

ができた。検討ケースが増加している。

方向性4 192

子供未来局 子供家庭支援課 児童虐待防止に係る医療ネッ

トワーク事業

仙台市立病院を拠点病院とし、院内への児

童虐待対応組織を設置、地域医療機関から

の相談支援などを実施している。

拠点病院としての相談・助言

件数55件【内12件が外部機関からの相

談】

院内に児童虐待専門コーディネーターを配

置し、院内外からの相談に助言を行うこと

で児童虐待に対する対応力強化につながっ

た。

子供未来局

各区

児童虐待対応のための医療

ネットワークの構築

拠点病院（市立病院）に配置

されたコーディネーターによ

る、地域の医療機関への助言

を通じた、児童虐待対応のた

めのネットワーク構築

子供未来局

市立病院

要保護児童対策地域協議会に

よる連携推進

要保護児童の早期発見や適切

な保護を図るための、児童相

談所、各区保健福祉セン

ター、保育所、学校等の子ど

もに関わる関係機関による連

携推進
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局区 課 事業名・取組名 事業概要
平成30年度

取組みの実施状況

実施状況に対する

評価・課題

今後の取組みの方向性

（令和2年1月照会予定）

番号

平成30年度照会時の回答（計画策定の際に確認した内容）

取組み状況の確認

方向性 取組み 内容 局区等

令和元年度時点で把握

計画（第5章）記載内容 左記の取組みに関連する事業・取組み

資料２－2 令和元年９月１１日

方向性4 192

市立病院 総合サポートセ

ンター

児童虐待防止に係る医療ネッ

トワーク事業

仙台市立病院を拠点病院とし、院内への児

童虐待対応組織を設置、地域医療機関から

の相談支援などを実施している。

平成30年12月に児童虐待防止を目的とし

た講演会を開催。保健・医療・教育機関か

ら約130名の参加があった。

平成31年2月に「医療ソーシャルワーカー

情報交換会」を開催。県内9医療機関、3児

相、子供未来局の参加があった。

その他、太白区主催「医療機関連携会

議」、仙台地方検察庁主催「多機関連携協

議会」および「処分前カンファレンス」に

参加した。

虐待対応件数54件。2医療機関からの相談

支援を実施した。

地域全体の児童虐待対応力の向上を図るこ

とができた。今後も早期発見、早期対応に

努力していきたい。

方向性4 193

宮城県犯罪被害者支援連絡協

議会への参画による関係機関

との連携推進

県や宮城県警察、国、支援団

体等で構成する宮城県犯罪被

害者支援連絡協議会への参画

による各関係機関との連携の

推進

市民局 市民局 市民生活課 宮城県犯罪被害者支援連絡協

議会への参画による関係機関

の連携推進

県や宮城県警察、国、支援団体等で構成す

る宮城県犯罪被害者支援連絡協議会への参

画による各関係機関との連携の推進

平成30年6月8日に行われた平成30年度宮

城県犯罪被害者支援連絡協議会総会に出席

した。

犯罪被害者等基本法による「犯罪被害者等

基本計画」および宮城県犯罪被害者支援条

例による「宮城県犯罪被害者支援推進計

画」等に基づく各種施策の積極的かつ効果

的な推進と連携強化に努めた。

方向性4 194

地区社会福祉協議会による小

地域福祉ネットワーク活動の

実施

町内会、民生委員、ボラン

ティア団体等の福祉団体との

連携による、見守り等の安否

確認活動やサロン、買い物支

援等の生活支援活動の実施

健康福祉局 健康福祉局 社会課 地区社会福祉協議会による小

地域福祉ネットワーク活動

高齢者や障害者等の支援を必要とする方

が、住み慣れた地域で自立した生活が送れ

るよう、地区社会福祉協議会が実施主体と

なり、町内会、民生委員、ボランティア団

体等の福祉活動団体と連携して、見守り等

の安否確認活動や、サロン、買い物支援等

の生活支援活動を行います。

（実績件数）

○安否確認活動

・平成30年度：535,068回

○サロン活動

・平成30年度：7,418回

○日常生活支援活動

・平成30年度：118,433回

市内に設置する全ての地区社会福祉協議会

において、各活動を実施することができ

た。市内では、104地区の社会福祉協議会

が活動中であるが、未設置のエリアも数カ

所存在しており、該当地区における普及啓

発活動の推進を続け、新たな地区社会福祉

協議会の立ち上げと、地域福祉ネットワー

ク活動の展開へとつなげていく。

方向性4 195

高齢者・障害者の見守り活動

のための連携推進

高齢者や障害のある方への見

守り活動の充実を目的とし

た、日本郵便株式会社との連

携の推進（高齢者・障害者世

帯への郵便配達の機会を活用

した、異変発見時の本市相談

機関等への連絡・相談等）

健康福祉局 健康福祉局 障害企画課 日本郵便との協定締結 市内郵便局の社員が業務中に高齢者・障害

者宅を訪問する際、異変に気づき必要と判

断した場合に、本市と日本郵便株式会社と

の協定に基づき、本市への連絡や消防・警

察への通報等を行います。

平成29年3月16日から、協定を継続中。 地域見守り活動の推進のため、引き続き、

協定を継続する。

方向性4 196

ひきこもり支援のための関係

機関の連携推進

ひきこもり状態にある方やそ

の家族の状況に応じた適切な

支援の提供に向けた、ひきこ

もり地域支援センター、精神

保健福祉総合センター、発達

相談支援センター等の関係機

関の連携の推進

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 ひきこもり地域支援連絡協議

会

ひきこもり状態にある方やその家族の状態

に応じた適切な支援を提供するため、ひき

こもり地域支援センター、精神保健福祉総

合センター、発達相談支援センター等の関

係機関の連携によるチーム支援の取組みを

推進します。

複数の専門機関を構成機関とする拠点機能

（支援方針の検討や多機関チーム支援の提

供など）として、本協議会を位置づけ、ひ

きこもりの長期化や支援が途切れやすい事

例を中心に、多機関で支援の方向性の検討

を行い、支援状況の定期的な把握と進捗管

理を行った（11回開催）

ひきこもりに関係する生活上の困りごと

（親の介護、生活困窮等）に対応する相談

機関からの支援依頼が徐々に増え、多機関

協働による事例検討やチーム支援が促進さ

れた。

方向性4 197

健康福祉局 障害者支援課 震災後心のケア従事者担当者

会議の開催

遅れて発生したり、繰り返して出現する被

災者の諸課題に対応できるよう、地域、行

政、関係機関等での多機関連携強化と情報

共有を目的とした会議の実施

研修会を年間で7回実施。各区障害高齢

課・家庭健康課に配置している被災者支援

担当職員が研修に参加し、各区において支

援を行っているケースを基にして事例検討

を行った。

各回にて事例検討ができ、相談支援を行う

際の課題や疑問点などを共有することがで

きた。

方向性4 197

健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

震災後心のケア従事者担当者

会議の開催

遅れて発生したり、繰り返して出現する被

災者の諸課題に対応できるよう、地域、行

政、関係機関等での多機関連携強化と情報

共有を目的とした会議の実施

震災後こころのケア従事者を対象とした情

報共有会を実施した（１回）。また、みや

ぎ心のケアセンター主催の会議に参加し、

連携を行っている。

被災者支援に関する情報共有か課題の抽出

を行い、支援に活かすことができた。被災

者支援にかかわる他機関との連携が進ん

だ。

児童虐待対応のための医療

ネットワークの構築

拠点病院（市立病院）に配置

されたコーディネーターによ

る、地域の医療機関への助言

を通じた、児童虐待対応のた

めのネットワーク構築

子供未来局

市立病院

震災後心のケア従事担当者会

議による連携推進

東日本大震災の被災者の心の

ケアの課題に対応できるよ

う、地域、行政、関係機関等

での情報共有を目的とした多

機関連携の推進

健康福祉局
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資料２－2 令和元年９月１１日

方向性4 198

仙台市自殺対策連絡協議会に

よる関係機関の連携推進

保健、医療、教育、労働、司

法、福祉等の関係機関や団体

による自殺対策に関する多角

的、総合的な協議を通じた連

携推進

健康福祉局 健康福祉局 障害者支援課 自殺対策連絡協議会 仙台市自殺対策連絡協議会を開催し、自殺

対策の取組みに関して本市、関係機関、関

係団体等が連携し、本市における自殺対策

の推進を図ります。

年5回開催。 それぞれの知見・経験に基づく各団体から

の意見を賜り、協議を重ねることで、本市

の実態に即した地域自殺対策計画の策定を

行うことができた。

方向性4 199

被災者支援のための地域総合

支援事業による連携推進

精神保健福祉総合センターに

おける各区保健福祉センター

との共同訪問等を通じた、東

日本大震災の被災者支援に関

わる関係機関との連携の推進

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

地域総合支援事業による連携

(震災後心のケア支援事業)

精神保健福祉総合センターにおいて、各区

保健福祉センターとの共同訪問などを通じ

て、被災者支援に関わる関係機関との連携

を推進します。

各区保健福祉センターと協働で、訪問支援

（延260件）、心の啓発活動（2回）を行

い、技術支援として、レビューや事例検討

（30回）実施した。

複数の機関が関わる困難ケースについて協

働で、訪問やレビュー・事例検討を行い、

関係機関との情報交換や役割分担、支援方

針の共有が促進し、連携が強化された支援

を実施することができた。

方向性4 200

複雑困難事例等支援のための

地域総合支援事業による連携

推進

精神保健福祉総合センターに

おける各区保健福祉センター

との共同訪問等を通じた複雑

困難事例等に関わる関係機関

との連携の推進

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

地域総合支援事業（アウト

リーチ協働支援事業）

精神保健福祉総合センターにおいて、各区

保健福祉センター・各総合支所等の関係機

関に対して精神障害者等の支援への技術支

援を行います。

各区保健福祉センター・各総合支所等の関

係機関と協働で、対象者103名に対して、

訪問393回、ケア会議への参加139回、電

話相談41回の支援を行った。地域精神保健

福祉活動連絡会議を開催し（10回）、地域

精神保健福祉活動の質の向上を図ってい

る。精神障害者のための地域移行推進連絡

会の開催（11回）、各区事実支援協議会相

談支援事業所等連絡会や宮城県医療観察法

制度運営連絡協議会へ参加した。

協働支援においては個別の支援チームにお

ける連携の推進が図られている。当セン

ター主催の各会議では、各機関の支援状況

等の情報交換や事例検討を行い、今後の連

携に役立てることが出来た。

方向性4 201

アルコール問題対策連絡会議

による連携推進

精神保健福祉総合センター、

各区保健福祉センター、断酒

会、医療機関等のアルコール

問題に関わる関係機関との情

報共有を通じた、連携の推進

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

アルコール問題対策連絡会議 アルコール問題について関係機関との連携

を図り、アルコール関連問題の予防と早期

発見、依存症者の社会復帰を図ります。

平成31年2月５日に実施し、18機関から22

名が参加した。

各参加機関が、依存症関連問題からの回復

について理解を深めるとともに、各機関の

活動状況を理解し、今後の連携に役立てる

ことができた。

方向性4 202

仙台市自殺対策推進センター

（仙台市こころの絆セン

ター）を中心とした関係機関

のネットワークの構築

仙台市自殺対策推進センター

（仙台市こころの絆セン

ター）を中心とした多機関協

働支援のための関係機関の

ネットワークの構築

健康福祉局 健康福祉局 精神保健福祉総

合センター

地域自殺対策推進センターを

中心とした関係機関のネット

ワークの構築

地域自殺対策推進センターを中心とした多

機関協働支援のための関係機関のネット

ワークの形成を図ります。

自殺対策連絡協議会（5回）や自殺総合対

策庁内連絡会議（3回）、自死ハイリスク

者支援体制検討会議（5回）を通し、関係

機関とのネットワークの構築・強化を図っ

た。

医療、福祉、司法、労働、教育等の関係機

関と今後も、多機関協働支援を円滑に行う

ため、ネットワーク形成や強化を図る必要

がある。

方向性4 203

自死遺族支援に関わる関係機

関や団体の連携推進

自死遺族等からの相談を担っ

ている関係機関や団体の相互

の連携推進

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 自死遺族等に対する支援事業

補助金

自死遺族支援団体の活動に対して助成して

います（再掲）

4団体に補助金（計 722,000円）を交付し

た。（再掲）

市内の自死遺族支援活動団体の継続的な広

報及び活動の助成を行うことができた。

（再掲）

方向性4 204

せんだい健康づくり推進会議

による関係機関の連携推進

全国健康保険協会宮城支部、

宮城産業保健総合支援セン

ター等、勤労者の健康増進に

関わる各機関の取組み状況や

課題の共有

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 （仮）せんだい健康づくり推

進会議の開催

（仮）せんだい健康づくり推進会議を通じ

て、各機関の取組状況を共有します

会議を開催出来なかったため、各関係団体

の取組状況の共有には至らなかった。（再

掲）

会議を開催し、各関係団体の取組状況を共

有することにより、連携体制を作る必要が

ある。
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方向性4 205

宮城県地域両立支援推進チー

ムへの参画による関係機関の

連携推進

労働組合、医師会、地域の中

核医療機関等の関係機関で構

成する宮城県地域両立支援推

進チームによる治療と仕事の

両立支援への参画と課題の共

有

健康福祉局 健康福祉局 健康政策課 宮城労働局等との連携 宮城労働局の所管する事業の周知や、宮城

県地域両立支援推進チームへ参画していま

す

（仮）せんだい健康づくり推進会議を開催

出来なかったため、会議の構成団体である

宮城労働局や宮城県地域両立支援推進セン

ターと連携する機会がなく、周知・参画に

は至らなかった。（再掲）

（仮）せんだい健康づくり推進会議を開催

し、各関係団体との連携体制を作る必要が

ある。（再掲）

方向性4 206

仙台市青少年対策関係六機関

合同会議の開催

児童生徒の抱える課題解決に

向けた、子供未来局、教育

局、健康福祉局内の６機関に

よる研修会やケース検討を通

じた連携の推進

子供未来局 子供未来局 子供相談支援セ

ンター

仙台市青少年対策関係六機関

合同会議

児童生徒の抱える課題解決に向けた教育

局，健康福祉局，子供未来局内の6機関に

よる連携組織

全体会を年3回（4月，8月，3月）に実施

し，担当者会を年5回（4月，6月，9月，

11月，1月）に実施した。６つの機関が参

加し，さらにオブザーバーとして，１つの

機関，全体会の第2回目は小中学校校長の

参加もあった。

担当者会におけるケース検討会や全体会で

の研修の実施により，連携の強化につな

がった。連携の強化が，各機関の抱える個

別のケースに生かされるように，さらに情

報共有・行動連携を意識して取り組む必要

がある。

方向性4 207

青葉区 障害高齢課 青葉区障害者自立支援協議会 障害福祉サービス事業所等とのネットワー

クの構築や、支援能力の向上を図る。

高齢者障害者地域ケア会議１回、運営会議

１２回、連絡会議１１回、地域課題ワーキ

ング１０回、精神保健福祉部会４回実施

引き続き必要な連携を取る

方向性4 207

宮城総合支所 保健福祉課 青葉区障害者自立支援協議会 障害者支援に従事する専門職の技能向上や

関係機関との連携強化および、社会資源の

創出を図る。

青葉区障害者自立支援協議会における各会

議体ついて、事務局として参加した。

青葉区自立支援協議会において重点的に関

わるべき対象者像を整理することができ

た。

方向性4 207

宮城野区 障害高齢課 宮城野区障害者自立支援協議

会

障害福祉サービス事業所等とのネットワー

クの構築や、支援能力の向上を図ります。

全体協議会1回、実務者ネットワーク会議4

回、障害者相談支援事業所等連絡会議12

回、運営会議12回実施。

相談支援事業所等連絡会では、課題の検

討、情報集約、事例検討を実施予定。実務

者ネットワーク会議は次年度も同様に実

施。

方向性4 207

太白区 障害高齢課 太白区自立支援協議会 障害福祉サービス事業所等とのネットワー

クの構築や、支援能力の向上を図ります。

高齢者障害者地域会議、実務者ネットワー

ク会議、障害者相談支援事業所連絡会、よ

りそいワーキング、運営会議を実施

さらなる障害分野と高齢分野の連携

方向性4 207

若林区 障害高齢課 宮城野区障害者自立支援協議

会

障害福祉サービス事業所等とのネットワー

クの構築や、支援能力の向上を図ります。

全体協議会　年2回、実務者ネットワーク

会議　年2回、障害者相談支援事業所等連

絡会　年12回、プロジェクトチーム　年1

回、運営会議　年12回実施。

活動テーマを①障害のある方やその家族へ

の支援力を高める　②障害に関する普及啓

発活動　③支援ネットワークの形成、とし

実施。参加メンバーの固定化、少数化が課

題となるなか実施している状況。今後も先

の活動テーマに沿って活動を積み重ねてい

く。また、高齢者支援部門と共有した地域

課題の解決に向け、合同でワーキンググ

ループを作り具体的な解決策の検討及び実

行につなげていく。

方向性4 207

泉区 障害高齢課 区障害者自立支援協議会によ

る連携推進

各区保健福祉センターや障害福祉サービス

事業所等による障害者等の地域生活支援の

ための連携の推進

年間で、運営会議12回・障害者相談支援事

業所等連絡会議12回・よめごと会議12

回・プロジェクトチーム2チーム・全体協

議会1回・研修会1回実施。

会議体が多く、運営や調整にかかる負担が

大きい。通常業務における個別事例や事務

量の増加もあることから、障害者相談支援

事業所・区双方にとって持続可能な活動の

在り方を模索する必要がある。

方向性4 208

青葉区 まちづくり推進

課

復興公営住宅等コミュニティ

支援

復興公営住宅入居者相互、または近隣住民

との交流の機会づくりや円滑な自治組織の

活動を行うための支援を行っています。

区内の復興公営住宅で区主催のコンサート

等イベントの開催や住民が中心となって活

動へ物品等の支援を行った。

イベントやサロンなどに参加する住民が固

定化している。

復興公営住宅等コミュニティ

支援の実施

復興公営住宅等における孤立

化防止や円滑なコミュニティ

運営のため、町内会長・自治

会長への相談対応等を通じ

た、地域の支え合いネット

ワークの構築

各区

各区障害者自立支援協議会に

よる連携推進

各区保健福祉センターや障害

福祉サービス事業所等による

障害者等の地域生活支援のた

めの連携の推進

各区
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方向性4 208

宮城野区 まちづくり推進

課

復興公営住宅等コミュニティ

支援

復興公営住宅等におけるコミュニティの運

営や交流行事等の開催に関し、町内会長・

自治会長からの相談への対応等を行い、コ

ミュニティの円滑な運営及び孤立化の防止

への支援を行います。

町内会長・自治会長からのコミュニティの

運営や交流行事等の開催に関する相談への

対応を、年間を通して実施

相談があった際はそのことに対し適切に対

応することができた

方向性4 208

若林区 まちづくり推進

課

復興公営住宅等コミュニティ

支援

復興公営住宅等におけるコミュニティの運

営や交流行事等の開催に関し、町内会長・

自治会長からの相談への対応等を行い、コ

ミュニティの円滑な運営及び孤立化の防止

への支援を行います。

被災者交流活動助成事業を活用したコミュ

ニティの活性化支援（助成件数13件)を行

うとともに、相談等を受けた個別課題につ

いて訪問し町内会役員との意見交換により

解決に向けた提案を行うなど、コミュニ

ティの課題解決に向けた支援を図った。

支援対象を特に課題のあるコミュニティに

重点化するとともに、関係課・機関との情

報共有と連携を密にし、課題解決に向け努

めた。

方向性4 208

太白区 まちづくり推進

課

復興公営住宅等コミュニティ

支援

復興公営住宅等におけるコミュニティの運

営や交流行事等の開催に関し、町内会長・

自治会長からの相談への対応等を行い、コ

ミュニティの円滑な運営及び孤立化の防止

への支援を行います。

定期的に開催しているWGに参加し、復興

公営住宅の生活再建支援等に関する実施事

業の連絡調整を行った。

生活再建支援等に関する実施事業の連絡調

整を行うとともに、町内会長・自治会長等

からのコミュニティの運営等に関する相談

への対応を適宜行った。

方向性4 208

泉区 まちづくり推進

課

復興公営住宅等コミュニティ

支援

復興公営住宅等におけるコミュニティの運

営や交流行事等の開催に関し、町内会長・

自治会長からの相談への対応等を行い、コ

ミュニティの円滑な運営及び孤立化の防止

への支援を行います。

定期的に開催しているWGへの参加、復興

公営住宅で構成される町内会主催のサロン

への参加、復興公営住宅に住む方々の情報

交換会（地域活性化のつなぐ・つながるプ

ロジェクト）への参加を促すなど、情報提

供を行った。

年度当初の総会への参加、町内会長の来庁

時には情報提供を行うなど、情報の収集と

情報の提供を行い、孤立化の防止を図っ

た。

なお、復興公営住宅の住民でH27年度に自

治会が設立されており、現在は一単位町内

会として相談等の対応や情報提供などを

行っている。

方向性4 209

児童虐待防止ネットワーク会

議による連携推進

児童相談所、各区保健福祉セ

ンター等の関係機関による、

児童虐待の防止に向けた連携

の強化

宮城野区 宮城野区 家庭健康課 児童虐待防止ネットワーク会

議

区内の4ブロックの地域毎に児童虐待防止

ネットワーク会議を開催することにより、

地域の関係機関と連携を深め、顔の見える

関係づくりを強化していきます。

年4回（9～11月）。延べ106機関155人参

加。

児童虐待対応について関係機関

へ周知するとともに、地域の関係機関と連

携を深め、顔の見える関係づくりを強化に

資することができた。

方向性4 210

学校支援地域本部による地域

ボランティアと学校の効果的

な連携推進

地域ぐるみで子どもを育てる

観点から、学校の求めに応じ

て地域ボランティア（地域住

民、地元企業等）が協力する

ことを通じた、学校・家庭・

地域社会の連携推進

教育局 教育局 学びの連携推進

室

学校支援地域本部事業 地域住民や地元企業の協力を得ながら学習

支援や防犯巡視をはじめとする様々な学校

支援を実施します。

現在164校での支援体制ができ，市立学校

の89.1％の学校をカバーしている。学習環

境整備や授業への支援，防犯活動等，延べ

112,254人のボランティアが学校支援に当

たった。

学校支援体制づくりに関する管理職への説

明や情報提供，地域連携担当教員やスー

パーバイザーへの研修等での周知により，

活動の一層の充実が図られた。今後，カ

バー率を100％にしていく。

方向性4 211

コミュニティ・スクール検討

委員会の開催

学校運営協議会の設置によ

る、学校・家庭・地域社会が

一体となった教育の実現に向

けた、地域とともに歩む学校

づくりの推進

教育局 教育局 学びの連携推進

室

コミュニティ・スクール検討

委員会

地域ぐるみで子どもを育む新たな体制の構

築を検討します。

本市の特性を生かしたコミュニティ・ス

クールの導入を検討するために，大学教

授，小中学校長，保護者や地域の方々によ

る検討委員会を設置し，4回の会議を行っ

た。

本市の学校教育の取組や先進地の視察など

により，コミュニティ・スクール（学校運

営協議会制度）について共通理解を得るこ

とができた。取り組むべき方策をまとめた

上で，導入に向け準備を進める。

方向性4 212

スクールソーシャルワーカー

による学校と関係機関の連携

児童生徒や保護者を取り巻く

環境への働きかけや関係機

関・団体との連絡調整を通じ

た、いじめや不登校等の問題

解決を図るための連携推進

教育局 教育局 教育相談課 スクールソーシャルワーカー

の配置

いじめや不登校などの問題解決に向け，各

関係機関との連絡調整役となって児童生徒

を取り巻く環境調整を実施します。

教育相談課に7名配置 ソーシャルワーカーの資質向上とともに効

果的な支援のあり方を検討することも必

要。

復興公営住宅等コミュニティ

支援の実施

復興公営住宅等における孤立

化防止や円滑なコミュニティ

運営のため、町内会長・自治

会長への相談対応等を通じ

た、地域の支え合いネット

ワークの構築

各区
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方向性4 213

スクールカウンセラー連絡協

議会による連携推進

スクールカウンセラー等を対

象とした定期的な会議を通じ

た、学校内での効果的な相談

や連携体制に向けた協議と実

践例の報告による校内連携の

推進

教育局 教育局 教育相談課 スクールカウンセラー連絡協

議会による連携推進

学校の教育相談体制やスクールカウンセ

ラーと学校担当者の効果的な支援に関する

協議や報告を通じた連携推進

年２回開催（4月，10月）

全市立学校の担当者とカウンセラー全員

効果的な支援のために，学校担当者とカウ

ンセラーの連携についての意識を高める必

要がある。

方向性4 214

スクールカウンセラー調査研

究委員会による連携推進

教員、スクールカウンセラー

等で構成する委員会における

「心の教育」に関する調査研

究や学校とスクールカウンセ

ラーの連携推進

教育局 教育局 教育相談課 教員とスクールカウンセラー

等による調査研究

教員、スクールカウンセラーなどで構成す

る委員会における学校とスクールカウンセ

ラーとの連携の仕組みづくりや「心の教

育」に関する調査研究

大学教授1名，校長2名，教頭1名，教諭4

名，SCSV3名，SC3名で４回実施

心の健康教育，教員とSCの連携のあり方等

について，具体的な成果を発信していく。
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